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非埋込み型ロングスパン RC・S複合梁の耐震設計に 
関する研究 
 
【論文要旨】 
 
 本論文は，端部を鉄筋コンクリート（以下，RC），中央部を鉄骨造（以下，S）とした非
埋込み型ロングスパン複合梁（以下，非埋込み型 RC・S複合梁）の耐震設計に関する研究
である。 
 近年，建築空間の自由度の拡大のため，RC 造の計画でありながらもロングスパン梁に
よる構造計画が求められている。RC 造のロングスパン化に関しては，プレストレスト梁
による従来からの方法があるものの，工期およびコストの点で解決すべき点も多い。近年，
このような課題を解決するため，ロングスパン梁の端部を RC梁（以下，端部 RC），中央
部を S梁（以下，中央部 S）として構成される RC・S複合梁が開発されている。 
 RC・S複合梁では，端部 RCと中央部 Sの応力伝達が極めて重要となる。その応力伝達
の方法には，中央部 Sを端部 RCに埋込む形式（以下，埋込み型 RC・S複合梁）と中央部
Sを端部 RC部に埋込まない形式（以下，非埋込み型 RC・S複合梁）がある。 
埋込み型 RC・S 複合梁は，埋込み部 S のてこ作用による大きなせん断力を端部 RC で
負担するため，ひび割れ幅の抑制やせん断耐力の確保のためにコンクリート強度の増加あ
るいはせん断補強筋量の増大など端部 RC では厳しい設計対応が求められる。さらに，埋
込み型 RC・S複合梁は鉄骨の納まりから端部 RCの梁幅が大きくなる。一方，非埋込み型
RC・S 複合梁の場合は，端部 RC におけるせん断力の負荷は埋込み型 RC・S 複合梁に比
べて小さくなり，その梁幅も小さく設計できる。しかし，非埋込み型 RC・S複合梁は端部
RCと中央部 Sの接合部（以下，RC・S接合部）において全ての応力を伝達するため，確
実な接合方法が要求され，その設計が極めて難しい。そのため，既往の研究は埋込み型 RC・
S複合梁に関する研究が多く，非埋込み型 RC・S複合梁に関する研究は進んでいないのが
現状である。非埋込み型 RC・S 複合梁の実用化には，RC・S 接合部の応力伝達の評価が
必要であり，その仕様は耐震設計上重要な課題である。 
このような背景のもと，本論文は，非埋込み型ロングスパン RC・S複合梁の耐震性能の
評価を目的として，繰り返し載荷を受ける RC・S複合梁の履歴特性を評価するとともに，
非埋込み型 RC・S接合部の応力伝達モデルの妥当性を検証した。 
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本研究では，まず端部 RC と中央部 S の確実な応力伝達を図ることができる 2 種類の
RC・S接合部を考案した。次に，曲げせん断実験により，繰り返し載荷を受ける非埋込み
型 RC・S複合梁の履歴特性を明らかにした。さらに RC・S接合部の曲げ伝達およびせん
断伝達に関する FEM解析を実施し，RC・S接合部の挙動を詳細に評価した。この評価に
基づき，RC・S接合部の応力伝達モデルを構築し，実験結果と照合することにより応力伝
達モデルを検証した。さらに，耐震設計に用いることができる非埋込み型 RC・S複合梁の
部材モデルを示すとともに，耐震設計法を提示した。最後に非埋込み型 RC・S複合梁の設
計例を参考に示した。この耐震設計法を複数の実建物へ適用して，本研究で開発した非埋
込み型ロングスパン RC・S複合梁の有用性を実証した。 
 
 本論文は，全 7章で構成されている。以下に各章の概要および得られた主な知見を記す。 
 
 第 1章では，本研究の背景・目的，本論文の構成，研究対象とする RC・S複合梁の概要
および既往の研究について示した。既往の研究では，本研究に関連した RC・S複合梁に関
する研究を整理した。RC・S複合梁の研究は 1980年代から行われており，その多くが埋
込み型 RC・S複合梁の研究であり，非埋込み型 RC・S複合梁の研究はほとんど実施され
ていない。本研究では，非埋込み型 RC・S複合梁の耐震性能の評価を目的とした。本研究
における非埋込み型 RC・S複合梁は長さ 10m~20m程度のロングスパン梁を対象とした。
考案した RC・S 接合部を採用した非埋込み型 RC・S 複合梁は，既に 10 棟の建築物に適
用され，RC構造にロングスパン梁を構築する構法であることを実証した。 
 
第 2章では，まず確実な応力伝達の観点から，非埋込み型 RC・S複合梁の 2種類の RC・
S接合部方式について考案した。次に，考案した RC・S接合部を用いた繰り返し載荷を受
ける非埋込み型 RC・S複合梁を対象とした 1/2スケールの曲げせん断実験を実施し，その
構造性能を把握した。試験体は計 8体であり，そのうち 1体は性能比較用の埋込み型 RC・
S複合梁とした。曲げせん断実験により，考案した RC・S接合部方式を用いた非埋込み型
RC・S複合梁は，大変形時までエネルギー吸収性能の良い紡錘型の履歴特性を有する梁で
あることを示した。さらに，耐震設計上で重要であるせん断力と部材角との関係，主筋の
応力分担，降伏点剛性低下率および等価粘性減衰定数について考察した。 
 
 第 3 章では，RC・S 接合部の曲げ伝達要素を検討するために，非埋込み型 RC・S 複合
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梁の曲げせん断実験試験体を対象に FEM解析を実施し，RC・S接合部の曲げ伝達モデル
および曲げ終局モーメントについて考察した。まず，曲げせん断実験結果とよく対応する
FEM解析モデルを構築した。次に，構造設計に用いることができる曲げ伝達モデルを検討
した。曲げ伝達モデルにおいて，特に重要となる境界ばねは，FEM解析結果を用いて評価
した。検討した曲げ伝達モデルにより，RC・S接合部の応力が実験結果と対応し，かつ安
全側に評価できることを示した。さらに曲げ伝達モデルを用いた RC・S接合部の曲げ終局
モーメントの評価方法を示した。 
 
 第 4章では，RC・S接合部実験のせん断力伝達要素を検討し，せん断終局耐力を評価し
た。まず，鉄骨シアキーと頭付きスタッドを併用した RC・S 接合部実験試験体を対象に
FEM解析を実施した。次に，FEM解析結果に基づき，各せん断伝達要素の負担せん断力
の推移を検討した。さらに RC・S接合部のせん断終局耐力は各せん断伝達要素の和として
評価できることを示し，その累加方法を提示した。 
 
 第 5 章では，非線形フレーム解析に用いる非埋込み型 RC・S 複合梁の部材モデルを示
した。まず，RC・S複合梁の曲げせん断試験体を対象に 2次元 FEM 解析を実施し，実験
結果と比較的よく対応することを示した。次に，解析モデルとして非埋込み型 RC・S複合
梁を端部 RCと中央部 Sの 3部材に分割して接続した 3部材マクロモデルに関して，各パ
ラメータの設定方法を示した。さらに，設計プログラムの適用を容易にするために非埋込
み型 RC・S 複合梁を 1 部材に集約した 1 部材マクロモデルに関して，各パラメータの設
定方法を示した。これらの解析モデルの復元力特性が実験結果に対応することを示し，設
計用の解析モデルとして有用であることを示した。 
 
 第 6章では，RC構造の構造設計に用いる非埋込み型 RC・S複合梁の耐震設計法を提示
した。まず，非埋込み型 RC・S複合梁の設計方針を示した。次に，実験および FEM解析
に基づき，端部 RC および中央部 S および RC・S 接合部の設計要領および構造規定を具
体的に示した。最後に，提示した耐震設計法を用いた非埋込み型 RC・S複合梁の設計例を
参考に示した。 
 
 第 7章では，各章で得られた知見をまとめ，今後の課題について記した。 
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第 1章 序論 
 
1.1 研究の背景・目的 
 
1.1.1 研究の背景 
 近年，建築空間の自由度の拡大のため，RC 造の計画でありながらもロングスパン梁に
よる構造計画が求められている。鉄筋コンクリート（以下，RCと呼ぶ）造建物にロングス
パン梁を導入する技術にプレストレスト梁（以下，PS梁と呼ぶ）がある。PS梁により RC
造の大空間を実現することは可能であるが，一方で 
・PS梁自体の自重が大きいため，周辺構造に対して大きな負荷が生じる。 
・PS梁の断面が大きいため，その高い剛性に応じた地震時応力が PS梁に生じ，更なる
PS梁部材断面補強が必要となる。 
・PS工事費が高コストである。 
・PS工事が工程上クリティカルになる場合が多い。 
等，設計・施工上の解決すべき点が多い。 
 
これらを解決する構法の一つとして，梁の中央部を鉄骨（以下，S と呼ぶ）造とした端
部 RC中央部 S複合梁（以下，RC・S複合梁と呼ぶ）がある。PS梁と RC・S複合梁の概
念図を図 1.1.1に示す。RC・S複合梁は建物の軽量化が図れるほか，梁中央部では梁せい
の低減や梁貫通の制限緩和が可能になり，より自由度の高い設計が可能となる。また，S造
と比較した場合においても，RC 耐震壁と組み合わすことにより，変形を抑えた計画とで
きる点および免震構造と組み合わせにおいても剛性の高い RC 造との組み合わせが適して
いる点も優位な点として挙げれられる。さらに S 梁に比べ，剛性の高い床を構築できる。 
 
 
   
         PS梁               RC・S複合梁 
図 1.1.1 PS梁と RC・S複合梁の概念 
端部 RC 端部 RC 中央部 S 
柱 柱 
PS 梁 
柱 柱 
RC・S 複合梁 
第 1章 序論 
- 3 - 
RC・S複合梁の設計では，S部と RC部の応力伝達が極めて重要となる。その応力伝達
の方法には，中央部 S を端部 RC に埋込む方法（埋込み型 RC・S 複合梁）と中央部 S を
端部 RCに埋込まない方法（非埋込み型 RC・S複合梁）がある。端部 RCと中央部 Sとの
間の応力伝達は，図 1.1.2 に示すように，埋込み型 RC・S 複合梁と非埋込み型 RC・S 複
合梁とでは大きく異なる。埋込み型 RC・S複合梁は，鉄骨埋込み部のてこ作用による大き
なせん断力を端部 RC で負担する。このため，ひび割れ幅の抑制およびせん断耐力の確保
のため，コンクリート強度の増加あるいはせん断補強筋量の増大など厳しい設計対応が求
められる。さらに，埋込み型 RC・S複合梁は鉄骨の納まりから端部 RCの梁幅が大きくな
る。一方，非埋込み型 RC・S複合梁の場合は，端部 RCにおけるせん断力の負荷は埋込み
型に比べて小さくなり，その梁幅も図 1.1.3 に示すように小さく設計できる。しかし，非
埋込み型 RC・S 複合梁は端部 RC と中央部 S の接合部（以下，RC・S 接合部と呼ぶ）に
おいて全ての応力を伝達するため，確実な接合方法が要求され，その設計が極めて難しい。
そのため，既往の研究は埋込み型 RC・S 複合梁に関する研究が多く，非埋込み型 RC・S
複合梁に関する研究は進んでいないのが現状である。 
 
図 1.1.2 埋込み型 RC・S複合梁と非埋込み型 RC・S複合梁の応力伝達の違い 
図 1.1.3 埋込み型 RC・S複合梁と非埋込み型 RC・S複合梁の部材断面の違い 
(a) 埋込み型 RC・S複合梁 (b) 非埋込み型 RC・S複合梁 
(a) 埋込み型 RC・S複合梁の断面例 (b) 非埋込み型 RC・S複合梁の断面例 
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1.1.2 研究の目的 
 本研究は，非埋込み型 RC・S複合梁の耐震設計法の構築を目的とする。非埋込み型 RC・
S 複合梁の耐震設計法に関する重要な検討課題を以下に示す。本論文で扱う非埋込み型
RC・S複合梁の耐震性能は，地震時に中央部 Sは弾性範囲に留まり，端部 RCの固定端部
に塑性ヒンジが生じるものとする。 
 
非埋込み型 RC・S 複合梁の耐震設計法を構築するためには，RC・S 接合部のディテー
ルに応じて，端部 RC の損傷状態，変形性能および履歴特性を把握し，一体の梁としての
耐震性能を評価する必要がある。耐震設計法では，RC・S接合部の確実な応力伝達を保証
するための設計法および耐力評価方法が重要である。また，骨組の設計にはフレーム解析
に用いる非埋込み型 RC・S 複合梁のモデル化に対するパラメータの設定方法が求められ
る。そこで，本研究では上記の諸課題に対し，下記に示す検討を行い，非埋込み型 RC・S
複合梁の耐震設計法を構築する。 
 
まず，非埋込み型の RC・S 接合部方式に関して，RC・S 複合梁の繰返し載荷による曲
げせん断実験を実施し，その耐震性能を評価する。 
次に，RC・S接合部の応力伝達について検討する。ここでは実験結果とともに，実験結
果に対応した FEM解析結果を用いて考察する。 
RC・S接合部の曲げ伝達について，RC・S接合部方式によらず設計用応力を求めること
ができる設計に有用な曲げ伝達モデルを提示する。さらに，曲げ伝達モデルを用いた RC・
S接合部の曲げ終局モーメントの評価方法を示す。 
RC・S接合部のせん断伝達については，鉄骨シアキーと頭付きスタッドを併用した RC・
S 接合部のせん断伝達機構を提示する。さらに，FEM 解析結果の考察を基にした RC・S
接合部のせん断終局耐力の評価式を示す。 
また，設計においてはフレーム解析を用いた検討が行われるため，非埋込み型 RC・S複
合梁のフレーム解析用線材モデル（マクロモデル）について 2 種類のモデルを提示する。
それぞれのモデルに対して，降伏点剛性低下率の評価をはじめとしたパラメータの設定方
法を示す。 
最後に，上記の研究成果を反映した非埋込み型 RC・S複合梁の各部位の耐震設計法を示
し，提示した耐震設計法が一連の構造設計に適用できることを示す。 
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1.1.3 研究の経緯 
 本研究は，2012 年度から 8 年に渡り研究が継続されている。現時点において，建物 10
棟に本研究で開発された非埋込み型 RC・S複合梁が用いられている。表 1.1.1に研究の経
緯と実績を示す。 
 
表 1.1.1 非埋込み型 RC・S複合梁の研究経緯と実績 
 
年　度 研　究 実　績
2012 非埋込み型RC・S複合梁の研究を開始
文献調査，接合部ディテールの考案
2013 非埋込み型RC・S複合梁の曲げせん断実験を実施 設計検討
接合部ディテールは溶接ナット併用接合方式を採用
2014 構造工学論文集 立川相互病院①（最大スパン12.0m）
| 「非埋込み型の端部RC中央部S梁に関する実験的研究」 東京医療学院大学看護学科棟（最大スパン11.5m）
2015 東海大学19号館②（最大スパン19.2m）
東京情報大学看護学部棟（最大スパン12.0m）
2016 非埋込み型RC・S複合梁の曲げせん断実験を実施 足柄上合同庁舎③（最大スパン13.0m）
接合部ディテールは全ナット接合方式を採用 豊浦病院④（最大スパン12.0m）
2017 RC・S接合部せん断実験を実施 国際医療福祉大学成田病院⑤（最大スパン19.8m）
2018 構造工学論文集 日本文化大學2号館⑥（最大スパン14.0m）
「主筋接合方式が異なる非埋込み型の端部RC中央部S梁に 渋谷駅桜ヶ丘口地区第1種市街地再開発計画⑦（最大スパン18.1m）
　関する実験的研究」
溶接ナット併用接合形式によるRC・S接合部の特許取得
（特許第6310648号）
2019 構造工学論文集 大和高田市新庁舎⑧（最大スパン12.8m）
「非埋込み型端部RC中央部S梁の接合部応力伝達に関する
　研究」
全ナット接合方式によるRC・S接合部の特許出願中
（特願2016-226610）
① ②
③ ④
⑤
⑥ ⑦
⑧
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 RC・S複合梁を用いた構造コストの傾向を把握するために，4階建ての病院（延床面
積 8600m2，ロングスパン梁長さ 15m）を一例として概算躯体コストを比較した。PS梁
を用いた RC造，RC・S複合梁を用いた RC造および S造（鉄骨量 110kg/延床 m2）に
よる躯体コストの比を表 1.1.2に示す。躯体コストを試算するにあたり，コスト指数は概
算時の値を用いた。また，外壁は PS梁を用いた RC造および RC・S複合梁を用いた RC
造は RC外壁として，S造では乾式壁として算定した。RC・S複合梁を用いた RC造とし
た場合，建物の軽量化が図れるため建物全体の部材断面がスリム化され，PS梁を用いた
RC造に比べ約 7%の躯体コストの低減が図れた。また，RC・S複合梁を用いた RC造
は，S造による計画との比較においても約 14%のコスト低減が図れた。図 1.1.4に躯体コ
ストの内訳の比較を示す。RC・S複合梁を用いた RC造における鉄骨工事費は，PS梁を
用いた RC造の PS工事費よりも 4%高いが，躯体の軽量化が図れるため，全体のコンク
リート工事費，型枠工事費および鉄筋工事費を低減することができた。S造は，コンクリ
ート工事費，型枠工事費およびコンクリート工事費の合計が RC・S複合梁を用いた RC
造の 1/2以下となるものの，鉄骨工事費のコストが高く，割高となる結果となった。一
方，工期については PS梁を用いた RC造の場合，コンクリート強度が出現した後に緊張
工事を行う必要があり，これが内装工事の制約となる。RC・S複合梁と用いた RC造は
この工程がないため，約 0.5か月の工期を短縮できる結果となった。 
 
表 1.1.2 各構造の概算躯体コストの比率 
 PS梁を用いた 
RC造 
RC・S複合梁を用いた 
RC造 
S造 
躯体コストの比率 1.00 0.93 1.04 
 
 
 
図 1.1.4 各構造の概算躯体コストの内訳 
0.0 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0
S造
RC・S複合梁を用いたRC造
PS梁を用いたRC造
コンクリート 型枠 鉄筋 PS 鉄骨 デッキ 乾式壁（外壁）
※1 RC・S 複合梁は現場打ちにて施工 ※2 S 造の鉄骨量は 110kg/延床 m2 
※1 
※2 
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1.2 本論文の構成 
 
 本論文は，全 7章で構成されている。以下に各章の概要を示す。 
 
 第 1章では，本研究の背景・目的，本論文の構成，既往の研究について示した。既往の
研究では，本研究に関連した RC・S 複合梁に関する研究を整理した。RC・S 複合梁の研
究は 1980年代から行われており，その多くが埋込み型 RC・S複合梁の研究であり，非埋
込み型 RC・S複合梁の研究はほとんど実施されていない。本研究では，非埋込み型 RC・
S複合梁の耐震性能の評価を目的とした。本研究における非埋込み型 RC・S複合梁は長さ
10m~20m程度のロングスパン梁を対象とした。考案した RC・S接合部を採用した非埋込
み型 RC・S 複合梁は，既に 10 棟の建築物に適用され，RC 構造にロングスパン梁を構築
する構法であることを実証した。また，本論文で用いる用語および記号について定義した。 
 
 第 2章では，まず確実な応力伝達の観点から，非埋込み型 RC・S複合梁の 2種類の RC・
S接合部方式について考案した。次に，考案した RC・S接合部を用いた繰り返し載荷を受
ける非埋込み型 RC・S複合梁を対象とした 1/2スケールの曲げせん断実験を実施し，その
構造性能を把握した。試験体は計 8体であり，そのうち 1体は性能比較用の埋込み型 RC・
S複合梁とした。曲げせん断実験により，考案した RC・S接合部方式を用いた非埋込み型
RC・S複合梁は，大変形時までエネルギー吸収性能の良い紡錘型の履歴特性を有する梁で
あることを示した。さらに，耐震設計上で重要であるせん断力と部材角との関係，主筋の
応力分担，降伏点剛性低下率および等価粘性減衰定数について考察した。 
 
 第 3 章では，RC・S 接合部の曲げ伝達要素を検討するために，非埋込み型 RC・S 複合
梁の曲げせん断実験試験体を対象に FEM解析を実施し，RC・S接合部の曲げ伝達モデル
および曲げ終局モーメントについて考察した。まず，曲げせん断実験結果とよく対応する
FEM解析モデルを構築した。次に，構造設計に用いることができる曲げ伝達モデルを検討
した。曲げ伝達モデルにおいて，特に重要となる境界ばねは，FEM解析結果を用いて評価
した。検討した曲げ伝達モデルにより，RC・S接合部の応力が実験結果と対応し，かつ安
全側に評価できることを示した。さらに曲げ伝達モデルを用いた RC・S接合部の曲げ終局
モーメントの評価方法を示した。 
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第 4章では，RC・S接合部実験のせん断力伝達要素を検討し，せん断終局耐力を評価し
た。まず，鉄骨シアキーと頭付きスタッドを併用した RC・S 接合部実験試験体を対象に
FEM解析を実施した。次に，FEM解析結果に基づき，各せん断伝達要素の負担せん断力
の推移を検討した。さらに RC・S接合部のせん断終局耐力は各せん断伝達要素の和として
評価できることを示し，その累加方法を提示した。 
 
 第 5 章では，非線形フレーム解析に用いる非埋込み型 RC・S 複合梁の部材モデルを示
した。まず，RC・S複合梁の曲げせん断試験体を対象に 2次元 FEM 解析を実施し，実験
結果と比較的よく対応することを示した。次に，解析モデルとして非埋込み型 RC・S複合
梁を端部 RCと中央部 Sの 3部材に分割して接続した 3部材マクロモデルに関して，各パ
ラメータの設定方法を示した。さらに，設計プログラムの適用を容易にするために非埋込
み型 RC・S 複合梁を 1 部材に集約した 1 部材マクロモデルに関して，各パラメータの設
定方法を示した。これらの解析モデルの復元力特性が実験結果に対応することを示し，設
計用の解析モデルとして有用であることを示した。 
 
 第 6章では，RC構造の構造設計に用いる非埋込み型 RC・S複合梁の耐震設計法を提示
した。まず，非埋込み型 RC・S複合梁の設計方針を示した。次に，実験および FEM解析
に基づき，端部 RC および中央部 S および RC・S 接合部の設計要領および構造規定を具
体的に示した。最後に，提示した耐震設計法を用いた非埋込み型 RC・S複合梁の設計例を
参考に示した。 
 
第 7章では，各章で得られた知見をまとめ，今後の課題について記した。 
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1.3 研究対象とする RC・S複合梁の概要 
 
 本研究で対象とする非埋込み型 RC・S複合梁は，RC造梁の一般的なスパン長より大き
い 10m~20m程度のロングスパン梁を対象としている。RC・S複合梁は，地震時には中央
部 Sは弾性範囲に留まり，端部 RCの固定端部に塑性ヒンジが生じるものとする。本研究
で対象とする非埋込み型 RC・S複合梁の施工例を図 1.3.1 に示す。RC・S複合梁では，プ
レキャスト工法や現場打ち工法が採用できる。比較的大きなクレーンが使用可能な工事で
は，図 1.3.1(a)に示すようなプレキャスト化した施工が効率的である。一方，狭小地やク
レーンの揚重能力が低い工事では，図 1.3.1(b)に示すように中央部 S をサポートにて支持
し，その後に端部 RC の配筋作業を行う現場打ち工法による施工が行われる。いずれの施
工法においても現場打ちコンクリートの強度発現後にプレストレス材の緊張作業がある
PS梁に比べ，工期の短縮を図ることができる。 
 非埋込み型 RC・S複合梁の特徴として，RC・S接合部方式が挙げられる。本研究では，
2 種類の RC・S 接合部方式（溶接ナット併用接合方式，全ナット接合方式）を提示する。 
溶接ナット併用接合方式に関しては，端部 RCの 2段筋を中央部 Sの梁フランジと同じ
梁せい方向の高さ位置に配置することにより，境界プレートの応力を低減できるディテー
ルを考案しており，この考案については特許（特許第 6310648）を取得している。また，
全ナット接合方式に関しては，摩擦圧接を用いたナット接合方法により，主筋のナット接
合部を小径化し，スラブとの納まりを改善できるディテールを考案しており，この考案に
ついて特許を出願中（特願 2016-226610）である。 
 
  
  (a) プレキャスト工法による施工      (b) 現場打ち工法による施工 
図 1.3.1 非埋込み型 RC・S複合梁の施工例  
第 1章 序論 
- 10 - 
1.4 既往の研究 
 
1.4.1 RC・S複合梁に関する研究の経緯 
 RC・S複合梁は埋込み型 RC・S複合梁と非埋込み型 RC・S複合梁に大別される。ここ
では，両者における既往の研究について，その概要を以下に述べる。なお，研究文献 93編
1)～93)のうち，埋込み型 RC・S複合梁が 82編に対して非埋込み型 RC・S複合梁は 11編で
あり，埋込み型の研究が多数を占める。非埋込み型 11編のうち，和泉らによる研究文献は
3編である 
 
 RC・S複合梁の研究・開発は，1987年に金田・川端らが「RC積層工法による超高層骨
組みの構造実験」の一連の研究 1)～5)の中で取り組んだ埋込み型 RC・S 複合梁の研究に始
まった。この研究では，端部 RCと中央部 Sの応力伝達について，S造および SRC造の柱
脚の実験的研究と同様に，端部 RC へ埋込んだ中央部 S（以下，埋込み部 S）の埋込み端
の回転拘束および埋込み部 Sのてこ作用による応力伝達に着目した。この研究以後，埋込
み型 RC・S 複合梁については，上記の 2 つの応力伝達に対して様々なディテールおよび
設計方法が検討された。埋込み部 Sの端部拘束に関しては，てこ作用を低減するために研
究初期では鉄筋を埋込み部 Sに溶接し拘束するディテールが多く見られた。しかし近年で
は，埋込み部 Sの両端に集中せん断補強筋を配置する形式とするディテールが多くなった。
また，端部 RCにおいて埋込み部 Sのてこ作用を低減させるディテールとして，埋込み部
S のウェブをカットするディテール 62)～67)や，埋込み部 S のエンドプレートに加え，境界
プレートを設け るディテール 79)～82)なども示された。また，中央部 S が端部 RC より先行
して降伏するタイプの研究 72)も行われた。 
 
一方，非埋込み型 RC・S複合梁については，1995年の渡辺・和泉らの研究に始まった
が，その後の研究報告は数少ない。これは，応力伝達が確実な非埋込み型 RC・S 接合部
は，埋込み型に比べてディテールが難しく，施工性に劣ることが原因の１つと考えられる。
しかし，2013年以降の著者らの研究により，この課題を改善した RC・S接合部が提示さ
れ，非埋込み型 RC・S複合梁を採用した建築物も増えつつある。  
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1.4.2 埋込み型 RC・S複合梁に関する研究 
(1) 金田・川端らによる研究（1987-1993）1)～5) 
 金田・川端らは 1987年に「RC積層工法による超高層骨組みの構造実験」における一連
の研究の中で，埋込み型 RC・S複合梁の実験を行った 1)。この実験の目的は RC造でスパ
ン 15m程度の空間を実現することとしており，RCと Sを直列的に接合した梁の実験的研
究である。図 1.4.1に示すように，埋込み部 Sの端部に鉄筋を溶接し埋込み部 Sの回転を
拘束し，かつ埋込み部 Sのてこ作用に着目し，埋込み部 Sの両端を集中せん断補強筋にて
補強するディテールを採用した。浅山らは，せん断補強筋に高強度せん断補強筋（ウルボ
ン）を用いて，図 1.4.2 に示すように，せん断補強筋量をパラメータとした実験を実施し
た 3)。これらの研究において，降伏ヒンジは端部 RC に生じさせることとし，そのため，
降伏ヒンジ領域（端部 RC せいの 1/2 の区間）には中央部 S を埋込まないディテールとし
た。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1.4.1 埋込み型 RC・S複合梁の実験ディテール 1) 図 1.4.2 荷重－変形関係 3) 
4-U6.4@100 
4-U6.4@150 
4-U6.4@75 
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(2) 羽切・下村らによる研究（1992-1993）6)～9) 
 羽切・下村らは，端部 RCを U字型ブラケットとしてプレキャスト化を図った埋込み型
RC・S複合梁の実験を実施した。ブラケットの形状と試験体図 6)を図 1.4.3に示す。 
 
 
図 1.4.3 埋込み型 RC・S複合梁のディテール 6) 
 
  
図 1.4.4 にせん断力－部材角関係を示す。正方向載荷では，鉄骨フランジ端部からブラケ
ットを割裂くせん断付着破壊が生じ，耐力低下が生じた。一方，負方向載荷では，上端筋
に配置した補助スターラップがせん断力を負担したため，せん断耐力が向上し上端主筋の
曲げ降伏となった 7)。埋込み部 S に端部プレート，フランジに鉄筋溶接等を配置すること
で，耐力低下を低減できることを示した。 
 
 
図 1.4.4 せん断力－部材角関係 7) 
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(3) 松田・増田らによる研究(1993-1995)24)～26) 
 松田らは，羽切・下村らの研究と同時期の 1993年に埋込み型 RC・S複合梁の実験を実
施した。RC・S接合部の補強方法 24)，埋込み部鉄骨のシアコッター，インサイドプレート
等が及ぼす影響に関して考察 26)をした。図 1.4.5にタイプ別のひび割れ状況 4)を，図 1.4.6
に埋込み部 Sのシアコッター等の配置 26)，図 1.4.7に実験から得られた荷重－変形関係 26)
を示す。 
 
 
図 1.4.5 ひび割れ状況 24)    図 1.4.6 埋込み部 Sのシアコッター等 26) 
 
   
図 1.4.7 荷重―変形関係 26) 
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(4) 春風・西村らによる研究(1997-2008)27)～53) 
 春風・西村らは，埋込み部 Sへの埋込み長の影響と埋込みが短い場合の補強方法につい
て実験を実施した。せん断補強筋等による端部 RC の補強を特別に行わない場合は，図
1.4.8 に示す曲げせん断実験により鉄骨梁せいの 3 倍以上の埋込み長さが必要であること
を示した 27)。最終破壊状況を図 1.4.9に示す。また，図 1.4.10に示す試験体について，実
験から得られた荷重－変形関係 38)を図 1.4.11 に示す。鉄骨梁せいの 2 倍の埋込み長さが
あれば接合部せん断補強筋や埋込み部 S端部プレート等により，端部 RCの曲げ降伏から
求まるせん断力に対して，端部 RCのせん断耐力の確保が可能であると実験的に示した 38)。 
 
 
図 1.4.8 曲げせん断実験概要 27)       図 1.4.9 最終破壊状況 27) 
 
  
図 1.4.10 試験体図 38)          図 1.4.11 荷重－変形関係 38) 
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(5) 鈴木・西原らによる研究(2001-2009)54)～59) 
 鈴木・西原らは，適切なせん断補強筋を配置することにより埋込み部 Sのフランジへ主
筋を溶接しなくとも変形性能を発揮させられることを示した 56)。試験体の概要を図 1.4.12
および表 1.4.1に，荷重－変形関係を図 1.4.13に示す。 
 
 
図 1.4.12 試験体概要 56) 
表 1.4.1 試験体一覧 56) 
 
 
 
図 1.4.13 荷重－変形関係 56) 
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(6) 山本・森らによる研究(2008)60)～61) 
 鈴木・西原らの研究と同じ実験的研究である。鈴木・西原らの研究は端部 RC の固定端
までは中央部 Sを埋込まないディテールとしていたが，山本らの研究では端部 RCの固定
端まで中央部 Sを埋込んだ試験体による実験を実施し，その違いを検討した。代表的な試
験体について試験体概要を表 1.4.2および図 1.4.14に示す。図 1.4.15に示すように，中央
部 Sを端部 RCの固定端まで埋込んだ場合はエネルギー吸収が劣る場合があることを示し
た。 
表 1.4.2 試験体一覧 60) 
 
 
 
図 1.4.14 試験体概要 60) 
 
 
図 1.4.15 端部 RC固定端部の中央部 Sの有無の比較 61) 
（No.5：端部 RC 固定端部に中央部 S 埋込みなし，No.11：端部 RC固定端部まで中央部 S 埋込み） 
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(7) 金本・山野辺らによる研究（2008-2011）10)～23) 
金本・山野辺らは，図 1.4.16および表 1.4.3に示すような埋込み部 Sのディテールを変
えた種々の埋込み型 RC・S複合梁の実験を実施し，その構造性能を検討した 10)～23)。荷重
－変形関係を図 1.4.17に示す。金本・山野辺らは，端部 RCの固定端まで鉄骨が埋込まれ
るタイプを主に研究し，端部 RC 先行降伏タイプのほか，中央部 S先行降伏タイプについ
ても検討した。RC部のせん断耐力式には鈴木・西原らの研究 57）と同様にトラス・アーチ
機構を仮定した評価式を用い，埋込み部 Sの支圧耐力評価について検討した。 
 
図 1.4.16 埋込み型 RC・S複合梁ディテールと試験体計画 22) 
表 1.4.3 試験体一覧 22) 
 
 
 
図 1.4.17 荷重－変形関係 22) 
第 1章 序論 
- 18 - 
(8) 内田・高木らによる研究（2009-2013）62)～67) 
内田・高木らは，既往の埋込み型 RC・S複合梁にて埋込み部のてこ作用によって大き
なせん断力が生じているため，図 1.4.18に示すような埋込み部 Sのウェブをカットし，
てこ作用を軽減させるディテールを示した 62)。このウェブをカットした埋込み部 Sに定
着鉄筋を接続した場合および埋込み長さを短くした場合の実験を実施した。ウェブをカッ
トした場合，てこ作用によるせん断力が軽減することが確認された。図 1.4.19に荷重－
変形関係を示す。ウェブをカットした場合，埋込み Sの埋込み長を短くしても，定着鉄
筋を接続した場合は，埋込み長を長くして定着鉄筋を接続した場合との挙動の差異が少な
くなることを示した。 
 
 
図 1.4.18 試験体 64) 
 
図 1.4.19 荷重－変形関係 64) 
M-3 
M-4 
M-3 
M-6 
M-3 
M-5 
M-4 
M-6 
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(9) 増田・杉本らによる研究（2010）68)～69) 
 増田・杉本らは，超高層建物において住宅と事務所の複合用途を計画する場合，RCと S
のハイブリッド構造が合理的であるとし，超高層免震建物に適用すべく埋込み型 RC・S複
合梁の研究を実施した。中央部 Sの先行降伏タイプを対象とした。試験体の概要を図 1.4.20
および表 1.4.4に，荷重－変形関係を図 1.4.21に示す。図中 No.3試験体では，変形角 1/100
で 25 回の繰り返し載荷を行った。大変形時の耐力の低下は，端部 RC の中央部 S 側小口
面のコンクリートの剥落に起因するものであった 
    
図 1.4.20 試験体 68) 
 
 
図 1.4.21 荷重－変形関係 69) 
表 1.4.4 試験体一覧 68) 
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(10) シングラヴィ・佐々木らによる研究（2011-2015）70)～78) 
 シングラヴィ・佐々木らは，図 1.4.22および表 1.4.5に示す埋込み部 Sが柱面まで埋込
まれた埋込み型 RC・S 複合梁の十字型試験体による研究を実施した 70)。実験から得られ
た荷重－変形関係を図 1.4.23に示す。他の研究に対し，十字型の試験体としている点に特
徴があるが，特に柱に及ぼす影響は言及していない。また，S 梁先行降伏タイプについて
も研究を実施した。図 1.4.24 に示すように大変形時には RC・S 接合部の端部 RC 小口部
に大きな損傷が生じるため，中央部 Sの塑性変形を十分に発揮させるための端部 RC小口
部の補強方法に課題がある 72)とした。 
  
図 1.4.22 試験体 70)           
 
図 1.4.23 荷重－変形関係 70) 
 
 
図 1.4.24 大変形時の端部 RC小口部の損傷 72) 
表 1.4.5 試験体一覧 70) 
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(11) 佐藤・小澤らによる研究（2011-2014）79)～82) 
佐藤・小澤らは，図 1.4.25および表 1.4.6に示す埋込み型 RC・S複合梁の RC・S接合
部に境界プレートを設け，主筋をナット接合するディテールについて研究した 79)。実験か
ら得られた荷重－変形関係を図 1.4.26 に示す。このディテールを採用した B-1 および B-
2試験体は，大変形に至るまで安定した履歴を示した。 
 
 
図 1.4.25 試験体概要 79） 
 
表 1.4.6 試験体一覧 79） 
 
 
 
図 1.4.26 荷重－変形関係 79） 
ナット接合  
境界プレートなし  
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1.4.3 非埋込み型 RC・S複合梁に関する研究 
(1)  渡辺・和泉らによる研究（1995）83)～85) 
 渡辺・和泉らは，図 1.4.27 に示すような中央部 S のフランジを端部の端部 RC に埋込
み，端部 RCの主筋を溶接接合する非埋込み型 RC・S複合梁の研究を実施した。S部フラ
ンジと主筋の溶接はフレア溶接とし，端部 RCへの曲げ伝達を図った。図 1.4.28に荷重－
変形関係を示す。図中 A-4試験体に代表される中央部 Sを埋込まない試験体は，大変形時
においても耐力劣化がなく良好な履歴特性が得られた。 
 
 
  
図 1.4.27 試験体 84) 
 
 
  
図 1.4.28 荷重－変形関係 84) 
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(2)  都祭・細井による研究（2008-2011）86)～89) 
都祭・細井らは，図 1.4.29に示すような RC・S接合部に鋼板の境界プレートを配置し，
境界プレートに中央部 S と端部 RC の全主筋を溶接接合する非埋込み型 RC・S 複合梁の
研究を実施した。中央部 S が端部 RC に全く埋込まれていない点は本研究と同様である。
RC・S接合部のせん断力の伝達については，頭付きスタッドにて対処した。境界プレート
と主筋の溶接は図 1.4.30に示すように主筋に開先を設け，CO2ガスシールドアーク溶接に
よる完全溶込み溶接とした。図 1.4.31 および表 1.4.7 に示す非埋込み型 RC・S 複合梁の
各試験体を示す。図 1.4.32に荷重－変形関係を示す。各試験体とも良好な履歴性状を示し
た。 
 
   
図 1.4.29 非埋込み型 RC・S複合梁概要 89)     図 1.4.30 主筋溶接 89) 
 
 
図 1.4.31 試験体 89) 
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表 1.4.7 試験体一覧 89) 
 
 
 
 
図 1.4.32 荷重－変形関係 89) 
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(3)  森・高木らによる研究（2008-2011）90)～93) 
森・高木らは，図 1.4.33に示すような端部 RCを中央部 Sと RC柱間に配置した PC鋼
材にて圧着するディテール（PC圧着関節工法）による非埋込み型 RC・S複合梁について
実験を実施した。試験体一覧を表 1.4.8，荷重－変形関係を図 1.4.34 に示す。PC 圧着関節
工法により，埋込み型 RC・S複合梁と同等の初期剛性が得られることを確認した。PC鋼
材の定着部となる中央部 Sの端部プレートが接合部耐力に大きく影響した。 
 
 
図 1.4.33 PC圧着関節工法による非埋込み型 RC・S複合梁 92) 
 
図 1.4.8 試験体一覧 92) 
 
 
 
図 1.4.34 荷重－変形関係 92) 
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1.5 用語・記号 
 本論文中で扱う用語について以下に示す。 
 RC・S複合梁       端部が RC造，中央部が S造の梁 
 端部 RC          RC・S複合梁の RC部 
 端部 RCの固定端      端部 RCの柱側フェイス位置 
 端部 RCの接合部端     端部 RCの RC・S接合部側のフェイス位置 
 中央部 S          RC・S複合梁の S部 
 埋込み型 RC・S複合梁   RC・S複合梁の中央部 Sを端部 RCに埋込む形式 
 非埋込み型 RC・S複合梁  RC・S複合梁の中央部 Sを端部 RCに埋込まない形式 
RC・S接合部       RC・S複合梁の端部 RCと中央部 Sの接合部 
境界プレート       非埋込み型 RC・S複合梁の中央部 Sの材端に配置される 
            鋼板 
補剛リブ         境界プレートの剛性を確保するためのリブ板 
鉄骨シアキー       境界プレートに配置されるせん断伝達用の鋼板 
鉄骨シアキー1   RC・S接合部に 2か所配置される鉄骨シアキーのうち， 
載荷側に近い位置の鉄骨シアキー 
鉄骨シアキー2   RC・S接合部に 2か所配置される鉄骨シアキーのうち， 
載荷側から遠い位置の鉄骨シアキー 
ナット接合        ナットを用いた主筋の境界プレートへの接合方法 
溶接接合         溶接を用いた主筋の境界プレートへの接合方法 
溶接ナット併用接合方式  境界プレートに端部 RCの 1段筋をナット接合，2段筋を 
            溶接接合した RC・S接合部の呼称 
全ナット接合方式     境界プレートに端部 RCの 1段筋，2段筋ともナット接合 
            した RC・S接合部の呼称 
ミリねじ         ISOメートルねじの呼称 
接合部せん断補強筋   端部 RCにおける RC・S接合部端近傍に配置する集中配 
    筋されたせん断補強筋 
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本論文中で扱う記号ついて以下に示す。 
Ac    端部 RCの接合部端の圧縮領域面積 
Ab1   鉄骨シアキー1の前面面積 
Ab2   鉄骨シアキー2の前面面積 
Ar    端部 RCの主筋の断面積 
Ast   頭付きスタッドの断面積 
sk2Aw  鉄骨シアキー2のウェブせん断断面積 
sk2Af   鉄骨シアキー2のフランジせん断断面積 
wA   中央部 Sウェブのせん断断面積 
a    シアスパン長さ 
a’    非埋込み型 RC・S複合梁を RC梁として評価する場合の等価シアスパン長 
    さ 
at    端部 RCの引張側主筋の断面積 
wa   接合部せん断補強筋の総断面積 
b    端部 RCの梁幅 
D    端部 RCの梁せい 
d    端部 RCの有効せい 
db    鉄筋径 
dpl   端部 RCの引張側の１段筋からの梁せい方向の距離 
Ec    端部 RCのコンクリートのヤング係数 
Es    中央部 Sのヤング係数 
Er    端部 RCの主筋のヤング係数 
Fc    コンクリートの設計基準強度 
fs    コンクリートの短期許容せん断応力度 
ft    主筋の降伏強度 
frfa   中央部 Sのフランジの短期許容引張応力度 
sk2ft    鉄骨シアキー2のフランジの短期許容引張応力度 
wf    中央部 Sウェブの短期許容引張応力度 
wfs   せん断補強筋の短期許容せん断応力度 
Gc   コンクリートの圧縮破壊エネルギー 
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Gf    コンクリートの引張破壊エネルギー 
h    中央部 Sのフランジ中心間の距離 
heq   等価粘性減衰定数 
hsk2   鉄骨シアキー2の高さ 
I0    スラブを考慮しない端部 RCの断面 2次モーメント 
IT    スラブを考慮した端部 RCの断面 2次モーメント 
j    端部 RCの応力中心距離 
K1   非埋込み型 RC・S複合梁の弾性剛性 
K1 rc   端部 RCの弾性剛性 
Kc   RC・S接合部の軸方向の圧縮側の軸剛性 
Kt    RC・S接合部の軸方向の引張側の軸剛性 
Ky   非埋込み型 RC・S複合梁の降伏点剛性 
Kyrc   端部 RCの降伏点剛性 
RCK1   端部 RCと同断面で非埋込み型 RC・S複合梁と同じ長さの RC梁の弾性剛性 
RCSK1  非埋込み型 RC・S複合梁の 1部材マクロモデルの弾性剛性 
L0    非埋込み型 RC・S複合梁の内法スパン 
Lxn   コンクリートの圧縮域長さ 
DL   端部 RCの圧縮側の縁からの梁せい方向の距離 
eLc   コンクリートの等価変形深さ 
eLr   主筋の等価変形長さ 
rL    端部 RCの固定端からの距離 
MLd   長期設計用曲げモーメント 
Mask2  鉄骨シアキー2の短期許容曲げモーメント 
Msk21  鉄骨シアキー2に 1次設計時に生じる曲げモーメント 
Msk22  鉄骨シアキー2に 2次設計時に生じる曲げモーメント 
Myd   2次設計用の地震時曲げモーメント 
jMd   RC・S接合部の 1次設計用の設計用曲げモーメント 
jMd2   RC・S接合部の２次設計用の設計用曲げモーメント 
jMy   RC・S接合部の曲げ終局モーメント 
rcMa   端部 RCの短期許容曲げモーメント 
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rcMc   端部 RCの曲げひび割れモーメント 
rcMd   端部 RCの 1次設計用の設計用曲げモーメント 
rcMy   端部 RCの曲げ終局モーメント 
sMa   中央部 Sの短期許容曲げモーメント 
sMd   中央部 Sの 1次設計用の設計用曲げモーメント 
sMd2   中央部 Sの 2次設計用の設計用曲げモーメント 
sMy   中央部 Sの弾性限となる曲げモーメント 
rN   端部 RCの主筋に生じる軸力 
n    ヤング係数比 
nst   頭付きスタッドの本数 
frP   中央部 Sのフランジの軸方向力 
frPy   RC・S接合部が曲げ終局モーメントに達した時点において，中央部 Sのフラ 
ンジに生じる軸方向力 
pt    引張鉄筋比 
pw   せん断補強筋比 
Qa   端部 RCの短期許容せん断力 
Qb   曲げせん断実験における RC・S複合梁に生じるせん断力 
QLd   長期設計用せん断力 
QLma   端部 RC固定端が長期許容曲げモーメントに到達した時点のせん断力 
Qma   端部 RC固定端が短期許容曲げモーメントに到達した時点のせん断力 
Qmy   端部 RC固定端が曲げ終局モーメントに到達した時点のせん断力 
Qs    RC・S接合部に生じるせん断力 
Qyd   2次設計用の地震時せん断力 
cQu   複合型の RC・S接合部のせん断終局耐力 
jQa   RC・S接合部の短期許容せん断力 
jQu   RC・S接合部のせん断終局耐力 
jQrc   接合部せん断補強筋の短期許容せん断力 
jQd   RC・S接合部の 1次設計用の設計用せん断力 
jQd2   RC・S接合部の 2次設計用の設計用せん断力 
rcQd   端部 RCの 1次設計用の設計用せん断力 
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rcQd2  端部 RCの 2次設計用の設計用せん断力 
rcQu   端部 RCのせん断終局耐力 
sQa   中央部 Sの短期許容せん断力 
sQd   中央部 Sの 1次設計用の設計用せん断力 
sQd2   中央部 Sの 2次設計用の設計用せん断力 
sQy   中央部 Sの弾性限となるせん断力 
skQu   シアキー型の RC・S接合部のせん断終局耐力 
qsk1   鉄骨シアキー1のせん断耐力 
qsk2   鉄骨シアキー2のせん断耐力 
stqu   頭付きスタッドのせん断終局耐力 
Rb   曲げせん断実験における RC・S複合梁に生じる部材角 
Rby   端部 RCが曲げ終局モーメントに達した時点の部材角 
RPL   境界プレートの回転角 
Wpl   曲げ伝達モデルにおける境界プレート幅 
frZ   フランジのみを考慮した中央部 Sの断面係数 
α    RC・S接合部のせん断終局耐力を求めるための係数（鉄骨シアキー1に適用） 
    Qa算定時においてはコンクリートのせん断応力度にかかる係数 
αy   RC梁の降伏点剛性低下率 
RCαy   端部 RCの降伏点剛性低下率 
RCSαy  非埋込み型 RC・S複合梁を 1部材として評価する場合の降伏点剛性低下率 
RCSαy’  非埋込み型 RC・S複合梁を 1部材として評価する場合の降伏点剛性低下率 
    （スラブが取り付く負曲げ方向載荷の場合） 
β    RC・S接合部のせん断終局耐力を求めるための係数（鉄骨シアキー2に適用） 
δb    曲げせん断実験における加力点位置に生じる変形 
δac   RC・S接合部の圧縮側に生じる全体の回転変形による変位 
δat   RC・S接合部の引張側に生じる全体の回転変形による変位 
δbc   RC・S接合部の圧縮側に生じる曲げ変形相当変位 
δbt   RC・S接合部の引張側に生じる曲げ変形相当変位 
δv    軸方向の絶対変位 
δvc   RC・S接合部の圧縮側に生じる境界プレートの回転変形相当変位 
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δvt   RC・S接合部の引張側に生じる境界プレートの回転変形相当変位 
δrc   曲げせん断実験における端部 RCの接合部端に生じる変位 
δs    RC・S接合部に生じる載荷方向の変位 
∆δv   境界プレートと端部 RCとのあき 
γ    コンクリートの比重 
γsk2   鉄骨シアキー2に生じる曲げ応力によるせん断耐力低減係数 
RCSγ   RC梁の曲げ剛性低減率 
µy    降伏ひずみ 
plµ   境界プレートのひずみ 
rµ    主筋のひずみ 
Sµ    中央部 Sのひずみ 
srµ   補剛リブのひずみ 
strµ   せん断補強筋のひずみ 
σB   コンクリートの圧縮強度 
σcr   コンクリートの曲げひび割れ応力度 
σpl   境界プレートに生じる応力度 
σrb   補剛リブに生じる応力度 
σy    端部 RCの主筋の材料強度 
sσy   鉄骨シアキーの降伏強度 
stσy   頭付きスタッドの降伏強度 
ωσy   せん断補強筋の材料強度 
ω     中央部 Sフランジに生じる単位幅あたりの軸方向力 
ωsk21   鉄骨シアキー2の前面に 1次設計時に生じる面分布荷重 
ωsk22   鉄骨シアキー2の前面に 2次設計時に生じる面分布荷重 
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第 2章 非埋込み型 RC・S複合梁の曲げせん断実験 
 
2.1  はじめに 
 
2.2  試験体概要 
2.2.1  溶接ナット併用接合方式による試験体 
  2.2.2  全ナット接合方式による試験体 
  2.2.3  スラブ付き全ナット接合方式による試験体 
  2.2.4  埋込み型試験体 
 
2.3  加力計画 
 
2.4  実験結果 
2.4.1 せん断力と部材角との関係            
2.4.2 ひび割れ性状と終局状況                       
2.4.3 主筋のひずみ                        
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第 2章 非埋込み型 RC・S複合梁の曲げせん断実験 
 
2.1 はじめに 
 非埋込み型 RC・S複合梁において，確実に応力伝達が行える RC・S接合部の仕様は極
めて重要な課題である。非埋込み型 RC・S複合梁は，埋込み型 RC・S複合梁に見られる
てこ作用がないため，端部 RC の損傷を抑え，曲げ破壊をせん断破壊より先行させやすい
長所がある。しかしながら，RC・S 接合部について，1995 年に文献 1)~3)，2008 年に文
献 4)により報告されているのみである。また，非埋込み型 RC・S 複合梁を設計に採用し
た例については，文献 5)による 1 件が報告されている 5)のみである。これは非埋込み型
RC・S 複合梁において，応力伝達が確実な RC・S 接合部の仕様が難しいためと考えられ
る。さらに，主筋溶接の信頼性や施工性の確保が難しい点が挙げられる。 
本論文では，これらの問題を解決できる図 2.1.1に示す 2種類の RC・S接合部（溶接ナ
ット併用接合方式，全ナット接合方式）を提示する。 
 溶接ナット併用接合方式は，端部 RC の主筋の 1 段筋を境界プレートにナット接合，2
段筋を境界プレートに溶接接合した仕様である。2 段筋を中央部 S の梁フランジと同じ梁
せい方向の高さ位置に配置することにより，2 段筋への応力負担を増し，1 段筋主筋の負
担および境界プレートの応力を軽減させることが期待できる。また，2 段筋の溶接方法に
は鉄筋溶接にて汎用的に用いられるエンクローズ溶接を用いている。文献 4)においては，
端部 RC の主筋を 1 段筋，2 段筋とも境界プレートに溶接接合しているが，その溶接方法
は主筋に 45 度開先を設け，CO2 ガスシールド溶接を行うものである。溶接ナット併用接
合方式によるエンクローズ溶接は開先を設ける必要がなく，施工性に優れている。 
 全ナット接合方式は，主筋の境界プレートへの接合に溶接を用いず，すべての主筋をナ
ット接合で行う仕様である。境界プレートへの主筋溶接は，接合精度の確保がやや難しく，
また溶接接合部の試験および検査工程が多いため，これらが工程上の制約となることがあ
る。全ナット接合方式はこれらの課題を解決できる接合方式である。また，全ナット接合
方式では境界プレートの板厚を低減できるように，境界プレートに補剛リブを設けている。
これは，10m～20m 程度のスパンの非埋込み型 RC・S 複合梁では，補剛リブを設けない
境界プレートは 65 ㎜～85 ㎜程度の極厚鋼板が必要となるためである。65 ㎜～85 ㎜程度
の極厚の鋼板は市中に流通されていることは稀であり，ロール発注が必要となるため，工
程上の制約となる。 
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非埋込み型 RC・S 複合梁は，中央部 S が端部 RC に埋込まれていないため，RC・S 接
合部のずれ変形の防止を求められる。そのため，本論文で提示する RC・S接合部には，せ
ん断力による端部 RCと中央部 Sのずれ変形が極力生じないようにするため，鉄骨シアキ
ーを配置することを基本とし，これに加え頭付きスタッドを配置している。 
 耐震設計法を構築するには，非埋込み型 RC・S 複合梁の地震時挙動の評価が必要であ
る。そのため，2種類の RC・S接合部を適用した計 7体の 1/2スケールの非埋込み型 RC・
S 複合梁試験体の曲げせん断実験を実施した。また，埋込み形式の違いによる端部 RC の
損傷状況を検討するため，1体の埋込み型 RC・S複合梁試験体の曲げせん断実験を併せて
実施した。端部 RCには，塑性ヒンジ領域（約 1.0D，D は端部 RC梁せい）と中央部 Sか
ら端部 RCへのせん断伝達領域（約 0.5 D）を設けた。ここでは，端部 RCの長さを約 1.7 
Dとすることとした。 
本章では，これらの曲げせん断実験により，非埋込み型 RC・S複合梁の復元力特性およ
び各部の性状を検討する。せん断力と部材角との関係，主筋の応力分担，降伏点剛性低下
率および等価粘性減衰定数について考察を行う。 
 
 
図 2.1.1 RC・S接合部方式 
  
(b) 全ナット接合方式 (a) 溶接ナット併用接合方式 
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2.2 試験体概要 
 
2.2.1 溶接ナット併用接合方式による試験体 
(1) 試験体概要 
 試験体の一覧および概要を表 2.2.1 に，試験体図（NRCS1 試験体~NRCS4 試験体）を
図 2.2.1～図 2.2.4に示す。試験体は 1/2縮尺の 4体とし，中央部 S断面は端部を拡幅した
BH-335×175×9×19（SN490B，BH は組立溶接 H 形鋼を示す），端部 RC の断面は幅(b)×
せい(D)=295×510mm，長さは 870mm（≒1.7D）であり，各試験体共通とした。境界プレ
ートは端部 RC の断面と同じ断面サイズとした。すべての試験体で中央部 S は端部 RC へ
は埋込まず，境界プレートにフランジを完全溶込み溶接，ウェブを隅肉溶接して境界プレ
ートとの一体化を図った。フランジは，境界プレート部へ向け拡幅を行った。境界プレー
トの端部 RC 側には鉄骨フランジと同じ高さ位置に端部 RC の主筋 2 段筋をエンクローズ
溶接し，せん断伝達要素として鋼板（BT-60×60×6×6：SS400,2か所，BTは組立溶接 T形
鋼を示す）による鉄骨シアキー（2 箇所）および頭付きスタッド（φ13，L=80mm，4 本）
を配置した。 
 実験パラメータは，境界プレートの厚さ，端部 RC の主筋量，せん断補強筋量およびコ
ンクリートの圧縮強度とした。境界プレートは SN490B 材を使用し，NRCS1 試験体から
NRCS4 試験体の順に 28mm，32mm，36mm，40mm と増厚した。端部 RC の主筋は
D19(SD390)のねじ節鉄筋を使用し，NRCS1試験体，NRCS2試験体は 1段筋 4本と 2段
筋 2 本，NRCS3 試験体，NRCS4 試験体は 1 段筋 2 段筋ともに 4 本ずつとし，複筋比は
1.0 とした。1 段筋は境界プレートを貫通させて定着ナットにて中央部 S とナット接合し
た。この際，位置決めのためのロックナットを境界プレートの端部 RC側に配置した。2段
筋はエンクローズ溶接により境界プレートに接合した。また，主筋に機械式継手を設けた
場合の影響を確認するため，端部 RC の主筋の片側には機械式継手を設けた。せん断補強
筋は D6(SD295A)を使用し，NRCS1 試験体から NRCS4 試験体にかけて補強筋量を上げ
た。RC・S接合部近傍のせん断補強筋は，せん断力をせん断補強筋のみで負担できる量に
相当するせん断補強筋（溶接閉鎖型）とした。端部 RC は NRCS1 試験体と NRCS2 試験
体が Fc=24N/mm2，NRCS3試験体と NRCS4試験体が Fc =36N/mm2のコンクリートを使
用した。実験に使用したコンクリートの材料試験結果を表 2.2.2 に，鉄筋および鋼材の材
料試験結果を表 2.2.3に示す。 
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表 2.2.1 試験体概要（溶接ナット併用接合方式） 
 NRCS1 NRCS2 NRCS3 NRCS4 
Fc(N/mm2) 24 36 
幅(b)×せい(D) (mm) 295×510 
端部 RC長さ(mm) 870 
主筋 
1段筋 4-D19 
2段筋 2-D19 
（SD390, 複筋比 1.0） 
1段筋 4-D19 
2段筋 4-D19 
（SD390, 複筋比 1.0） 
せん断補強筋 
SD295A 
2-D6@100※ 
pw=0.22% 
2-D6@50 
pw=0.43% 
3-D6@50 
pw=0.65% 
4-D6@50 
pw=0.87% 
接合部せん断補強筋 SD295A 4-D6×3 4-D6×4 
中央部 S BH-335×175×9×19(SN490B) 
境界プレート側端部拡幅 
境界プレート材質 SN490B 
境界プレート寸法 295×510 
境界プレート厚 PL-28 PL-32 PL-36 PL-40 
頭付きスタッド 4-φ13(L=80mm) 
鉄骨シアキー BT-60×60×6×6（SS400,2箇所） 
   ※境界プレートより 0.7Dの範囲は 2-@50とした。 
 
表 2.2.2 コンクリートの材料試験結果（溶接ナット併用接合方式） 
 材齢 
(日) 
ﾔﾝｸﾞ係数 
(N/mm2) 
圧縮強度※ 
(N/mm2) 
割裂強度 
(N/mm2) 
NRCS1 27 27600 29.6 2.71 
NRCS2 31 27800 30.0 2.78 
NRCS3 36 31000 40.0 2.72 
NRCS4 41 32200 42.5 2.88 
※コンクリート圧縮試験はそれぞれの実験前日に実施 
 
表 2.2.3 鉄筋および鋼材の材料試験結果（溶接ナット併用接合方式） 
 ﾔﾝｸﾞ係数 
(N/mm2) 
降伏強度 
(N/mm2) 
引張強度 
(N/mm2) 
D19(SD390) 194000 467 647 
D6(SD295A) 188900 355※ 494 
PL40(SN490B) 208100 339 515 
PL36(SN490B) 208200 331 506 
PL32(SN490B) 204900 340 521 
PL28(SN490B) 204100 338 521 
PL19(SN490B) 206600 370 521 
PL9(SN490B) 205700 385 546 
PL6(SS400) 204300 343 473 
※0.2%オフセット法による。 
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図 2.2.1 試験体図(NRCS1) 
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図 2.2.2 試験体図(NRCS2) 
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図 2.2.3 試験体図(NRCS3) 
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図 2.2.4 試験体図(NRCS4) 
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2.2.2 全ナット接合方式による試験体 
(1) 試験体概要 
 試験体の一覧および概要を表 2.2.4に，試験体図（NRCS5試験体，NRCS6試験体）を
図 2.2.5～図 2.2.6に示す。試験体は 2体であり，溶接ナット併用接合方式の試験体と同様
に，1/2縮尺とした。中央部 S断面は端部を拡幅した BH-335×175×9×19(SN490B)，端部
RCの断面は b×D=295×510mm，870mm（≒1.7D）であり，各試験体共通とした。境界プ
レート寸法は，施工時のスラブ筋との納まりおよび鉄骨耐火被覆の納まりを考慮し，梁せ
い方向に溶接ナット併用接合方式による試験体より 60mm 縮減した寸法とした。NRCS5
試験体が NRCS2試験体に,NRCS6試験体が NRCS4試験体（NRCS2試験体および NRCS4
試験体は溶接ナット併用接合方式）に対応した試験体である。全ナット接合方式の試験体
において，コンクリート強度，主筋材質，主筋量，せん断補強筋材質およびせん断補強筋
量は溶接ナット併用接合方式の試験体と同じであるが，主筋の接合方式の違いにより，有
効せいが異なる。NRCS5試験体の主筋については，境界プレートの変形を抑えるために 8
本配筋しているが，この内の 2 本については端部 RC の曲げ降伏に影響しないよう，加力
スタブには定着させず，NRCS2試験体の曲げ降伏に対応させた。RC・S接合部近傍には，
接合部せん断補強筋を配筋し，せん断補強筋には，高強度せん断補強筋を使用した。RC・
S 接合部におけるせん断伝達要素として頭付きスタッドおよび鉄骨シアキーを配置した。
頭付きスタッドの材質および本数，鉄骨シアキーの板厚は溶接ナット併用接合方式と同様
とした。ただし，配置位置は主筋接合方式の違いおよび補剛リブの有無により若干異なる。
全ナット接合方式の試験体に使用したコンクリートの材料試験結果を表 2.2.5 に，鉄筋お
よび鋼材の材料試験結果を表 2.2.6 に示す。 
 全ナット接合方式の主筋は竹節鉄筋を使用し，RC・S接合部におけるナット接合は，主
筋にメートルねじを摩擦圧着接合し JISナットにて接合するタイプと，主筋に切削加工を
施しねじにし JISナットにて接合するタイプの 2種類とした。ナットは，ボルト部強度を
保証する強度区分とし，境界プレートの端部 RC 側には同様のナットを配置した。境界プ
レートに設ける主筋孔径はねじの呼び径+1㎜とした。 
 全ナット接合方式の RC・S接合部には，境界プレートの端部 RC側に梁せい方向に補剛
リブを配置し，境界プレート厚さを溶接ナット併用接合方式による試験体の約 70%とした。 
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表 2.2.4 試験体概要（全ナット接合方式） 
 NRCS5 NRCS6 
Fc(N/mm2) 24 36 
幅(b)×せい(D) (mm) 295×510 
端部 RC長さ(mm) 870 
主筋 
1段筋 4-D19 
2段筋 2-D19 
（SD390, 複筋比 1.0） 
1段筋 4-D19 
2段筋 4-D19 
（SD390, 複筋比 1.0） 
せん断補強筋 
SD295A 
2-D6@50 
pw=0.43% 
4-D6@50 
pw=0.87% 
接合部せん断補強筋 685N/mm
2級高強度せん断補強筋(UHY685) 
2-U6×3 2-U6×4 
中央部 S BH-335×175×9×19(SN490B) 
境界プレート側端部拡幅 
境界プレート，補剛リブ材
質 
SN490B 
境界プレート寸法 295×450 
境界プレート厚 PL-22 PL-28 
補剛リブ寸法 PL-12×90 PL-16×90 
頭付きスタッド 4-φ13(L=80mm) 
鉄骨シアキー PL-6(SS400) 
ナット接合
ボルト 
上端筋 M24摩擦圧接(S45C) M24摩擦圧接(S45C) 
下端筋 M16ねじ切り M20ねじ切り 
ナット強度区分 10 
ナット種類 JISナット JIS小型ナット 
 ※試験体図中の端部 RCの左側にある主筋を上端筋，右側にある主筋を下端筋とする。 
 
表 2.2.5 コンクリートの材料試験結果（全ナット接合方式） 
 材齢 
(日) 
ﾔﾝｸﾞ係数 
(N/mm2) 
圧縮強度※ 
(N/mm2) 
割裂強度 
(N/mm2) 
NRCS5 48 29680 29.6 2.29 
NRCS6 58 29035 39.8 2.35 
※コンクリート圧縮試験はそれぞれの実験前日に実施 
 
表 2.2.6 鉄筋および鋼材の材料試験結果（全ナット接合方式） 
 ﾔﾝｸﾞ係数 
(N/mm2) 
降伏強度 
(N/mm2) 
引張強度 
(N/mm2) 
D19(SD390) 193700 437 627 
D6(SD295A) 184700 359※ 542 
U6(UHY685) 194200 692※ 925 
PL28(SN490B) 211400 323 519 
PL22(SN490B) 210300 346 541 
PL19(SN490B) 213100 357 536 
PL16(SN490B) 211300 382 546 
PL12(SN490B) 212000 402 556 
PL9(SN490B) 209400 369 552 
PL6(SS400) 209800 309 434 
※0.2%オフセット法による。 
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図 2.2.5 試験体図(NRCS5) 
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図 2.2.6 試験体図(NRCS6) 
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2.2.3 スラブ付き全ナット接合方式による試験体 
(1) 試験体概要 
 試験体の一覧および概要を表 2.2.7 に，試験体図（NRCS7 試験体）を図 2.2.7 に示す。
スラブ付き全ナット接合方式の試験体は，スラブの影響について検討することを目的とす
る。試験体は 1体であり，スラブの有無を除けば NRCS6試験体と同仕様である。中央部
S に取付くスラブは合成デッキスラブを想定した板厚とし，キーストンプレートを底型枠
とした。スラブ厚は 87.5mm，スラブ幅は 775mm とし，端部 RC と同時にコンクリート
打設を行った。スラブ付き全ナット接合方式の試験体に使用したコンクリートの材料試験
結果を表 2.2.8に，鉄筋および鋼材の材料試験結果を表 2.2.9に示す。 
 
表 2.2.7 試験体概要（スラブ付き全ナット接合方式） 
 NRCS7 
Fc(N/mm2) 36 
幅(b)×せい(D) (mm) 295×510 
端部 RC長さ(mm) 870 
スラブ 
幅 775㎜，厚さ 87.5㎜ 
（山高 25㎜，山上 62.5㎜，キーストンプレート使
用） 
主筋 
1段筋 4-D19 
2段筋 4-D19 
（SD390, 複筋比 1） 
せん断補強筋 
SD295A 
4-D6@50 
pw=0.87% 
接合部せん断補強筋 685N/mm
2級高強度せん断補強筋(UHY685) 
2-U6×4 
中央部 S BH-335×175×9×19(SN490B) 
境界プレート側端部拡幅 
境界プレート，補剛リブ材
質 
SN490B 
境界プレート寸法 295×450 
境界プレート厚 PL-28 
補剛リブ寸法 PL-16×90 
頭付きスタッド 4-φ13(L=80mm) 
鉄骨シアキー PL-6(SS400) 
ナット接合
ボルト 
上端筋 M24摩擦圧接(S45C) 
下端筋 M20ねじ切り 
ナット強度区分 10 
ナット種類 JISナット 
 ※試験体図中の端部 RCの左側にある主筋を上端筋，右側にある主筋を下端筋とする。  
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表 2.2.8 コンクリートの材料試験結果（スラブ付き全ナット接合方式） 
 材齢 
(日) 
ﾔﾝｸﾞ係数 
(N/mm2) 
圧縮強度※ 
(N/mm2) 
割裂強度 
(N/mm2) 
NRCS7 70 29089 40.9 2.51 
※コンクリート圧縮試験はそれぞれの実験前日に実施 
 
表 2.2.9 鉄筋および鋼材の材料試験結果（スラブ付き全ナット接合方式） 
 ﾔﾝｸﾞ係数 
(N/mm2) 
降伏強度 
(N/mm2) 
引張強度 
(N/mm2) 
D19(SD390) 193700 437 627 
D6(SD295A) 184700 359※ 542 
U6(UHY685) 194200 692※ 925 
PL28(SN490B) 211400 323 519 
PL22(SN490B) 210300 346 541 
PL19(SN490B) 213100 357 536 
PL16(SN490B) 211300 382 546 
PL12(SN490B) 212000 402 556 
PL9(SN490B) 209400 369 552 
PL6(SS400) 209800 309 434 
※0.2%オフセット法による。 
 
 
図 2.2.7 試験体図(NRCS7) 
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2.2.4 埋込み型試験体 
(1) 試験体概要 
 試験体の一覧および概要を表 2.2.10に，試験体図（NRCS8試験体）を図 2.2.8に示す。
埋込み型試験体は，非埋込み型との挙動の違いを把握することを目的としている。試験体
は 1体であり，埋込みの有無を除けば NRCS5試験体と同仕様である。端部 RCの主筋の
RC・S接合部側端部には，機械式定着金物を配置した。埋込み型試験体に使用したコンク
リートの材料試験結果を表 2.2.9 に，鉄筋および鋼材の材料試験結果を表 2.2.10 に示す。 
 
 
表 2.2.10 試験体概要（埋込み型） 
 NRCS8 
Fc(N/mm2) 24 
幅(b)×せい(D) (mm) 295×510 
端部 RC長さ(mm) 870 
主筋 
1段筋 4-D19 
2段筋 4-D19 
（SD390, 複筋比 1） 
せん断補強筋 
SD295A 
2-D6@50 
pw=0.43% 
接合部せん断補強筋 
685N/mm2級高強度せん断補強筋(UHY685) 
2-U6×3 
中央部 S 
BH-335×175×9×19(SN490B) 
境界プレート側端部拡幅はなし 
 ※試験体図中の端部 RCの左側にある主筋を上端筋，右側にある主筋を下端筋とする。 
 
 
表 2.2.11 コンクリートの材料試験結果（埋込み型） 
 材齢 
(日) 
ﾔﾝｸﾞ係数 
(N/mm2) 
圧縮強度※ 
(N/mm2) 
割裂強度 
(N/mm2) 
NRCS8 51 27714 28.9 1.94 
※コンクリート圧縮試験はそれぞれの実験前日に実施 
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表 2.2.12 鉄筋および鋼材の材料試験結果（埋込み型） 
 ﾔﾝｸﾞ係数 
(N/mm2) 
降伏強度 
(N/mm2) 
引張強度 
(N/mm2) 
D19(SD390) 193700 437 627 
D6(SD295A) 184700 359※ 542 
U6(UHY685) 194200 692※ 925 
PL19(SN490B) 213100 357 536 
PL9(SN490B) 209400 369 552 
※0.2%オフセット法による。 
 
 
 
図 2.2.8 試験体図(NRCS8) 
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2.3 加力計画 
 
 加力装置を図 2.3.1 に示す。試験体は，RC・S 複合梁試験体を 90 度回転させ，梁端部
に加力スタブを設け，反力床と緊結する形状とした。加力は，中央部 S端部への水平載荷
とした。中央部 S には面外変形止めを設置した。加力スケジュールを図 2.3.2 に示す。加
力の制御は，加力点の水平変位を試験体梁部全長(3000mm)で除した部材角（Rb）で行っ
た。加力は，1/800rad.を正負１回，1/400，1/200，1/100，1/67，1/50，1/33，1/25，1/20，
1/15rad.を正負 2 回ずつ繰り返す正負交番載荷とした。また，端部 RC の長期許容曲げモ
ーメント時，短期許容曲げモーメント時の試験体の損傷状況を確認するため，各耐力に達
した時点で加力を止めて試験体状況を観察した後に除荷し，次のサイクルへ移行する載荷
を実施した。 
 
図 2.3.1 加力装置 
 
 
図 2.3.2 加力スケジュール 
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2.4 実験結果 
 
2.4.1  せん断力と部材角との関係 
(1) 溶接ナット併用接合方式による試験体 
 溶接ナット併用接合方式試験体のせん断力(Qb)と部材角(Rb)との関係を図 2.4.1~図 2.4.4
に示す。Rbは，加力点の水平変位(δb)を RC・S複合梁試験体長さ(3,000mm)で除した値
とした。図中には，RC固定端が曲げ終局モーメントに到達した時点のせん断力(Qmy)，
RC固定端が短期許容曲げモーメントに到達した時点のせん断力(Qma)および RC固定端が
長期許容曲げモーメントに到達した時点のせん断力(QLma)を併せて示す。図中にはまた，
曲げひび割れ点，主筋引張降伏点および主筋圧縮降伏点を併せて示す。各試験体とも，曲
げひび割れは 1/380(rad.)付近で発生し，曲げ終局モーメントは計算値とほぼ一致した。
NRCS1試験体は，1/33(rad.)で圧縮側のコンクリートが鉄筋に押され材軸方向のひび割
れが生じ，1/25(rad.)で圧縮側の主筋が降伏し，主筋の座屈によりコンクリートが剥落
し，耐力低下が生じた。NRCS2試験体は，1/33(rad.)で圧縮側のコンクリートが鉄筋に
押され材軸方向のひび割れが生じ，1/20(rad.)で主筋の座屈によりコンクリートが剥落
し，耐力低下が生じた。NRCS3試験体および NRCS4試験体は，1/33(rad.)で圧縮側の
コンクリートが鉄筋に押され材軸方向のひび割れが生じたが，1/15(rad.)の大変形時に至
るまで耐力低下は生じなかった。NRCS1試験体および NRCS2試験体で見られた大変形
時の主筋の座屈に関しては，中子筋により主筋の拘束を高めた NRCS3試験体および
NRCS4試験体では見られず，破壊状況の違いは，せん断補強筋量の違いが寄与している
と考えられる。Qb-Rb関係は，すべての試験体において，大変形時まで安定した紡錘形の
履歴を示した。 
 端部 RCのせん断力(Qb)と端部 RCの接合部端の水平変位(δrc)との関係を図 2.4.5~図
2.4.8に示す。Qb-δrc関係は，Qb-Rb関係の安定した紡錘形の履歴とは異なり，各試験体と
も主筋が降伏した後，変形が大きくなるに従いスリップ型の挙動を示した。δrcがδbに占
める割合は長期許容曲げモーメント時は 12％~15%程度であるが，端部 RCの降伏後，変
形が大きくなるに従いその割合は増えていき，最大で 40%程度となった。 
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図 2.4.1 Qb-Rb関係(NRCS1)         図 2.4.2 Qb-Rb関係(NRCS2) 
 
 
  
図 2.4.3 Qb-Rb関係(NRCS3)         図 2.4.4 Qb-Rb関係(NRCS4) 
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図 2.4.5 Qb- δrc関係（NRCS1：端部 RC） 図 2.4.6 Qb- δrc関係（NRCS2：端部 RC） 
 
 
  
図 2.4.7 Qb- δrc関係（NRCS3：端部 RC） 図 2.4.8 Qb- δrc関係（NRCS4：端部 RC） 
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(2) 全ナット接合方式による試験体 
 全ナット接合方式試験体のせん断力(Qb)と部材角(Rb)との関係を図 2.4.9~図 2.4.10に示
す。図中には，Qmy，Qmaおよび QLmaを併せて示す。図中にはまた，曲げひび割れ点，主
筋引張降伏点および主筋圧縮降伏点を併せて示す。各試験体とも曲げひび割れは
1/380(rad.)付近で発生し，曲げ終局モーメントは計算値とほぼ一致した。NRCS5試験体
は，1/33(rad.)で圧縮側のコンクリートが鉄筋に押され材軸方向のひび割れが生じ，
1/25(rad.)で圧縮側の主筋が降伏し，主筋の座屈によりコンクリートが剥落し，耐力低下
が生じた。NRCS5試験体は，1/33(rad.)で圧縮側のコンクリートが鉄筋に押され材軸方
向のひび割れが生じ，1/25(rad.)で圧縮域コンクリートに一部剥落が確認されたが，
1/15(rad.)の大変形時に至るまで耐力低下は生じなかった。Qb-Rb関係は，溶接ナット併用
接合方式と同様に，大変形時まで安定した紡錘形の履歴を示した。 
 端部 RCのせん断力(Qb)と端部 RCの接合部端の水平変位(δrc)との関係を図 2.4.11~図
2.4.12に示す。全ナット接合方式の Qb-δrc関係は，溶接ナット併用接合方式の Qb-δrc関係
とは若干異なり，各試験体とも主筋が降伏した後のスリップ型の挙動が緩和された。 
 
  
図 2.4.9 Qb-Rb関係(NRCS5)         図 2.4.10 Qb-Rb関係(NRCS6) 
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図 2.4.11 Qb- δrc関係（NRCS5：端部 RC）  図 2.4.12 Qb- δrc関係（NRCS6：端部 RC） 
 
(3) スラブ付き全ナット接合方式による試験体 
 全ナット接合方式試験体のせん断力(Qb)と部材角(Rb)との関係を図 2.4.13に示す。図中
には， Qmy，Qma，QLmaを併せて示す。図中にはまた，曲げひび割れ点，主筋引張降伏点
および主筋圧縮降伏点を併せて示す。NRCS7試験体の正方向加力時（負曲げ方向加力
時）は，NRCS6試験体に比べスラブ筋降伏相当分の耐力上昇が見られたまた，端部 RC
のせん断力(Qb)と端部 RC接合部端の水平変位(δrc)との関係を図 2.4.14 に示す。Qb-Rb関
係，Qb- δrc関係とも大変形時の履歴ループは NRCS6とほぼ同様であった。 
 
 
図 2.4.13 Qb-Rb関係(NRCS7)    図 2.4.14  Qb- δrc関係（NRCS7：端部 RC） 
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(4) 埋込み型試験体による試験体 
 全ナット接合方式試験体のせん断力(Qb)と部材角(Rb)との関係を図 2.4.15に示す。図中
には， Qmy，Qma，QLmaを併せて示す。図中にはまた，曲げひび割れ点を併せて示す。
NRCS8試験体の端部 RCは，NRCS5試験体と同様の主筋量，せん断補強筋量およびコ
ンクリート強度を有しているが，埋込み部 Sのてこ作用により，短期許容曲げモーメン
トに達する前にせん断破壊が生じ，耐力低下が生じている。NRCS8試験体の最大耐力お
よび文献 6)に示される埋込み型 RC・S複合梁の端部 RCのせん断終局耐力比較を表
2.4.1に示す。実験値は計算値より低い値を示しているが，これは付着破壊が生じたため
と考えられる。 
端部 RCのせん断力(Qb)と端部 RC接合部端の水平変位(δrc)との関係を図 2.4.16に示
す。Qb- δrc関係の履歴ループ形状は，Qb-Rb関係に示す履歴ループ形状とほぼ同様の形状
を示した。非埋込み型 RC・S複合梁の各試験体の端部 RCの履歴ループとは異なり，除
荷後は原点位置付近まで大きくスリップする挙動をし，エネルギー吸収性能が乏しい履歴
ループを示した。 
  
図 2.4.15 Qb-Rb関係(NRCS8)  図 2.4.16  Qb- δrc関係（NRCS8：端部 RC） 
 
表 2.4.1 端部 RCのせん断耐力 
 Qsu6) 実験 Qu 実験 Qu/ Qsu 
NRCS8 96 80 0.83 
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2.4.2  ひび割れ性状と終局状況 
(1) 溶接ナット併用接合方式による試験体 
 端部 RCが長期許容曲げモーメントに到達した時点のせん断力(QLma)時，短期許容曲げ
モーメントに到達した時点のせん断力(Qma) 時および最終載荷後のひび割れ状況を図
2.4.17~図 2.4.19に，最終載荷後の状況写真を図 2.4.20に示す。QLma時および Qma時のひ
び割れ幅を表 2.4.2に示す。Qmaに至るまで曲げひび割れが主体であった。Qma経験後
QLma時のひび割れ幅は，文献 8）によるひび割れ幅の制限値を満たした。また，最終載荷
時においても，境界プレートと端部 RCとの間に目立ったあきは確認されなかった。 
 
図 2.4.17  QLma時のひび割れ状況 
 
図 2.4.18  Qma時のひび割れ状況 
加力方向 (+) 
(a) NRCS1 (b) NRCS2 (c) NRCS3 (d) NRCS4 
青は正加力時，赤は負加力時に
発生したひび割れ 
加力方向 (+) 
(a) NRCS1 (b) NRCS2 (c) NRCS3 (d) NRCS4 
青は正加力時，赤は負加力時に
発生したひび割れ 
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図 2.4.19 最終載荷後のひび割れ状況 
 
 
図 2.4.20 最終載荷後の状況写真 
 
表 2.4.2 ひび割れ幅 
 
QLma時の主な曲げひび割れ(mm) 
(最大ひび割れ幅→除荷時残留ひび割れ幅) 
Qma経験後 QLma時 
主な曲げひび割れ(mm) 
NRCS1 0.10 → 0.03  －（未計測） 
NRCS2 0.06 → 0.03 以下 0.08 
NRCS3 0.08 → 0.03 以下 0.10 
NRCS4 0.10 → 0.03  0.10 
 
加力方向 (+) 
(a) NRCS1 (b) NRCS2 (c) NRCS3 (d) NRCS4 
端部 RC の色塗り部は剥落を表す 
青は正加力時，赤は負加力時に
発生したひび割れ 
(a) NRCS1 (b) NRCS2 (c) NRCS3 (d) NRCS4 
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(2) 全ナット接合方式による試験体 
 端部 RCが長期許容曲げモーメントに到達した時点のせん断力(QLma)時，短期許容曲げ
モーメントに到達した時点のせん断力(Qma) 時および最終載荷後のひび割れ状況を図
2.4.21~図 2.4.23に，最終載荷後の状況写真を図 2.4.24に示す。QLma時および Qma時のひ
び割れ幅を表 2.4.2に示す。ひび割れの数は若干多いものの。溶接ナット併用接合方式と
同様に Qmaに至るまで曲げひび割れが主体であった。Qma経験後 QLma時の曲げひび割れ幅
は，一部（図 2.4.21中に〇で示した箇所）で最大 0.20mmを示したが，他は 0.15mm以
下であり，文献 8）によるひび割れ幅の制限値を満たした。また，最終載荷時において
も，境界プレートと端部 RCとの間に目立ったあきは確認されなかった。 
 
図 2.4.21  QLma時のひび割れ状況 
 
図 2.4.22  Qma時のひび割れ状況 
加力方向 (+) 
(a) NRCS5 (b) NRCS6 
青は正加力時，赤は負加力時に
発生したひび割れ 
加力方向 (+) 
(a) NRCS5 (b) NRCS6 
青は正加力時，赤は負加力時に
発生したひび割れ 
第 2章 非埋込み型 RC・S複合梁の曲げせん断実験 
- 67 - 
 
図 2.4.23 最終載荷後のひび割れ状況 
 
 
図 2.4.24 最終載荷後の状況写真 
 
表 2.4.3 ひび割れ幅 
 
QLma時の主な曲げひび割れ(mm) 
(最大ひび割れ幅→除荷時残留ひび割れ幅) 
Qma経験後 QLma時 
主な曲げひび割れ(mm) 
NRCS5 0.08 → 0.03  0.15(～0.20) 
NRCS6 0.15 → 0.03 0.15(～0.20) 
  （ ）内の数値は図 2.4.18 に〇印で示す局所的にひび割れ幅の大きかった箇所の値を示す 
  
加力方向 (+) 
(a) NRCS5 (b) NRCS6 
端部 RC の色塗り部は剥落を表す 
青は正加力時，赤は負加力時に
発生したひび割れ 
(a) NRCS5 (b) NRCS6 
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(3) スラブ付き全ナット接合方式による試験体 
 端部 RCが長期許容曲げモーメントに到達した時点のせん断力(QLma)時，短期許容曲げ
モーメントに到達した時点のせん断力(Qma) 時および最終載荷後のひび割れ状況を図
2.4.25~図 2.4.27に，最終載荷後の状況写真を図 2.4.28に示す。QLma時および Qma時のひ
び割れ幅を表 2.4.4に示す。同様の端部 RC断面でスラブが取り付かない NRCS6試験体
のひび割れ状況に比べ，端部 RCのひび割れの数が低減された。Qma経験後 QLma時のひび
割れ幅は，文献 8）によるひび割れ幅の制限値を満たした。また，RC・S接合部付近の
スラブのひび割れ幅は 0.10mmと軽微であった。また，最終載荷時においても，境界プ
レートと端部 RCとの間に目立ったあきは確認されなかった。 
 
図 2.4.25  QLma時のひび割れ状況 
 
図 2.4.26  Qma時のひび割れ状況 
加力方向 (+) 
NRCS7 
青は正加力時，赤は負加力時に
発生したひび割れ 
加力方向 (+) 
NRCS7 
青は正加力時，赤は負加力時に
発生したひび割れ 
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図 2.4.27 最終載荷後のひび割れ状況 
 
 
図 2.4.28 最終載荷後の状況写真 
 
表 2.4.4 ひび割れ幅 
 
QLma時の主な曲げひび割れ(mm) 
(最大ひび割れ幅→除荷時残留ひび割れ幅) 
Qma経験後 QLma時 
主な曲げひび割れ(mm) 
NRCS7 0.15→0.03  0.15 
 
  
加力方向 (+) 
NRCS7 
端部 RC の色塗り部は剥落を表す 
青は正加力時，赤は負加力時に
発生したひび割れ 
NRCS7 
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(4) 埋込み型試験体 
 端部 RCが長期許容曲げモーメントに到達した時点のせん断力(QLma)時，Rb=1/100時お
よび最終載荷後のひび割れ状況を図 2.4.29~図 2.4.31に，最終載荷後の状況写真を図
2.4.32に示す。Rb=1/100時では，NRCS5試験体は Qmaに達したが，NRCS8試験体はせ
ん断破壊が生じ耐力低下が生じたため，Qmaに達しなかった。NRCS5試験体は軽微な曲
げひび割れのみが発生している状況に対し，NRCS8はせん断ひび割れが多く発生した。
また, QLma時のひび割れ幅は，NRCS5試験体の最大のひび割れ幅が 0.08mmであること
に対し,NRCS8試験体は 0.2mmであった。この他，NRCS8試験体では中央部 Sが端部
RCに埋込まれる界面での Sフランジ角部を起点にしたひび割れも発生した。 
          
図 2.4.29  QLma時のひび割れ状況        図 2.4.30  Rb=1/100時のひび割れ状況 
 
図 2.4.31  最終載荷後のひび割れ状況    図 2.4.32 最終載荷後の状況写真 
加力方向 (+) 
NRCS8 
加力方向 (+) 
NRCS8 
NRCS8 NRCS8 
加力方向 (+) 青は正加力時，赤は負加力時
に発生したひび割れ 
青は正加力時，赤は負加力時
に発生したひび割れ  
青は正加力時，赤は負加力時
に発生したひび割れ  
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(5) 端部 RCのせん断補強筋量とコンクリートの損傷状況 
 非埋込み型 RC・S複合梁は，全ての試験体で大変形時まで安定した紡錘形の履歴性状
を示したが，コンクリートの損傷状況は試験体により違いが見られた。 
表 2.4.5に端部 RCの各試験体のせん断補強筋量(pw)と主筋の座屈が生じた部材角(Rb)を
示す。NRCS1試験体は Rb =1/25時に，NRCS2試験体は Rb =1/20時に，NRCS5試験体
は Rb =1/25時に主筋の座屈が生じた。せん断補強筋量が大きい NRCS3試験体,NRCS4
試験体,NRCS6試験体および NRCS7試験体は，図 2.4.20，図 2.4.24および図 2.4.28に
示すように，最終載荷時まで主筋の座屈は生じなかった。また，最終載荷時のコンクリー
トの損傷状況は，主筋の座屈の有無と対応していた。すべての試験体において Rb =1/33
時に圧縮側主筋の材軸方向に沿ったひび割れが生じており，大変形時における主筋の座屈
の有無は，せん断補強筋による主筋の横拘束の違いによるものと考えられる。 
 また，中央部 Sから端部 RCへのせん断伝達領域には，0.43%～0.87％のせん断補強筋
（NRCS1試験体は 0.43％，その他の試験体は塑性ヒンジ領域と同量のせん断補強筋）を
配置している。せん断伝達領域においては，各試験体ともひび割れが生じたが，損傷状況
は最終載荷時においても軽微であった。 
 
表 2.4.5 端部 RCのせん断補強筋量と主筋の座屈が生じた部材角 
試験体 せん断補強筋量(pw) 主筋の座屈が生じた部材角(Rb) 
NRCS1 0.22% 1/25 
NRCS2 0.43% 1/20 
NRCS3 0.65% 主筋の座屈なし 
NRCS4 0.87% 主筋の座屈なし 
NRCS5 0.43% 1/25 
NRCS6 0.87% 主筋の座屈なし 
NRCS7 0.87% 主筋の座屈なし 
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2.4.3  主筋のひずみ 
 非埋込み型 RC・S複合梁の曲げせん断実験における主筋のひずみゲージ位置および主
筋番号を図 2.4.33に示す。図 2.4.34~図 2.4.35に代表的な試験体の主筋のひずみ(rµ)と主
筋の位置（rL：端部 RC 固定端からの距離）の関係の推移を示す。図中のµyは降伏ひずみ
である。 
図 2.4.34に示す溶接ナット併用接合方式の NRCS4試験体のひずみは，圧縮側 2段筋
（主筋 3，主筋 4）が 1/50(rad.)で端部 RCの固定端部が降伏した。引張側の 1段筋（主
筋 5，主筋 6）および引張側 2段筋（主筋 7, 主筋 8）については，1段筋と 2段筋のひず
み値は，短期許容曲げモーメント時において端部 RCの固定端部のひずみが 1段筋で
2200μ程度，2段筋で 1900μ程度であった。溶接ナット併用接合方式の各試験体とも，
引張側 2段筋は鉄筋全長にわたりほぼ同一のひずみ値を示しながら降伏に至った。図
2.4.35に示す全ナット接合方式の NRCS6試験体の境界プレート近傍のひずみは，
NRCS4試験体と同様に圧縮側 2段筋（主筋 3，主筋 4）が 1/50(rad.)で端部が降伏し
た。引張側の 1段筋（主筋 5，主筋 6）および引張側 2段筋（主筋 7, 主筋 8）について
は，短期許容曲げモーメント時において端部 RCの固定端部のひずみが 1段筋で 2300μ
程度，2段筋で 1500μ程度であり，溶接ナット併用接合方式の引張側主筋のひずみに比
べ両者間に差があった。両接合方法において，曲げ降伏は RC梁端部からおよそ 1.0Dの
範囲に生じた。 
 
図 2.4.33 ひずみゲージ位置と主筋番号 
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図 2.4.34 主筋のひずみの推移（溶接ナット併用接合方式：NRCS4） 
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図 2.4.35 主筋のひずみの推移（全ナット接合方式：NRCS6） 
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2.4.4  せん断補強筋のひずみ 
 非埋込み型 RC・S複合梁の曲げせん断実験におけるせん断補強筋のひずみゲージ位置
およびひずみゲージ符号を図 2.4.36に示す。図 2.4.37に各試験体の主筋のひずみ(strµ)と
部材角(Rb)との関係を示す。図中のµyは降伏ひずみを示す。各試験体とも 1/50(rad.)まで
は全ての箇所で弾性状態であった。1/25(rad.)を超える大変形時には，溶接ナット併用接
合の NRCS1試験体と NRCS4試験体で接合部せん断補強筋に降伏が見られた。一方，全
ナット接合方式の試験体の接合部せん断補強筋のひずみは，溶接ナット併用接合方式の同
位置でのひずみに比べ値が低く，1/25(rad.)変形時において NRCS5試験体および
NRCS6試験体では 50µ程度，NRCS7試験体では 200µ程度であった。全ナット接合方式
の試験体は境界プレートの端部 RC側に補剛リブが設けられ，接合部せん断補強筋が補剛
リブを囲むように配置されているため，補剛リブのない溶接ナット併用接合方式の接合部
せん断補強筋に比べ，ひずみが低減されたものと考えられる。 
 
 
 
図 2.4.36 ひずみゲージ位置 
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図 2.4.37 せん断補強筋のひずみの推移 
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2.4.5  境界プレートのひずみ 
 非埋込み型 RC・S複合梁の曲げせん断実験における境界プレートのひずみゲージ位置
およびひずみゲージ符号を図 2.4.38~図 2.4.39 に示す。図 2.4.38中のひずみゲージ符号
(A,B,C,D)は，負方向載荷時には符号に(')を付け(A’,B’,C’,D’)と表す。図 2.4.40に各試験体
の境界プレートのひずみ(plµ)と部材角(Rb)との関係を示す。図 2.4.40中のµyは降伏ひず
み，Rbyは端部 RCが曲げ終局モーメントに達した時点の部材角を示す。鉄骨フランジ端
を拡幅しているため，各位置でのひずみ値は概ね同等の値を示す。 
NRCS6試験体のひずみゲージ Bは，他の試験体のひずみゲージの値より大きなひずみ
量を示しているが，負方向載荷時では他の試験体と同様の傾向を示した。また，Rbyに達
するまでは， Rbが増すにしたがってひずみ量が上昇していることから，ひずみゲージ貼
り付け位置だけでなく，他の部位に関しても弾性範囲の応力であったと考えられる。 
 
図 2.4.38 ひずみゲージ位置（溶接ナット併用接合方式） 
 
 
図 2.4.39 ひずみゲージ位置（全ナット接合方式） 
(+) 加力方向 ひずみゲージ 
105 
A 
B 
C 
D 
405 105 405 
A 
B 
C 
D 
（境界プレートの RC面に配置） 
NRCS1 
NRCS2 
NRCS3 
NRCS4 
(+) 加力方向 ひずみゲージ 
A’ 
B’ 
C’ 
（境界プレートの RC 面に配置） 
A 
B 
C 
境界プレート際から B’まで 75 105 境界プレート際から A,C まで 
 NRCS5 
NRCS6 
NRCS7 
第 2章 非埋込み型 RC・S複合梁の曲げせん断実験 
- 78 - 
 
図 2.4.40 境界プレートのひずみの推移 
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2.4.6  補剛リブのひずみ 
 非埋込み型 RC・S複合梁の曲げせん断実験における補剛リブのひずみゲージ位置およ
びひずみゲージ符号を図 2.4.41に示す。図 2.4.42に各試験体の補剛リブのひずみ(srµ)と
部材角(Rb)との関係を示す。図 2.4.40中の Rbyは端部 RC降伏時の部材角を示す。各計測
点において，ひずみは大変形時に至るまで比較的低いレベルである。端部 RCの主筋が引
張側となる位置（図 2.4.41中の a,b）の補剛リブのひずみはほとんど生じていない。これ
は，当該部の補剛リブ縁が圧縮側にあり，補剛リブ縁に接しているコンクリートが寄与す
るためと考えられる。 
 
図 2.4.41 ひずみゲージ位置（全ナット接合方式） 
 
図 2.4.42 補剛リブのひずみの推移 
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2.4.7  中央部 Sのひずみ 
 非埋込み型 RC・S複合梁の曲げせん断実験における中央部 Sのひずみゲージ位置およ
びひずみゲージ符号を図 2.4.43に示す。図 2.4.44に各試験体の中央部 Sのひずみ(Sµ)と
部材角(Rb)との関係を示す。図 2.4.44中のµyは降伏ひずみ，Rbyは端部 RCが曲げ終局モ
ーメントに達した時点の部材角を示す。NRCS4試験体のひずみゲージ Aは，他の試験体
のひずみゲージの値より大きなひずみ量を示しているが，負方向載荷では NRCS3試験体
とほぼ同様の値を示した。また，Rbyに達するまでは， Rbが増すにしたがってひずみ量
が上昇していることから，ひずみゲージ貼り付け位置だけでなく，他の部位に関しても弾
性範囲の応力であったと考えられる。NRCS7試験体は，正加力時（負曲げ方向載荷）で
は，同仕様でスラブが取り付かない試験体である NRCS6試験体と同様の結果が得られた
が，負加力時（正曲げ方向載荷）ではスラブが取り付く影響により，スラブが取り付く側
のフランジのひずみ量が大きく低減された。 
 
 
 
図 2.4.43 ひずみゲージ位置（各試験体共通） 
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図 2.4.44 中央部 Sのひずみの推移 
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2.5  実験結果の考察 
 
2.5.1 復元力特性 
 ここでは，せん断力(Qb)と部材角(Rb)との関係に関して，溶接ナット併用接合方式と全
ナット接合方式の違いに関して考察する。図 2.5.1に溶接ナット併用接合方式と全ナット
接合方式の Qb－Rbの関係を重ねたグラフを示す。図 2.5.1 における縦軸は，Qbを RC固
定端が曲げ終局モーメントに到達した時点のせん断力(Qmy) で除し，無次元化した値とす
る。 
全ナット接合方式の NRCS5試験体および NRCS6試験体は，それぞれ対応した溶接ナ
ット併用接合方式の NRCS2試験体および NRCS4試験体と同様に大変形時まで安定した
紡錘形の履歴を示している。また，両試験体とも溶接ナット併用接合方式の荷重変形関係
と概ね一致した履歴であることがわかる。NRCS5試験体において，1/25rad.以降で耐力
低下がみられるが，これは端部 RCの固定端部において主筋の座屈および圧縮域コンクリ
ートの剥落が生じたためである。NRCS6試験体については，1/25rad.時点で端部 RCの
固定端部の圧縮域コンクリートに一部剥落が確認されたが，1/15rad.の大変形時にも目立
った主筋の座屈は生じず，耐力低下は生じていない。溶接ナット併用接合方式と全ナット
接合方式は概ね同等の性能を有していることがわかる。 
図 2.5.2に非埋込み型 RC・S複合梁(NRCS5試験体)と埋込み型 RC・S複合梁(NRCS8
試験体)の Qb－Rbの関係を重ねた図を示す。図 2.5.2中には，端部 RCの固定端が曲げ終
局モーメントに到達した時点のせん断力(Qmy)，端部 RCの固定端が短期許容曲げモーメ
ントに到達した時点のせん断力(Qma)および端部 RCの固定端が長期許容曲げモーメント
に到達した時点のせん断力(QLma)を併せて示す。両者は，端部 RCの仕様が同じであるに
もかかわらず，端部 RCへの中央部 Sの埋込みの有無で全く異なる復元力特性を示す。
埋込み型 RC・S複合梁は，埋込み部 Sのてこ作用によるせん断力を受けるために，Fc24
程度のコンクリート強度と 295N/mm2級のせん断補強筋の組み合わせによる端部 RCで
は，エネルギー吸収性能の良い紡錘型の復元力特性が得づらいことを示している。一方，
非埋込み型 RC・S複合梁は，溶接ナット併用接合方式よる試験体および全ナット接合方
式による試験体とも，大変形時に至るまで安定した履歴ループを示す。これは，提示した
RC・S接合部方式が確実に応力を伝達し，端部 RCが先行降伏するに十分な接合部仕様
を満たしていることを示す。  
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(a) NRCS2と NRCS5          (b) NRCS4と NRCS6 
図 2.5.1 Qb-Rb関係の比較 
 
 
 
図 2.5.2 非埋込み型 RC・S複合梁と埋込み型 RC・S複合梁の Qb-Rb関係の比較 
 
  
-1.5
-1.0
-0.5
0.0
0.5
1.0
1.5
-0.10 -0.05 0.00 0.05 0.10
Q
b/Q
m
y
Rb (rad.)
NRCS5
NRCS2
-1.5
-1.0
-0.5
0.0
0.5
1.0
1.5
-0.10 -0.05 0.00 0.05 0.10
Q
b/Q
m
y
Rb (rad.)
NRCS6
NRCS4
-200
-150
-100
-50
0
50
100
150
200
-0.08-0.06-0.04-0.02 0.00 0.02 0.04 0.06 0.08
Q
b
(k
N
)
Rb (rad.)
NRCS8
NRCS5
Qmy Qma
QLma
QLma
Qma
Qmy
第 2章 非埋込み型 RC・S複合梁の曲げせん断実験 
- 84 - 
2.5.2 主筋の応力分担 
 ここでは，主筋の接合方式の違いによる，端部 RCの応力状態について考察する。特に，
主筋の軸方向力の分担に着目して検討を行う。端部 RC の固定端が短期許容曲げモーメン
トに到達した時点（この時のせん断力を Qmaと呼ぶ）における梁主筋の軸方向力（rN）の
値を図 2.5.3~図 2.5.4 に示す。図中の縦軸（DL）は梁せい方向の距離を示す。梁主筋の軸
方向力はひずみゲージの値から材料試験結果のヤング係数を用いて算出する。図中の縦軸
は梁せい方向の主筋位置，横軸は軸方向力を示している。図中の点線は全ナット接合方式
の主筋位置と材料特性から平面保持を仮定した場合に相当する軸方向力を示す。全ナット
接合方式である NRCS5 試験体および NRCS6 試験体では，端部 RC 内の位置にかかわら
ず，両者とも平面保持を仮定した主筋応力分布となっている。一方， 溶接ナット併用接合
方式である NRCS2 試験体および NRCS4 試験体では，2 段筋が中央部 S のフランジ位置
で溶接されているため，平面保持を仮定した主筋応力とはやや異なる箇所が見られる。そ
れは NRCS2 試験体では端部 RC の固定端から 20mm および 435mm の位置，NRCS4 試
験体では境界プレート付近（端部 RCの固定端から 770mm）の位置であり，その差が顕著
となっている。表 2.5.1 に境界プレート付近の軸方向力の分担割合を示す。溶接ナット併
用接合方式においては，2段筋量に応じて分担割合が大きく異なることがわかる。 
 
図 2.5.3 Qma時の梁主筋の軸方向力（NRCS2と NRCS5） 
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図 2.5.4  Qma時の梁主筋の軸方向力（NRCS4と NRCS6） 
 
 
 
表 2.5.1 主筋の応力分担割合 
 NRCS2 NRCS4 NRCS5 NRCS6 
1段筋／2段筋 4-D19 / 2-D19 4-D19 / 4-D19 4-D19 / 4-D19 4-D19 / 4-D19 
1段筋 0.55 0.44 0.54 0.55 
2段筋 0.45 0.56 0.46 0.45 
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2.5.3 降伏点剛性低下率 
 ここでは，RC・S 複合梁の降伏点剛性低下率に関する考察を行う。図 2.5.5～図 2.5.12
に RC・S複合梁全体の履歴曲線の包絡線と降伏点剛性低下率(RCSαy)，端部 RCの履歴曲線
の包絡線と降伏点剛性低下率(RCαy)を示す。図中には，初期剛性は計算から求めた RC・S
複合梁の弾性剛性 K1，端部 RCの弾性剛性 K1rc，RC・S複合梁の降伏点剛性 Ky，端部 RC
の降伏点剛性 Kyrcおよび主筋降伏点を併せて示す。主筋降伏点は，実験から得られた 1 段
筋，2段筋とも降伏した時点である。これらの値を用いて RCSαyおよび RCαyを算定した。な
お，スラブ付き RC・S複合梁の初期剛性は，端部 RCは T型断面の断面 2次モーメント，
中央部 Sは正曲げ時（T型断面の断面 2次モーメント）と負曲げ時（スラブを考慮しない
断面 2 次モーメント）の平均値として算定した。初期剛性を求めるための RC・S 複合梁
の加力点の変形(δb)は(2.5.1)式により，端部 RC の RC・S 接合部端の変形(δrc)は(2.5.2)式
から求めた。スラブが取り付かない RC・S複合梁の RCSαyは 0.414~0.496，端部 RCの RCαy
は 0.203~0.272であった。スラブ付きの RC・S複合梁の RCSαyは，正曲げ方向（スラブ圧
縮側）が 0.401，負曲げ方向（スラブ引張側）が 0.318，端部 RC の RCαyは，正曲げ方向
（スラブ圧縮側）が 0.165，負曲げ方向（スラブ引張側）が 0.143 であった。スラブ付き
の RC・S 複合梁の降伏点剛性低下率の長方形断面梁(NRCS6 試験体)の値に対する正曲げ
方向の比は，正曲げ方向が 0.955，負曲げ方向が 0.757 である。文献 7)によると負曲げ時
の降伏点剛性低下率は，(2.5.4)式に示す断面 2 次モーメント比を乗じることで評価できる
としている。NRCS7試験体の端部 RCにおいて，断面 2次モーメント比は 0.684であり，
実験値はこの値に対しやや大きい値を示した。 
図 2.5.13 に RC・S 複合梁長さをせん断スパンとして(2.5.3)式に示す RC 梁の菅野式 8）
を準用した RCSαyと実験結果による RCSαyの関係を示す。RC 梁の菅野式は逆対称曲げの応
力分布を仮定しているため両者の値は乖離している。文献 8)によると，通常の RC梁に対
する菅野式の精度は計算値の±30%とされているが，実験値から得られた RCSαyは計算値に
比べ 46%~89%高い結果となった。RC・S複合梁を 1部材として扱う場合，RC梁の菅野式
をそのまま適用することはできないことがわかる。 
図 2.5.14に端部 RC長さをせん断スパンとして(2.5.3)式に示す RC梁の菅野式を適用し
た RCαy と実験結果による RCαy の関係を示す。この方法においても実験値は計算値に比べ
35%~55%高い結果となり，RC・S複合梁を 1 部材として扱うと同様に，通常の RC梁に対
する菅野式の精度とされる計算値の±30%の範囲内とはならない。  
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𝛿𝛿b= Pl12l2+Pl1l22+ Pl13 3⁄2EcIc + Pl2
3
3EsIs
 
𝛿𝛿rc= Pl12l22EcIc + Pl1
3
3EcIc 
記号 
 δb: RC・S複合梁の先端変位 
 δrc: 端部 RCの接合部端の変位 
 P： 先端荷重 
 l1： 端部 RCの長さ 
 l2： 中央部 Sの長さ 
 Ec：コンクリートのヤング係数 
 Es： Sのヤング係数 
 Ic： 端部 RCの断面 2次モーメント 
 Is： 中央部 Sの断面２次モーメント 
 
   αy={0.043+1.64∙n∙pt+0.043(a D⁄ )}∙( d D)⁄ 2  
   記号 
 αy: 降伏点剛性低下率 
 n： ヤング係数比 
 pt： 引張鉄筋比 
 a： シアスパン長さ 
 D： 端部 RCの梁せい 
 d： 端部 RCの有効せい 
 
   αy  '= α  y×(I0/IT) 
   記号 
αy'  ：T型断面梁の弾性剛性に対する剛性低下率 
αy  ：長方形断面梁の弾性剛性に対する剛性低下率 
Ι0   ：長方形断面梁の断面 2次モーメント 
ΙT   ：T型断面梁の断面 2次モーメント 
(2.5.1) 
(2.5.2) 
(2.5.3) 
(2.5.4) 
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(a) RC・S複合梁                (b) 端部 RC 
図 2.5.5 履歴曲線の包絡線と降伏点剛性低下率(NRCS1) 
 
 
  
(a) RC・S複合梁                (b) 端部 RC 
図 2.5.6 履歴曲線の包絡線と降伏点剛性低下率(NRCS2) 
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(a) RC・S複合梁                (b) 端部 RC 
図 2.5.7 履歴曲線の包絡線と降伏点剛性低下率(NRCS3) 
 
 
  
(a) RC・S複合梁                 (b) 端部 RC 
図 2.5.8 履歴曲線の包絡線と降伏点剛性低下率(NRCS4) 
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(a) RC・S複合梁                (b) 端部 RC 
図 2.5.9 履歴曲線の包絡線と降伏点剛性低下率(NRCS5) 
 
 
  
(a) RC・S複合梁                 (b) 端部 RC 
図 2.5.10 履歴曲線の包絡線と降伏点剛性低下率(NRCS6) 
  
0
50
100
150
200
0 20 40 60 80 100
Q
b 
(k
N
)
δb(mm)
包絡線
弾性剛性
降伏点剛性
主筋降伏点
K1=6.51(kN/mm)
Ky = 0.439K1
0
50
100
150
200
0 5 10 15 20 25
Q
b 
(k
N
)
δrc(mm)
包絡線
弾性剛性
降伏点剛性
主筋降伏点
K1rc=78.0(kN/mm)
Kyrc = 0.206K1rc
0
50
100
150
200
0 20 40 60 80 100
Q
b 
(k
N
)
δb(mm)
包絡線
弾性剛性
降伏点剛性
主筋降伏点
K1=6.82(kN/mm)
Ky = 0.420K1
0
50
100
150
200
0 5 10 15 20 25
Q
b 
(k
N
)
δrc(mm)
包絡線
弾性剛性
降伏点剛性
主筋降伏点
K1rc=86.2(kN/mm)
Kyrc = 0.203K1rc
第 2章 非埋込み型 RC・S複合梁の曲げせん断実験 
- 91 - 
 
 
  
(a) RC・S複合梁                (b) 端部 RC 
図 2.5.11 履歴曲線の包絡線と降伏点剛性低下率（NRCS7:負方向載荷，正曲げ方向） 
 
 
  
(a) RC・S複合梁                 (b) 端部 RC 
図 2.5.12 履歴曲線の包絡線と降伏点剛性低下率（NRCS7:正方向載荷，負曲げ方向） 
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図 2.5.13 RC・S複合梁の降伏点剛性低下率 RCSαy 
 
 
 
図 2.5.14 端部 RCの降伏点剛性低下率 RCαy 
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2.5.4 等価粘性減衰定数 
 ここでは，非埋込み型 RC・S複合梁の等価粘性減衰定数に関する考察を行う。図 2.5.15
に部材角(Rb)と等価粘性減衰定数(heq)との関係を示す。図 2.5.15 には，図 2.5.16 に示す
NRCS6 試験体を対象とした部材モデルにおいて，端部 RC の復元力特性をノーマルトリ
リニア型，TAKEDA モデル 9)および最大点指向型とし，中央部 S を弾性とした場合の heq
の推移を合わせて示す。いずれの復元力特性においても，ひび割れ耐力および降伏耐力は
同じである。7体の試験体の heqは，いずれも Rbが大きくなるに従い増加する。Rb=1/50時
点における heqの実験値は，最大点指向型による解析値の約 2.2 倍，TAKEDA モデルの約
1.2 倍 ，ノーマルトリリニア型の約 0.7 倍である。Rb=1/33 時点における heqの実験値は，
最大点指向型による解析値の約 2.5 倍，TAKEDA モデルの約 1.1 倍 ，ノーマルトリリニ
ア型の約 0.6倍である。ここに示した 3種の復元力特性では，TAKEDAモデルが良く実験
結果と対応した。 
 
図 2.5.15 heq -Rb関係 
 
図 2.5.16 部材モデルと復元力特性 
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2.6  まとめ 
 
 本章では， 2種類の RC・S接合部を用いた非埋込み型 RC・S複合梁の 1/2縮尺試験体
を対象として曲げせん断実験を実施し，以下の知見を得た。 
 
1) 2種類の RC・S接合部を用いた非埋込み型 RC・S複合梁の試験体は，端部 RCの
固定端側に塑性ヒンジが生じ，大変形時までエネルギー吸収性能の良い紡錘型の履
歴曲線を示した。 
2) せん断力と部材角との関係は，非埋込み型 RC・S複合梁の 2種類の RC・S接合部
の違いに拠らず同様であり，中央部 S および RC・S 接合部の各材は降伏せず，弾
性の応力状態であった。 
3) 各試験体とも，端部 RCの長期曲げモーメント時のひび割れ幅および短期許容曲げ
モーメント時における残留ひび割れ幅は 0.15mm以下であった。 
4) RC・S接合部は，シアキー，頭付きスタッドおよび接合部せん断補強筋によりせん
断伝達が可能である。また，RC・S接合部近傍において，明瞭なせん断ひび割れは
発生せず，端部 RCと RC・S接合部間の目立ったずれ変形は確認されなかった。 
5) RC・S接合部近傍における主筋のひずみ分布に関して，全ナット接合方式では平面
保持を仮定した分布と概ね一致した。一方，溶接ナット併用接合方式では，境界プ
レートへ直接溶接される 2段筋の量により，平面保持を仮定した分布と異なる場合
が見られた。 
6) スラブが取付くことにより，境界プレートおよび補剛リブに生じる曲げ応力が低減
される。 
7) 境界プレートと端部 RCとの開きはほとんど見られなかった。 
8) RC・S 複合梁を 1 部材とした場合，RC 梁の菅野式を用いた降伏点剛性低下率は，
実験値に対応していない。 
9) 非埋込み型 RC・S複合梁の端部 RCに適用する降伏点剛性低下率に関して，RC 梁
の菅野式を準用した計算値は，実験値によく対応するとは言えない。 
10) RC・S複合梁の等価粘性減衰定数は，端部 RCの履歴モデルに TAKEDAモデルを
適用した端部 RC 部および中央部 S を曲げばねに置換した部材モデルから得られ
る等価粘性減衰定数とよく対応した。 
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第 3章 RC・S接合部の曲げ伝達 
 
3.1 はじめに 
 本章では，RC・S接合部の曲げ伝達を検討するために，RC・S複合梁の曲げせん断実験
試験体を対象として FEM 解析を実施する。FEM 解析結果を基づき，RC・S 接合部の曲
げ伝達モデルの構築および曲げ終局モーメントの評価を行う。 
曲げせん断実験試験体の FEM解析では，材料非線形を考慮した 3次元モデルを用いる。
この FEM の適用性を検討する。せん断力と部材角との関係および各部応力について，解
析結果と実験結果を比較することにより確認する。 
非埋込み型 RC・S複合梁の RC・S接合部は S造露出柱脚の支持形式と類似している例
えば 1)。しかし，両者の間では，軸方向力の有無のほか，非埋込み型 RC・S複合梁では
RC・S接合部において端部 RCの変形による全体曲げ変形が生じる可能性がある点が大
きく異なる。そのため，S造露出柱脚の設計で提示されている接合部の設計用応力評価を
RC・S接合部に適用することは難しい。ここでは，RC・S接合部に生じる応力および変
形を評価できる解析モデル（曲げ伝達モデル）を構築する。本研究で対象とする RC・S
複合梁は端部 RCの固定端側の曲げ降伏が先行し，中央部 Sおよび RC・S接合部は弾性
範囲にあることを条件としている。そのため，RC・S接合部の境界プレートは設計上弾
性として扱うことができる。しかし，その境界プレートに接するコンクリートの剛性は容
易に算定することができず，また実験結果から直接算定することは難しい。そこで，曲げ
せん断実験試験体の FEM解析結果に基づいて，曲げ伝達モデルに用いる境界部の剛性値
を定量的に評価する。さらに，曲げ伝達モデルを用いた RC・S接合部の曲げ終局モーメ
ントの評価方法を示す。 
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3.2 非埋込み型 RC・S複合梁の FEM解析モデル 
 
3.2.1 FEM解析概要  
ここでは，非埋込み型 RC・S複合梁の端部 RCが曲げ終局モーメントに至るまでの RC・
S 接合部の応力状態を把握するため，FEM 解析を実施する。FEM 解析は，接合方式およ
び入力せん断力を主なパラメータし，曲げせん断実験試験体のうち  NRCS2 試験体，
NRCS4試験体，NRCS5試験体および NRCS6試験体を対象として実施する。試験体の主
なパラメータを表 3.2.1に示す。解析には，汎用有限要素解析プログラム DIANA Release 
10.2 (DIANA FEA BV)2）を使用する。 
 
表 3.2.1 曲げせん断実験試験体と FEM解析モデルの主なパラメータ 
試験体 NRCS2 NRCS4 NRCS5 NRCS6 
接合方式 溶接ナット併用接合方式 全ナット接合方式 
Fc(N/mm2) 24 36 24 36 
主筋 
1段筋：4-D19 
2段筋：2-D19 
1段筋：4-D19 
2段筋：4-D19 
1段筋：4-D19 
 2段筋：4-D19※ 
1段筋：4-D19 
2段筋：4-D19 
注）※NRCS5 試験体の 2段筋のうち 2本は固定スタブ手前で止め，固定スタブには定着しない。
その他のパラメータについては第 2 章を参照。 
 
3.2.2 FEM解析モデル 
FEM解析モデルの概要および要素分割図を図 3.2.1に示す。要素モデルについては，中
央部 S（フランジ，ウェブ，スチフナ）をシェル要素，RC・S接合部（境界プレート，補
剛リブ，鉄骨シアキー），端部 RCおよび固定スタブをソリッド要素，鉄筋（主筋，せん断
補強筋）を埋込み鉄筋要素とする。なお，本解析は曲げ伝達に関する検討を目的とするた
め，頭付きスタッドを省略する。図 3.2.1 は NRCS5 試験体の解析モデルを示したもので
あるが，他の試験体の FEM解析のモデル化も同様である。 
 コンクリートの材料特性については，圧縮側は図 3.2.2(a)に示す圧縮破壊エネルギー(Gc)
を考慮した Parabolicモデル 3)，引張側は図 3.2.2 (b)に示す引張破壊エネルギー(Gf)を考慮
した Hordijk モデル 5)とする。ひび割れモデルには，全ひずみ固定ひび割れモデルを用い
る。鉄筋の材料特性は，図 3.2.3に示すバイリニア型とし，鉄骨の材料特性は弾性とする。
それぞれの材料特性値は第 2 章における材料試験結果による。解析モデルの境界条件は，
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固定スタブ底面の節点を固定とし，試験体頂部のスチフナ側面に面外方向の拘束のための
ローラー支持を設ける。埋込み鉄筋要素の境界プレート端については，固定ナットはモデ
ル化せず，境界プレートと節点を共有することとする。境界プレート，補剛リブおよび鉄
骨シアキーとコンクリートとの境界面には，圧縮力のみ伝達され，付着力および摩擦力は
生じない要素（インターフェース要素）を設ける。鉄筋とコンクリート間の付着特性は，
完全付着とする。 
 解析モデルの載荷方法については，曲げせん断実験と同様の載荷位置に単調載荷として
強制変位を与える。変位制御による増分解析は， Newton-Raphson 法により行う。本研
究で対象とする RC・S 複合梁は端部 RC の固定端側の曲げ降伏が先行し，RC・S 接合部
は弾性状態であることを条件としているため，本解析では端部 RC の固定端側が曲げ降伏
に至るまでの載荷とする。 また，本解析は，弾性状態に留まる RC・S接合部の曲げ伝達
に対する検討を行うためのモデルであるため，載荷は繰り返し載荷ではなく一方向の単調
載荷とする。 
 
図 3.2.1  FEM解析モデル（NRCS5モデル） 
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3.3 非埋込み型 RC・S複合梁の FEM解析 
 
3.3.1 せん断力と部材角との関係 
 図 3.3.1 に溶接ナット併用接合方式の NRCS2 試験体および NRCS4 試験体の無次元化
せん断力(Qb/Qmy)と部材角(Rb)の関係について実験結果と FEM 解析結果との比較を示す。
Qbは曲げせん断実験における RC・S複合梁に生じるせん断力，Qmyは端部 RCの固定端が
曲げ終局モーメントに到達した時点のせん断力である。図 3.3.2 は，全ナット接合方式の
NRCS5 試験体および NRCS6 試験体について同様の図を示す。図中には短期許容曲げモ
ーメント時の無次元化せん断力(Qma/Qmy)を点線で併せて示している。図中の実験結果は履
歴曲線の包絡線を示す。Qma は端部 RC の固定端が短期許容曲げモーメントに到達した時
点のせん断力である。FEM解析結果と実験結果はよい対応を示している。 
  
図 3.3.1 Qb/Qmy - Rb関係の比較（溶接ナット併用接合方式） 
 
  
図 3.3.2  FEMと実験の Qb/Qmy - Rb関係の比較（全ナット接合方式） 
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3.3.2 主筋の応力 
 図 3.3.3 に FEM 解析から得られた溶接ナット併用接合方式の NRCS2 試験体および全
ナット接合方式の NRCS4 試験体について，端部 RC の固定端から 770mm の位置におけ
る Qma 時の主筋の軸方向力(rN)を示す。図中には曲げせん断実験結果から得られた主筋の
軸方向力を合わせて示す。図中の縦軸は端部 RCの圧縮側の縁からの梁せい方向の距離(DL)，
横軸は軸方向力を示している。図 3.3.4に，FEM解析から得られた溶接ナット併用接合方
式の NRCS4試験体および全ナット接合方式の NRCS6試験体について，同様の図を示す。
表 3.3.1に境界プレート付近の軸方向力の分担割合を示す。FEM解析値は実験値に比べ若
干の差があるものの，FEM解析結果と実験結果はよい対応を示している。実験結果におい
て，溶接ナット併用接合方式と全ナット接合方式との間で主筋の応力分担が異なる結果が
示されており，特に溶接ナット併用接合方式の 2 段筋本数が多い NRCS4 試験体では平面
保持の応力分布とならない特徴がある。この点に対して，FEM解析においても同様の傾向
が得られた。 
 
 
図 3.3.3 梁主筋の軸方向力（NRCS2と NRCS5） 
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図 3.3.4 梁主筋の軸方向力（NRCS4と NRCS6） 
 
表 3.3.1 引張側主筋の応力分担割合 
 NRCS2 NRCS4 NRCS5 NRCS6 
1段筋／2段筋 4-D19 / 2-D19 4-D19 / 4-D19 4-D19 / 4-D19 4-D19 / 4-D19 
1段筋 0.56 (0.55) 0.42 (0.44) 0.57 (0.54) 0.57 (0.55) 
2段筋 0.44 (0.45) 0.58 (0.56) 0.43 (0.46) 0.43 (0.45) 
※（  ）内の値は実験値にける応力分担割合を示す。 
 
 
3.3.3 境界プレートの応力 
 図 3.3.5 に Qma 時における溶接ナット併用接合方式の境界プレートの FEM 解析から得
られた相当応力 (σpl)を示す。図中には，実験から得られたひずみゲージ位置における応力
を併せて示す。図の横軸は引張側 1 段筋からの距離(dpl)を示す。ひずみゲージ位置におい
て実験結果と解析結果はよく対応している。図 3.3.6 に全ナット接合方式の境界プレート
の FEM 解析から得られた相当応力を示す。図中には，実験から得られたひずみゲージ位
置における応力を併せて示す。ひずみゲージ位置において実験結果と解析結果は，引張側
で若干差があるが対応している。溶接ナット併用接合方式の境界プレートにおける中立軸
は，梁せい方向のほぼ中央に位置する。また，最大の相当応力は，引張側フランジ位置で
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発生するが，圧縮側フランジ位置においても引張側フランジ位置の相当応力に対し
NRCS2 モデルでは約 50%，NRCS4 モデルでは約 80%の相当応力が発生する。全ナット
接合方式の境界プレートは補剛リブが取り付くため，応力分布は溶接ナット併用接合方式
の境界プレートとは異なる。最大の相当応力は，溶接ナット併用接合方式と同様に引張側
フランジ位置で発生するが，圧縮側フランジ位置においても引張側フランジ位置の相当応
力に対し NRCS5モデルでは約 65%，NRCS4モデルでは約 70%の相当応力が発生する。 
 
 
  
(a) NRCS2                    (b) NRCS4 
図 3.3.5  境界プレートの応力（溶接ナット併用接合方式） 
 
  
(a) NRCS5                    (b) NRCS6 
図 3.3.6  境界プレートの応力（全ナット接合方式） 
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3.3.4 補剛リブの応力 
 図 3.3.7 に Qma 時における全ナット接合方式の補剛リブの FEM 解析から得られた相当
応力(σrb)を示す。図中には，実験から得られたひずみゲージ位置における応力を併せて示
す。図の横軸は引張側 1 段筋からの距離(dpl)を示す。ひずみゲージ位置において実験結果
と解析結果は，引張側で若干差があるが対応している。圧縮側については，FEM解析結果
と実験結果が乖離しているが，これは FEM 解析の条件として補剛リブとコンクリート間
に付着力および摩擦力は生じない要素（インターフェイス要素）を配置しているため，FEM
解析では付着による応力伝達はされないが，実験では補剛リブとコンクリート間に付着が
生じるため，補剛リブの実験値が FEM 解析値に比べ小さいと考えられる。補剛リブの中
立軸は梁せい方向の中央よりやや引張フランジ側に位置する。最大応力は圧縮フランジ側
で生じ，NRCS5モデル，NRCS6モデルとも引張フランジ側の最大値の 1.5倍程度の値を
示す。 
 
 
   
(a) NRCS5                    (b) NRCS6 
図 3.3.7  補剛リブの応力 
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3.3.5 コンクリートの応力 
 図 3.3.8 および図 3.3.9 に溶接ナット併用接合方式の NRCS2 モデルおよび全ナット接
合方式の NRCS5 モデルの FEM 解析から得られた Qma時における端部 RC 側面の部材軸
方向の圧縮応力度分布を示す。載荷は図中に示す矢印のように左側からの載荷である。図
3.3.8および図 3.3.9から，主筋接合方式によらず，圧縮応力はほぼ同一の分布であること
がわかる。圧縮領域は，梁せい方向にほとんど拡がりを生じず，スタブ面まで圧縮応力を
伝達している。NRCS2 試験体の境界プレート寸法は端部 RC 断面と同一であるが，圧縮
側の境界プレートの外縁直下の圧縮応力は小さいことが分かる。これらの応力分布の傾向
は NRCS4モデルおよび NRCS6モデルにおいても同様である。 
 
 
図 3.3.8 端部 RCの圧縮応力分布（Qma時：端部 RC側面） 
 
図 3.3.9 端部 RCの圧縮応力分布（Qma時：端部 RC中央面） 
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 図 3.3.10に Qma時の端部 RCと境界プレートとの境界面のコンクリート要素の圧縮応力
分布を示す。図 3.3.9 中には，主筋位置と中央部 S のフランジ位置を点線で併せて示す。
図 3.3.11 に解析結果から得られた圧縮領域の幅を示す。溶接ナット併用接合方式である
NRCS2 モデルおよび NRCS4 モデルでは，その主な圧縮領域は，おおよそ 2 段筋位置か
ら境界プレート厚さと同距離分内側に入った位置から 1段筋外縁部までの幅である。全ナ
ット接合方式である NRCS5 モデルおよび NRCS6 モデルでは，その主な圧縮領域は 2 段
筋外縁部から 1段筋外縁部までの幅である。溶接ナット併用接合方式は，中央部 Sの梁フ
ランジと 2 段筋位置を同レベルとしているため，2 段筋位置でのコンクリート圧縮応力が
大きいことがわかる。特に，NRCS4モデルは 2段筋本数が NRCS2モデルより多いため，
NRCS2 モデルと比較して 2 段筋位置の圧縮応力度が大きい。一方，全ナット接合方式は
梁フランジ位置を中心として主筋を均等に配置しているため，主筋位置によるコンクリー
ト圧縮応力の大きな違いは見られない。 
 
図 3.3.10  境界プレート境界面（コンクリート要素）の圧縮応力分布（Qma時） 
 
図 3.3.11  境界プレート境界面（コンクリート要素）の圧縮応力分布の幅 
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3.3.6 境界プレートの変形 
 曲げせん断実験において，境界プレートと端部 RC との間に目立ったあきは確認されな
かった。ここでは，FEM 解析における境界プレートの端部 RC とのあきを検討する。図
3.3.12 に FEM解析における最大耐力時（Rb=1/67時点）での境界プレートおよび端部 RC
の軸方向の絶対変位（δv）と境界プレートと端部 RC とのあき（∆δv）の分布を示す。図
3.3.12 の DLは端部 RC の梁せい方向の距離を示す。図 3.3.12 中には境界プレートのフラ
ンジ位置における回転角(RPL)を合わせて示す。境界プレートと端部 RC とのあきは，溶接
ナット併用接合方式の NRCS2モデルでは，最大 0.32㎜，NRCS4モデルでは最大 0.25㎜
であった。最大となるあきは 2段筋位置（中央部 Sフランジ位置）よりも梁中心側に生じ
た。全ナット接合方式では，境界プレートと端部 RC とのあきは NRCS5 モデルおよび
NRCS6モデルとも最大 0.20㎜であった。最大となるあきは境界プレートの端部で生じた。 
RPLの値は 1/1759～1/2065 であり，境界プレートの変形が RC・S 複合梁の回転角に与え
る影響は小さいと言える。 
  
(a) NRCS2              (b) NRCS4 
 
(c) NRCS5              (d) NRCS6 
 
図 3.3.12 FEM解析における境界プレートと端部 RCとのあき 
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3.3.7 境界プレートの固定度 
本研究における RC・S複合梁は，端部 RCの曲げ降伏時に RC・S接合部は弾性状態に
あることを要件としているため，曲げせん断実験においても端部 RCの曲げ降伏時に
RC・S接合部は弾性状態となる仕様とした。ここでは境界プレートの固定度が低いケー
スに対する検討として，NRCS4モデルを対象に境界プレートの厚さを約 1/2とした場合
（NRCS4Lモデル）について検討する。NRCS4Lモデルの境界プレートの仕様を表
3.3.2に示す。表 3.3.2には比較の対象とする NRCS4モデルの仕様も併せて示す。図
3.3.13 に Qb-Rb関係の比較を示す。NRCS4Lモデルは境界プレートが薄いため，早期に
境界プレートが降伏し，NRCS4モデルと比較して剛性が低い。図 3.3.14に Rb=1/67時点
のせん断力(Qb)における境界プレートと端部 RCとのあきの分布を示す。この時点におい
て NRCS4モデルは端部 RCが曲げ終局状態に到達している。NRCS4Lモデルのあきは
NRCS4モデルに比べ，約 17倍であり，最大のあきは 2段筋位置（中央部 Sフランジ位
置）で生じている。 
 
 
表 3.3.2 境界プレートの固定度を低減したモデル 
モデル名 境界プレート 
NRCS4 t=40(SN490C) 
NRCS4L t=19(SN490C) 
 
  
図 3.3.13 Qb-Rb関係の比較     図 3.3.14 境界プレートと端部 RCとの 
あきの分布（Rb=1/67時） 
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3.4  RC・S接合部の曲げ伝達  
 
3.4.1  曲げ伝達モデルの概要 
 設計において，フルモデルの FEM解析により RC・S接合部の設計用応力評価を行う
ことは困難である。ここでは，RC・S接合部の応力分布を適切に評価する曲げ応力解析
モデル（以下，曲げ伝達モデル）について検討する。RC・S接合部の曲げ伝達モデルの
概念を図 3.4.1に示す。曲げ伝達モデルは，非埋込み型 RC・S複合梁における RC・S接
合部の境界プレートおよび補剛リブを対象にモデル化する簡易な FEMモデルである。こ
こでは，解析モデルを対称性を考慮した 1/2 モデルとし，シェル要素と境界ばねにより構
成する。なお，圧縮側の境界ばねは，圧縮力のみ伝達可能なばねとする。図中の Wplは解
析における境界プレート幅，ωは中央部 Sフランジに生じる単位幅当たりの軸方向力，h
は中央部 Sフランジ中心間距離を示す。ωは各接合方式に応じた位置に配置する。図
3.4.1は対称性を考慮したモデルを示しており，図中の CLは対称となるラインを示す。 
 
 
図 3.4.1  RC・S接合部の曲げ伝達モデル 
  
(b) 補剛リブ付きモデル 
[全ナット接合方式] 
(a) 補剛リブなしモデル 
[溶接ナット併用接合方式] 
引張側境界ばね 
（主筋位置に配置） 
ω 
h 
ω 
Md 
Wpl 
ω 
ω 
CL 
h 
Md ω 
ω 
Wpl CL 
2 段筋位置に
配置 
2 段筋位置に
配置 
圧縮側境界ばね 
（境界プレート全面に配置） 
引張側境界ばね 
（主筋位置に配置） 
ω 
ω 
1 段筋と 2 段筋間の
中央に配置 
圧縮側境界ばね 
（境界プレート全面に配置） 
1 段筋と 2 段筋間の
中央に配置 
第 3章 RC・S接合部の曲げ伝達 
- 110 - 
3.4.2  境界ばねの評価 
 3.2で示した FEM解析による中央部 Sフランジ位置の軸方向変位を用いて境界ばねの
剛性を求める。非埋込み型 RC・S複合梁の RC・S接合部は S造露出柱脚の支持形式と
類似している例えば 1)。しかし，軸方向力の有無のほか，接合面において端部 RCの曲げ変
形による変形が生じる点が両者で大きく異なる。そこで，RC・S接合部全体の回転変形
による変位を端部 RCの曲げ変形と境界プレートの回転変形に分離し，境界プレートの回
転剛性に相当する境界ばねの剛性を求める。上記の変形の分離は，図 3.4.2に示すように
平面保持仮定が成り立つとして，中央部 Sのフランジ位置の軸方向変位について，端部
RCの部材角に相当する軸方向変位を曲げ変形相当変位（引張側:δbt，圧縮側:δbc）とし
て，全体の回転変形による変位（引張側:δat，圧縮側:δac）から差し引いた変位を，境界プ
レートの回転変形相当変位（引張側:δvt，圧縮側:δvc）とする。 
 
 
図 3.4.2 変形成分の分離 
 
 
図 3.4.3 に端部 RC と境界プレートの境界面における中央部 S フランジ位置における各
変形成分の軸方向変位とせん断力(Qb)との関係を示す。図中には Qma および Qmy を併せて
示す。軸方向変位は正側が引張方向変位(δt)，負側が圧縮方向変位(δc)を示している。引張
側の挙動には，各変形成分ともコンクリートの曲げひび割れによる剛性低下の影響が表れ，
曲げ変形相当変位ではやや強く非線形性が見られる。主筋降伏後では，主筋降伏に伴う曲
げ変形相当変位の増大が見られるが，境界プレートの回転変形相当変位には，曲げ変形相
当変位のような増大は見られない。圧縮側の挙動には，主筋降伏に伴う目立った軸方向変
引張側曲げ変形相当変位δbt = a・θ 
 
圧縮側曲げ変形相当変位δbc = b・θ 
 
θ 
端部 RC 部材角θ 
全体の回転変形による 
変位δat 
全体の回転変形相当変位δac 
境界プレートの回転
変形相当変位δvt 
δvt = δat - δbt 
δvc = δac - δbc 
a b 
境界プレートの
回転変形相当変
位δvc 
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位の増大は生じていない。Qma 時のフランジ位置の軸方向の変形成分量とその割合の一覧
を表 3.4.1に示す。表 3.4.1より，引張側，圧縮側とも境界プレートの回転変形相当変位の
占める割合は，全体変位の 20%～30%であることがわかる。NRCS2 モデルについては，
他のモデルと比べ若干境界プレートの回転変形相当変位の割合が高い。これは RC・S接合
部の主筋量が他の試験体より少ないことが影響していると考えられる。 
 
  
 
   
 
図 3.4.3 各変形成分のフランジ位置軸方向変位(δvt, δvc)とせん断力(Qb)との関係 
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表 3.4.1 各変形成分の軸方向変位とその割合（Qma時） 
                                   (mm) 
モデル NRCS2 NRCS4 NRCS5 NRCS6 
引張側 圧縮側 引張側 圧縮側 引張側 圧縮側 引張側 圧縮側 
全体δa 2.14 -0.27 2.22 -0.33 1.78 -0.25 2.25 -0.34 
曲げδb 
1.53 
(0.71) 
-0.19 
(0.70) 
1.67 
(0.75) 
-0.25 
(0.76) 
1.34 
(0.75) 
-0.19 
(0.76) 
1.71 
(0.76) 
-0.26 
(0.76) 
境界δv 
0.61 
(0.28) 
-0.08 
(0.30) 
0.55 
(0.25) 
-0.08 
(0.24) 
0.44 
(0.25) 
-0.06 
(0.24) 
0.54 
(0.24) 
-0.08 
(0.24) 
注）括弧なしの値はフランジ位置の変形量を，括弧ありの値は全体に占める割合を示す。 
 
 
 3.4.2で得られた境界プレートの回転変形相当変位を用いて Qma時における境界ばねの
剛性を設定する。境界ばねの剛性を算定する際の軸方向力は，Qma時の RC・S接合部と
中央部 Sのフランジの境界部に生じている曲げモーメントをフランジ中心間距離(h)で除
した中央部 Sのフランジの軸方向力(frP)とする。また，図 3.4.3において，境界ばねは全
体の回転変形による変位および曲げ変形相当変位に比べひび割れによる非線形が強く出て
いないことから，線形ばねとする。引張側の境界ばねは，鉄筋本数に応じて鉄筋位置に設
ける。圧縮側の境界ばねは，圧縮側の軸剛性を 3.3.5から得られた各主筋接合方式に応じ
た端部 RCのコンクリート圧縮領域面積で除した値を面分布境界ばねとして境界プレート
全面に配置する。境界ばねの剛性を表 3.4.2に示す。 
 
表 3.4.2 曲げ伝達モデルの境界ばねの剛性 
試験体 NRCS2 NRCS4 NRCS5 NRCS6 
引張側(N/mm)※ 177042 188188 170446 170802 
圧縮側(N/mm3) 307 340 338 312 
注)※引張側の値は鉄筋 1本あたりのばね値を示す。 
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3.4.3  曲げ伝達モデルによる応力評価 
 図 3.4.4に溶接ナット併用接合方式の Qma 時における RC・S接合部の曲げ伝達モデル
から得られた曲げ応力を示す。図中には 3.2で示した FEM解析から得られた曲げ応力を
併せて示す。曲げ伝達モデルの応力の分布は，FEM解析結果と対応している。境界プレ
ートの引張側の中央部 Sのフランジ部において，FEM解析に比べ大きい値となっている
が，安全側の評価である。 
図 3.4.5および図 3.4.6に全ナット接合方式の Qma時の RC・S接合部の曲げ伝達モデル
から得られた曲げ応力を示す。曲げ伝達モデルの曲げ応力の分布は，FEM解析結果と対
応している。境界プレートの引張側の中央部 Sフランジ部において，FEM解析に比べ大
きい値となっているが安全側の評価である。補剛リブの曲げ応力を図 3.4.6に示す。補剛
リブの曲げ応力は，圧縮側で最大応力が生じている点に特徴がある。曲げ伝達モデルは
FEM解析モデルと良い対応を示している。 
これらの解析から得られた境界プレートおよび補剛リブの曲げ応力の最大値を表 3.4.3
に示す。曲げ伝達モデルの曲げ応力は，最大応力となる箇所で安全側に評価されるもの
の，フルモデルの FEM解析と良く対応した応力分布を示すことができ，設計に有用なモ
デルと判断できる。 
 
 
  
        (a) NRCS2                (b) NRCS4 
図 3.4.4 境界プレートの曲げ応力の比較（溶接ナット併用接合方式） 
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        (a) NRCS5                (b) NRCS6 
図 3.4.5 境界プレートの曲げ応力の比較（全ナット接合方式） 
 
  
        (a) NRCS5                (b) NRCS6 
図 3.4.6 補剛リブの曲げ応力の比較（全ナット接合方式） 
 
表 3.4.3 曲げ応力の最大値（Qma時） 
(N/mm2)  
モデル 
溶接ナット併用接合方式 
[境界プレート] 
全ナット接合方式 
[境界プレート/補剛リブ] 
NRCS2 NRCS4 NRCS5 NRCS6 
FEM 解析 195 172 142/ 40 135/ 44 
曲げ伝達モデル 245 197 310/ 45 269/ 48 
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3.4.4  設計用境界ばねの設定 
3.4.3では各試験体の FEM解析結果より設定した境界ばねの値を示したが，ここでは
設計時に用いる境界ばねの値について検討する。設計用境界ばねは (3.4.1) 式および 
(3.4.2) 式にて算定するものとし，式中の主筋の等価変形長さ(eLr)およびコンクリートの
等価変形深さ(eLc)を検討する。FEM解析結果から得られた軸方向剛性(Kt,Kc)を用いて，
(3.4.1) 式および(3.4.2) 式から得られた主筋の規準化等価変形長さ(eLr/db)と規準化せん断
力(Qb/Qma)との関係を図 3.4.7に，コンクリートの規準化等価変形深さ(eLc/Lxn)と規準化せ
ん断力(Qb/Qma)との関係を図 3.4.8に示す。なお，図 3.4.7，図 3.4.8では，入力せん断力
は Qmaにて，主筋の等価変形長さは主筋径(db)にて，コンクリートの等価変形深さは圧縮
側 1段筋位置に 2/3σBが生じる三角形分布から求められるコンクリートの圧縮域長さ(Lxn)
にて規準化した値とする。圧縮領域(Ac)に関しては FEM解析結果から，溶接ナット併用
接合方式では 2段筋位置から境界プレート厚さと同距離分内側に入った位置から 1段筋
外縁部までの幅とし，全ナット接合方式では，2段筋外縁部から 1段筋外縁部までの幅と
した。 
eLr/dbについては Qb/Qmaが 0.4の値から，ほぼ一定の値を示している。Lc/Lxnについて
は，Qb/Qmaが 0.2の値から単調に減少し，0.8の値以降でほぼ一定の値を示している。 
 
・引張側境界ばね(Kt) 
   Kt= ArEr Lre
 ⁄   (N/mm2) 
   記号 
Ar  ：主筋の面積(mm2) 
Er  ：主筋のヤング係数(N/mm2) 
eLr ：主筋の等価変形長さ(mm) 
 
・圧縮側境界ばね(Kc) 
   Kc= AcEc Lce ⁄   (N/mm2) 
   記号 
   Ac  ：圧縮領域の面積(mm2) 
Ec  ：コンクリートのヤング係数(N/mm2) 
eLc ：コンクリートの等価変形深さ(mm)  
（3.4.1） 
（3.4.2） 
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図 3.4.7 主筋の規準化等価変形長さ (eLr/db)   図 3.4.8  コンクリートの規準化等価変形 
と規準化せん断力(Qb/Qma)との関係       深さ(eLc/Lxn)と規準化せん断力(Qb/Qma)との関係 
 
 
表 3.4.4に Qma時における eLr，eLc，eLr/dbおよび eLc/Lxnを示す。引張側における主筋の
等価変形長さは 15.6db～17.2db，圧縮側におけるコンクリートの等価変形深さは 0.50 Lxn
～0.54 Lxnである。主筋の等価変形長さ eLrは Qb/Qma=0.5～1.0の値を参考にやや長く設定
する。また，コンクリートの等価変形深さ eLcは，長期許容応力度設計に適用できるよう
に Qb/Qma=0.5付近の値を参考にやや長く設定する。以上より，設計用境界ばね値に用い
る eLrを 20db， eLcを 0.80 Lxnとする。これらの値を用いたモデルを境界ばねの設計モデ
ルとする。 
曲げ伝達モデルに設計用境界ばねおよび文献 7)によるコンクリートおよび鉄筋のヤン
グ係数を用いたモデルを設計用曲げ伝達モデルと呼ぶ。設計用曲げ伝達モデルによる応力
分布図を図 3.4.9および図 3.4.10に示す。図 3.4.9および図 3.4.10から，曲げ伝達モデ
ルの設計モデルは，FEM解析結果を安全側に評価することがわかる。 
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表 3.4.4  Qma時における主筋の等価変形長さとコンクリートの等価変形深さ 
モデル NRCS2 NRCS4 NRCS5 NRCS6 
主筋の 
等価変形長さ(eLr) 
314 mm 
(16.6db) 
296 mm 
(15.6 db) 
326 mm 
(17.2 db) 
325 mm 
(17.1 db) 
コンクリートの 
等価変形深さ(eLc) 
90 mm 
(0.54Lxn) 
89 mm 
(0.54Lxn) 
88 mm 
(0.50Lxn) 
93 mm 
(0.53Lxn) 
 
 
  図 3.4.9  設計用曲げ伝達モデルの境界プレートの応力分布（溶接ナット併用接合方式：
NRCS4） 
 
  
(a) 境界プレート              (b) 補剛リブ 
図 3.4.10  設計用曲げ伝達モデルの応力分布（全ナット接合方式：NRCS6） 
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3.5  RC・S接合部の曲げ終局モーメント 
 
3.5.1 曲げ終局モーメントの算定方法 
 ここでは，RC・S接合部の曲げ伝達モデルを用いて曲げ終局モーメントを算定する。
ここで用いる曲げ伝達モデルの鋼材の材料特性は，図 3.5.1に示す完全弾塑性のバイリニ
ア型とする。まず，図 3.5.2に示すように，曲げ伝達モデルの中央部Ｓフランジ部に等分
布荷重による偶力(frP)を与えた材料非線形増分解析を行う。この際，偶力は単調載荷とし
て荷重制御にて与える。境界ばねの値は，設定は 3.4.4に示す方法にて算定する。次に引
張側フランジ位置における frPと軸方向変形(δvt)との関係を示す。この際のδvtの値は，引
張側加力点の平均値とする。 frP－δvt関係は図 3.5.3のような形で得られる。図 3.5.3にお
ける A点は初期降伏点，B点は引張側変形が初期降伏点の変形の 1.5倍に達した点であ
る。RC・S接合部の曲げ降伏点は，初期剛性と B点の接線剛性の交点として定義する。B
点の変形の A点の変形に対する割合は，曲げ降伏点に達した場合の残留ひずみが 0.2mm
以下となる値として設定した。RC・S接合部の曲げ終局モーメント(jMy)は曲げ降伏点に
おける荷重(frPy)にフランジ中心間の距離(h)を乗じた値として求める。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ε 
σ 
σy 
h 
frP Wpl 
設計用引張側境界ばね 
（主筋位置に配置） 
frP 
 
荷重制御による増分解析 
設計用圧縮側境界ばね 
（境界プレート全面に配置） 
frP 
frP 
 
図 3.5.2 曲げ終局モーメントを求めるための 
曲げ伝達モデル 
図 3.5.1 鋼材の材料特性 
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図 3.5.3 RC・S接合部の frP－δvt関係と曲げ降伏点の例 
 
 
3.5.2 荷重と変形との関係 
 図 3.5.4~図 3.5.7 に溶接ナット併用接合方式の RC・S 接合部(NRCS2 モデル，NRCS4
モデル)と全ナット接合方式の RC・S 接合部(NRCS5 モデル，NRCS6 モデル)の変形と荷
重の関係を示す。また，図中①~④における相当応力度分布を併せて示す。図中の①は端部
RC の固定端が短期許容曲げモーメントに達した時点，②は初期降伏時，③は曲げ降伏時
および④は初期降伏時変形の 1.5倍を超えた時点での解析点を示す。 
 溶接ナット併用接合方式の RC・S接合部は引張側フランジ部が先行して降伏し，曲げ
降伏時では圧縮側フランジ部が降伏した。NRCS2モデルはその後，軸方向力が増加する
に従い，圧縮側の境界プレートの塑性域が増加した。一方，引張側の境界プレートの塑性
域は曲げ降伏時とほぼ同じである。NRCS4モデルは引張側，圧縮側とも塑性域の拡がっ
ていく点で NRCS2モデルとの降伏後の応力分布に違いがある。この違いは，フランジ位
置に溶接された主筋本数が NRCS2試験体は 2本であることに対し NRCS4試験体は 4本
であり，引張側の剛性が異なることにより生じている。 
 全ナット接合方式の RC・S接合部は，溶接ナット併用接合方式と同様に引張側フラン
ジが先行して降伏し，曲げ降伏時近傍では圧縮側フランジが降伏した。その後，軸方向力
が増加するに従い，引張側フランジ近傍の塑性域が増加していき，補剛リブにも塑性域は
進展した。一方，圧縮側フランジ近傍の塑性域は曲げ降伏時とほぼ同じであった。この傾
向は，NRCS5モデル，NRCS6モデルとも同様であった。 
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(a) frP －δvt関係 
 
 
  
(b) Qma時（①）                    (c) 初期降伏時（②） 
 
  
(d) 曲げ降伏時（③）         (e) 初期降伏時変形×1.5を超えた時点（④） 
 
図 3.5.4 RC・S接合部の荷重と変形との関係（溶接ナット併用接合方式：NRCS2） 
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(a) frP －δvt関係 
 
   
(b) Qma時（①）                   (c) 初期降伏時（②） 
 
  
(d) 曲げ降伏時（③）       (e) 初期降伏時変形×1.5を超えた時点（④） 
 
図 3.5.5 RC・S接合部の荷重と変形との関係（溶接ナット併用接合方式：NRCS4） 
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(a) frP －δvt関係 
 
   
(b) Qma時（①）                  (c) 初期降伏時（②） 
 
  
(d) 曲げ降伏時（③）       (e) 初期降伏時変形×1.5を超えた時点（④） 
 
図 3.5.6 RC・S接合部の荷重と変形との関係（全ナット接合方式：NRCS5） 
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(a) frP －δvt関係 
 
   
(b) Qma時（①）                    (c) 初期降伏時（②） 
 
  
(d) 曲げ降伏時（③）      (e) 初期降伏時変形×1.5を超えた時点（④） 
 
図 3.5.7 RC・S接合部の荷重と変形との関係（全ナット接合方式：NRCS6） 
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 表 3.5.1に曲げ終局モーメント到達した場合の残留変位を示す。残留変位は図 3.5.3で
示した曲げ降伏点の変位と曲げ降伏点における荷重時の曲げ伝達モデルの変位との差とす
る。曲げ終局モーメントに到達した場合の残留変位は 0.2mm以内となるよう設定してい
る。ここに示した 4モデルにおいて，残留変位は 0.05mm~0.09mmであり，設定した残
留変位量の範囲である。 
 
表 3.5.1 曲げ終局モーメント到達時の残留変位 
                                  (mm) 
モデル 曲げ降伏点の 
変位 
曲げ降伏荷重時の 
曲げ伝達モデルの変位 
残留変位 
NRCS2 1.34 1.38 0.04 
NRCS4 1.95 2.00 0.05 
NRCS5 1.11 1.19 0.08 
NRCS6 1.57 1.66 0.09 
 
 
3.5.3 曲げ終局モーメント 
 RC・S接合部の曲げ終局モーメントと各試験体の Qmy時において RC・S接合部に生じ
るモーメントを表 3.5.2に示す。各試験体とも RC・S接合部の曲げ終局モーメントは，
端部 RCの降伏時に生じるモーメントに対し十分な余裕があることがわかる。 
 
表 3.5.2 RC・S接合部の曲げ終局モーメントと部材の曲げモーメントとの関係 
 RC・S接合部の 
曲げ終局モーメント
(kN・m) 
端部 RC降伏時に 
生じるモーメント 
(kN・m) 
NRCS2 392 230 (1.70) 
NRCS4 767 300 (2.56) 
NRCS5 366 204 (1.79) 
NRCS6 551 262 (2.10) 
        表中の（ ）内の値は RC・S 接合部の曲げ余裕度を示す。 
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3.6  まとめ 
 
本章では，RC・S複合梁の曲げせん断実験試験体を対象に FEM解析を実施し， RC・
S接合部の曲げ伝達モデルの構築および曲げ終局モーメントの算定方法を考案した。以下
にその結果を示す。 
 
1) 試験体の FEM 解析による RC・S 接合部における境界プレートの応力分布は実験
結果とよく対応した。 
2) 引張側主筋と圧縮側コンクリートを表す 2つの境界ばねを用いて境界プレートの応
力を算定する曲げ伝達モデルを構築した。 
3) 曲げ伝達モデルの境界ばねの値は，FEM解析により RC・S接合部の全体の回転変
形を端部 RCの曲げ変形と境界プレートの回転変形に分離し設定した。 
4) RC・S接合部の曲げ伝達モデルは，境界プレートの最大応力のほか，応力分布を概
ね評価することができた。 
5) 曲げ伝達モデルの境界ばねは，引張側については主筋径，圧縮側については圧縮域
長さを基準として評価することができた。 
6) 曲げ伝達モデルの境界ばねは，引張側の主筋の等価変形長さを主筋径の 20 倍，圧
縮側のコンクリートの等価変形深さを圧縮域深さの 0.8倍とした場合，境界プレー
トの応力を安全側に評価できた。 
7) 曲げ伝達モデルを用いて RC・S 接合部の降伏後の応力状態を検討した。溶接ナッ
ト併用接合方式と全ナット接合方式では，初期降伏から曲げ降伏に至るまでの塑性
域の形成のプロセスが異なった。 
８) 曲げ伝達モデルにより，RC・S接合部の曲げ終局モーメントを定義し，各試験体の
曲げ終局モーメントを算定した。 
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第 4章 RC・S接合部のせん断伝達 
 
4.1  はじめに 
非埋込み型 RC・S複合梁の曲げせん断実験では端部 RCの固定端における曲げ破壊を先
行させているため，RC・S接合部のせん断終局耐力を評価することはできない。非埋込み
型 RC・S複合梁で用いる 2種類の RC・S接合部は共にせん断伝達要素として頭付きスタ
ッドと鉄骨シアキーを併用している。本章では，RC・S接合部のせん断実験試験体を対象
に FEM 解析を実施して，鉄骨シアキーと頭付きスタッドを併用した場合のせん断力抵抗
機構を考察し，RC・S接合部のせん断終局耐力を評価する。 
 
 
4.2  RC・S接合部の FEM解析モデル 
4.2.1 FEM解析概要 
 本研究で対象とする非埋込み型 RC・S 複合梁の RC・S 接合部におけるせん断伝達は，
主に鉄骨シアキーおよび頭付きスタッドにより行われる。 
 ここでは，鉄骨シアキーと頭付きスタッドを併用した RC・S接合部のせん断力抵抗機
構および各要素の応力分担を評価するために，FEM解析を実施する。解析は 1方向載荷
のせん断実験試験体を対象に行う。せん断実験は，せん断伝達要素の組み合わせとコンク
リート強度を主なパラメータとして 7体の試験体に対して実施した。試験体の概要は 4.2.3
で述べ，その詳細は付録 Aに示す。試験体の解析モデルは，曲げせん断実験試験体の解析
モデルと同様に 1/2モデルとし，端部 RCの断面寸法は曲げせん断実験試験体の端部 RC
と同じ寸法とする。端部 RCの長さは端部 RC梁せいの 1/2とする。せん断伝達要素は，
全ナット接合方式の曲げせん断実験試験体の RC・S接合部から補剛リブを除いた部分と
し，同様の配置とする。境界プレートに設けた主筋貫通用の孔はルーズホールとし，主筋
のせん断伝達に及ぼす影響を極力小さくする。端部 RCは，RC・S接合部にて破壊するよ
う，文献 1)による曲げ終局モーメント算定式および文献 2)によるせん断終局耐力算定式を
用いて，曲げ終局モーメント，せん断終局耐力とも RC・S接合部以上の耐力を確保でき
る主筋量およびせん断補強筋量とする。FEM解析は曲げせん断実験試験体の解析と同様
に，汎用 FEM解析プログラム DIANA Release 10.2 (DIANA FEA BV)3）を用いて解析す
る。 
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4.2.2 FEM解析モデル 
 FEM解析モデルの概要および要素分割図を図 4.2.1に示す。要素モデルについては，境
界プレート，コンクリート，頭付きスタッド，鉄骨シアキーおよび主筋にはソリッド要素，
せん断補強筋には埋込み鉄筋要素を用いる。コンクリート材料のひび割れ面でのせん断伝
達に関しては，図 4.2.2に示す接触密度関数モデル 4)を採用する。その他の条件は，3.2.2
で示した曲げせん断実験試験体の FEM 解析と同様とする。主筋のナットについても同様
にモデル化していない。試験体に生じる曲げからナットに生じる軸方向力に対しては，ナ
ット範囲の境界プレートの軸方向変形を固定し対応する。解析は，表 4.2.1 に示すコンク
リート強度をパラメータとした 4ケースにおいて行う。せん断伝達要素である鉄骨シアキ
ーおよび頭付きスタッドの仕様については各解析モデルとも共通である。解析に用いる材
料特性は，表 4.2.2 の値を用いる。 SRCS1 モデルおよび SRCS3 モデルのコンクリート
強度は実験値を採用し，SRCS2モデルおよび SRCS3モデルに関しては，実験を行ってい
ないため，コンクリート強度は Fcを採用し，ヤング係数は文献 1）により，割裂強度は 0.5
√Fcとして算定した。 
 
図 4.2.1 FEM解析モデル     図 4.2.2 接触密度関数モデル 4) 
 
表 4.2.1 FEMモデルのパラメータ 
試験体名 SRCS1 SRCS2 SRCS3 SRCS4 
Fc(N/mm2) 24 36 48 60 
          ＜共通＞ 頭付きスタッド：4-φ13（L=80mm） 
鉄骨シアキー：PL-6（h=50mm） 
主筋：片側 8-D19（SD390），うち 2 本は境界プレートを貫通 
せん断補強筋：□-D6@50(UHY685) 
接合部せん断補強筋：3□-U10.7(SBPD1275/1480) 
 
・頭付きスタッド 
・鉄骨シアキー 
・主筋 
⇒ソリッド要素 
・せん断補強筋 
⇒埋込み鉄筋要素 
・境界プレート 
・コンクリート 
⇒ソリッド要素 
スタブ面：固定 
載荷面：強制変位 
τ 
τmax 
τmin 
ε 
εmax 
εmin 
0.9εmax 
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表 4.2.2  FEMモデルの材料特性 
 ヤング係数 
(N/mm2) 
圧縮強度 
(N/mm2) 
割裂強度 
(N/mm2) 
SRCS1(Fc24) 28900 27.3 2.26 
SRCS2(Fc36) 30766 36.0 3.00 
SRCS3(Fc48) 32633 48.0 3.73 
SRCS4(Fc60) 34500 65.6 4.47 
 
 ヤング係数 
(N/mm2) 
降伏強度 
(N/mm2) 
D19(SD390) 193700 437 
D6(UHY685) 194200 692 
U10.7 193400 1298 
PL28(SN490B) 211400 323 
PL6(SS400) 209800 309 
頭付きスタッド 206800 259 
 
4.2.3 せん断実験概要 
 RC・S接合部のせん断実験における，試験体形状および加力装置せん断実験を図 4.2.3
に示す。試験体は，境界プレートから RC部へのせん断伝達要素およびコンクリート強度
の組み合わせを変化させた 7体の 1/2縮尺試験体とした。RC部の断面寸法は曲げせん断
実験における RC・S梁の端部 RCと同じ寸法とした。せん断伝達要素は，全ナット接合方
式の曲げせん断試験体の RC・S接合部から補剛リブを除いた部分とし，同様の配置とし
た。載荷は 1方向載荷とした。 
 
 
 
図 4.2.3 非埋込み型 RC・S接合部のせん断実験の概要 
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4.3  RC・S接合部のせん断解析結果 
 
4.3.1 実験結果との対応 
 SRCS1モデルおよび SRCS4モデルについて，単調載荷実験との比較を行い，解析の適
用性を検討する。せん断力(Qs)と水平変位(δs)との関係について，実験結果と FEM解析結
果との比較を図 4.3.1および図 4.3.2に示す。解析結果は水平変位が過大となる 2mm以降
ではせん断力が上昇しないが，実験結果とよく対応していることがわかる。 
 
 
図 4.3.1  Qs－δs関係の比較（SRCS1） 
 
図 4.3.2  Qs－δs関係の比較（SRCS4） 
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4.3.2 せん断力と変形との関係 
 せん断伝達要素の配置図を図 4.3.3に示す。ここでは，加力方向の前方に位置する鉄骨
シアキーを鉄骨シアキー1，加力方向の後方に位置する鉄骨シアキーを鉄骨シアキー2と呼
ぶ。SRCS1モデルのせん断力（Qs）と水平変形（δs）との関係を図 4.3.4に示す。図 4.3.4
中にせん断伝達要素の降伏時点および各せん断伝達要素の負担せん断力を併せて示す。せ
ん断伝達要素の降伏時点のうち，鉄骨シアキー2の初期降伏点は鉄骨シアキー2の一部が
降伏強度に達した時点，鉄骨シアキー2の全面降伏点は境界プレートと接する鉄骨シアキ
ー2の要素が全て降伏した時点とした。 
 各解析モデルとも，頭付きスタッドが先行して降伏し，その後，鉄骨シアキー2が降伏
した。頭付きスタッドの初期降伏は 0.18mm~0.20mmの間で，鉄骨シアキーの初期降伏は
0.25mm~0.30mmの間で生じた。鉄骨シアキー2の全面降伏は 1.3mm~1.9mmで生じ，コ
ンクリート強度が高くなるに従い，全面降伏となる変位は小さくなった。SRCS1モデルは
鉄骨シアキー2の全面降伏後の耐力上昇は見られないが，その他の解析モデルは鉄骨シア
キー2の全面降伏後に耐力上昇がみられた。これは，コンクリート強度を Fc36 以上とし
たモデルは 1mmを超える大きな変形時において鉄骨シアキー1の負担せん断力が上昇し
ていることに対し，Fc24とした SRCS1モデルでは，鉄骨シアキー1の負担せん断力の上
昇が見られないためである。頭付きスタッドの負担せん断力は各解析モデルとも同様の値
であった。 
 代表的な変形時における負担せん断力とその割合を表 4.3.1~表 4.3.4に，図 4.3.5に負
担せん断力の割合を示す図を示す。代表的な変形時は，頭付きスタッドの初期降伏時，鉄
骨シアキー2の初期降伏時，鉄骨シアキーの全面降伏時および 2mm変形時とした。ここ
では，文献 5)において接合筋および支圧型シアキーの持つ能力が十分に発揮されるずれ量
が 2㎜程度としていることを参考に，2mm変形時を代表的な変形時の 1つとする。せん
断伝達要素の負担せん断力の割合は，水平変形に応じて異なり，水平変形が大きくなるほ
ど鉄骨シアキー2の負担が大きくなった。鉄骨シアキー2の降伏後は，低強度のコンクリ
ートの場合は耐力の上昇はほとんど生じないが，コンクリートが高強度となるに従って鉄
骨シアキー1が負担できるせん断力が大きくなり，RC・S接合部のせん断耐力が上昇した。
特にコンクリート強度を Fc60とした SRCS4モデルにおいてその傾向が顕著にみられた。  
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図 4.3.3 せん断伝達要素の配置と名称  
 
 
 
 
 
 
 
図 4.3.4  Qs－δs関係 
 
 
0
100
200
300
400
500
600
700
800
0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0
Q
s
(k
N
)
δs (mm)
全体
鉄骨シアキー1
鉄骨シアキー2
頭付きスタッド
SRCS1
①
②
③
0
100
200
300
400
500
600
700
800
0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0
Q
s
(k
N
)
δs (mm)
全体
鉄骨シアキー1
鉄骨シアキー2
頭付きスタッド
SRCS2
①
②
③
0
100
200
300
400
500
600
700
800
0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0
Q
s
(k
N
)
δs (mm)
全体
鉄骨シアキー1
鉄骨シアキー2
頭付きスタッド
SRCS3
①
②
③
0
100
200
300
400
500
600
700
800
0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0
Q
s
(k
N
)
δs (mm)
全体
鉄骨シアキー1
鉄骨シアキー2
頭付きスタッド
SRCS4
①
②
③
(a) SRCS1 (b) SRCS2 
(c) SRCS3 (d) SRCS4 
①：頭付きスタッド初期降伏  ②：鉄骨シアキー2 初期降伏  ③：鉄骨シアキー2 全面降伏 
鉄骨シアキー2 鉄骨シアキー1 
加力方向 
頭付きスタッド 
第 4章 RC・S接合部のせん断伝達 
- 134 - 
表 4.3.1 各変形時における負担せん断力とその割合（SRCS1） 
 図 4.3.4中①時点 図 4.3.4中②時点 図 4.3.4中③時点 2mm 変形時 
鉄骨シアキー1 55 (0.28)  61 (0.26)  71 (0.18)  71 (0.18) 
鉄骨シアキー2 79 (0.41) 106 (0.45) 254 (0.64) 254 (0.64) 
頭付きスタッド 61 (0.31)  69 (0.29)  71 (0.18)  71 (0.18) 
注）括弧なしの値は負担せん断力(kN)を示し，括弧ありの値は全体に占める割合を示す 
 
表 4.3.2 各変形時における負担せん断力とその割合（SRCS2） 
 図 4.3.4中①時点 図 4.3.4中②時点 図 4.3.4中③時点 2mm 変形時 
鉄骨シアキー1 64 (0.31)  73 (0.30)  94 (0.22) 107 (0.24) 
鉄骨シアキー2 78 (0.38) 104 (0.42) 260 (0.61) 266 (0.60) 
頭付きスタッド 63 (0.31)  70 (0.28)  71 (0.17)  73 (0.16) 
注）括弧なしの値は負担せん断力(kN)を示し，括弧ありの値は全体に占める割合を示す 
 
表 4.3.3. 各変形時における負担せん断力とその割合（SRCS3） 
 図 4.3.4中①時点 図 4.3.4中②時点 図 4.3.4中③時点 2mm 変形時 
鉄骨シアキー1 77 (0.36)  89 (0.35) 125 (0.27) 147 (0.30) 
鉄骨シアキー2 77 (0.36)  98 (0.38) 262 (0.57) 271 (0.55) 
頭付きスタッド 62 (0.29)  70 (0.27)  72 (0.16)  74 (0.15) 
注）括弧なしの値は負担せん断力(kN)を示し，括弧ありの値は全体に占める割合を示す 
 
表 4.3.4 各変形時における負担せん断力とその割合（SRCS4） 
 図 4.3.4中①時点 図 4.3.4中②時点 図 4.3.4中③時点 2mm 変形時 
鉄骨シアキー1 105 (0.39) 129 (0.42) 217 (0.39) 263 (0.43) 
鉄骨シアキー2  95 (0.35) 104 (0.34) 268 (0.48) 276 (0.45) 
頭付きスタッド  66 (0.25)  71 (0.23)  74 (0.13)  74 (0.12) 
注）括弧なしの値は負担せん断力(kN)を示し，括弧ありの値は全体に占める割合を示す 
 
 
 
図 4.3.5  各変形時における負担せん断力の割合 
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4.3.3 鉄骨シアキーの応力  
 図 4.3.6に SRCS1モデルにおける鉄骨シアキー2の境界プレートに接する要素が全面降
伏した時点での応力分布を示す。この時点において，鉄骨シアキー1はいずれの箇所も降
伏していない。図 4.3.4に示すように頭付きスタッドは既に降伏し耐力上昇は見られず，
その値は頭付きスタッドの断面積を用いたせん断終局耐力とほぼ同じである。これらの傾
向は，各モデルとも共通である。 
 
 
図 4.3.6 鉄骨シアキーと頭付きスタッドの応力（SRCS1：鉄骨シアキー2全面降伏時） 
 
4.3.4 コンクリートの応力  
 図 4.3. 7に SRCS1モデルにおける鉄骨シアキー2の境界プレートに接する要素が全面降
伏した時点での鉛直断面および水平断面の最小主応力の分布を示す。図 4.3.7中の鉛直断
面の応力分布より，支点に向けて圧縮ストラットが生じていることがわかる。RC部の水
平断面では，鉄骨シアキー2に囲まれた範囲で応力度が高い。また，RC部の水平断面では
鉄骨シアキー1の前面の角部から外側斜め方向に応力度が比較的高い。これらの傾向は，
各モデルとも共通である。 
 
 
図 4.3.7  RC部の最小主応力の分布（鉄骨シアキー2全面降伏時） 
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4.4  RC・S接合部のせん断終局耐力 
 
4.4.1 せん断終局耐力の評価 
 FEM解析結果からせん断伝達要素が鉄骨シアキーのみの場合（以下，シアキー型と呼
ぶ）および鉄骨シアキーと頭付きスタッドが複合された場合（以下，複合型と呼ぶ）のせ
ん断耐力を(4.4.1) 式～(4.4.9)式にて評価する。主筋は，ルーズホールにて貫通しているた
め，せん断耐力への寄与は無視する。 
シアキー型の耐力は鉄骨シアキー1と鉄骨シアキー2の耐力（qsk1，qsk2）を累加して評価
する。鉄骨シアキー1は鋼材が降伏していないため前面コンクリートの反力に基づき，鉄
骨シアキー2は鋼材のせん断終局耐力に基づき耐力算定を行う。 (4.4.1)式におけるαおよ
びβは耐力累加のための係数である。耐力累加係数のαについては， FEM結果を基にそれ
ぞれ Fc24 および Fc60 についてそれぞれ 0.40および 0.55とし，線形補間して求める。ま
た，耐力累加係数のβについては，FEM結果において鉄骨シアキー2の境界プレートと接
する要素が全塑性状態であることから 1.00とする。 
 
・シアキー型の RC・S接合部のせん断終局耐力(skQu) 
   Qsk
 
u
=α∙qsk1+β∙qsk2   (N) 
    qsk1=σB∙Ab1     (N) 
     記号 
     Ab1 ：鉄骨シアキー1の前面面積  (mm2) 
σB ：コンクリートの圧縮強度  (N/mm2) 
    qsk2= 𝐴𝐴sk2
 
w∙ � σys
 √3⁄ �+ γsk2 ∙ 𝐴𝐴sk2 f∙ � σys √3⁄ �  (N) 
     記号 
sk2Aw ：鉄骨シアキー2のウェブせん断断面積  (mm2) 
sk2Af ：鉄骨シアキー2のフランジせん断断面積 (mm2) 
γsk2  ：鉄骨シアキー2に生じる曲げ応力によるせん断耐力低減係数 
sσy ：鉄骨シアキーの降伏強度 (N/mm2) 
    γsk2 =1- Msk2 Mask2⁄    
     記号 
     Msk2 ：鉄骨シアキー2に生じる曲げモーメント   (N･mm) 
Mask2：鉄骨シアキー2の短期許容曲げモーメント  (N･mm) 
(鉄骨シアキー2のフランジ側) 
鉄骨シアキー1 
鉄骨シアキー2 
シアキーフランジ  
シアキーウェブ  
(4.4.1) 
(4.4.2) 
(4.4.3) 
(4.4.4) 
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    Msk2=ωsk2∙hsk22 2⁄    
     記号 
     ωsk2 ：鉄骨シアキー2の前面に生じる面分布荷重  (N/mm2) 
     ωsk2= 𝐴𝐴sk2 w∙ � σys √3⁄ � Ab2�  
Ab2：鉄骨シアキー2の前面面積  (mm2) 
hsk2：鉄骨シアキー2の高さ   (mm) 
     α,β：耐力累加係数 
      α = (3/720)∙(σB-24)+0.40 
      β = 1.00 
 
複合型のせん断終局耐力はシアキー型のせん断終局耐力に頭付きスタッドのせん断終局耐
力を累加することで評価する。頭付きスタッドは，鉄骨シアキーの影響を受けるため， 
スタッドのせん断終局耐力は(4.4.9)式にて評価する。 
・複合型の RC・S接合部のせん断終局耐力(cQu) 
    Qc
 
u
= Qsk
 
u
+ qst
 
u
  (N) 
     qst
 
u
 = nst∙Ast∙ σy/√3st
 
 (N) 
     記号 
nst ：頭付きスタッドの本数 
Ast ：頭付きスタッドの断面積 (mm2) 
stσy ：頭付きスタッドの降伏強度 (N/mm2) 
 
4.4.2 せん断終局耐力 
ここでは，RC・S接合部のせん断終局耐力に関して，せん断終局耐力の評価式による計
算値と FEM解析によるせん断耐力との比較を行う。FEM解析において，各モデルとも
2mm変形時では鉄骨シアキーおよび頭付きスタッドのせん断耐力が発揮されている。従
って，2mm変形時におけるせん断耐力をせん断終局耐力とする。各せん断終局耐力の値
を表 4.4.1に示す。提示した耐力評価式は，FEM解析の結果を安全側に評価している。 
 
表 4.4.1  RC・S接合部のせん断終局耐力の比較(2mm変形時) 
解析モデル SRCS1 SRCS2 SRCS3 SRCS4 
FEM 解析(kN) 395 446 491 614 
計算値(kN) 385 (α=0.41) 
411 
(α=0.45) 
458 
(α=0.50) 
540 
(α=0.57) 
FEM 解析/計算値 1.03 1.08 1.07 1.13 
(4.4.8) 
(4.4.5) 
(4.4.9) 
(4.4.6) 
(4.4.7) 
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4.5  まとめ 
 
本章では，RC・S接合部のせん断実験試験体を対象にした FEM解析を実施して， RC・
S接合部のせん断終局耐力を評価した。その結果，以下の結果を得た。 
 
1) RC・S接合部の FEM解析から，各せん断伝達要素の負担せん断力の割合を評価し
た。 
2) RC・S接合部の FEM解析モデルによる解析結果は，実験結果に比較的よく対応し
た。 
3) RC・S接合部のせん断伝達要素のうち，加力方向の後方に位置する鉄骨シアキーは
負担せん断力の割合が大きく，せん断伝達の主要な要素と考えられる。 
4) RC・S接合部のせん断伝達要素のうち，加力方向の前方に位置する鉄骨シアキーの
負担せん断力は，鉄骨シアキー前面の RCのコンクリート強度により異なる。 
5) RC・S 接合部のせん断伝達要素のうち，頭付きスタッドは，鉄骨シアキーと併用
した場合，そのせん断終局耐力は，せん断降伏によるせん断強度として評価できる。 
6) シアキー型のせん断耐力評価におけるコンクリートの圧縮強度に応じた鉄骨シア
キーの耐力累加係数を FEM解析結果に基づき示した。 
7) FEM 解析結果に基づき提示したシアキー型および鉄骨シアキーと頭付きスタッド
の複合型のせん断終局耐力式は，RC・S接合部のせん断耐力を安全側に評価するこ
とができた。なお，曲げの影響を考慮したせん断耐力の評価については今後の課題
である。 
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第 5 章 非埋込み型 RC・S 複合梁の部材モデル 
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第 5 章 非埋込み型 RC・S 複合梁の部材モデル 
 
5.1  はじめに 
本章では，非埋込み型 RC・S 複合梁を設計で用いられる立体フレーム解析に適用する
ための解析モデルに関して考察する。構造設計の静的非線形解析においては，一般的に梁
部材は材端剛塑性ばねを有する部材モデルに置換されている。非埋込み型 RC・S 複合梁
についても通常の梁部材と同様に部材モデルへの置換を検討する。 
本研究で対象とする非埋込み型 RC・S 複合梁は，端部 RC の先行降伏を条件としている
ため，部材モデルにおける材端ばねには，図 5.1.1 に示す一般的に RC 梁で用いられてい
るトリリニア型の M－θ 関係 1)を用いる。図 5.1.1 中の降伏点剛性低下率（αy）については，
RC 梁は逆対称曲げが生じる梁材に対して，いわゆる菅野式を用いることが多い 1)。しか
し，非埋込み型 RC・S 複合梁の端部 RC に対して菅野式をそのまま用いることは，端部
RC のモーメント分布が台形曲げであるため，適切ではないと考えられる。 
本章では，非埋込み型 RC・S 複合梁を端部 RC と中央部 S の 3 つの線材に分割したモ
デル化（以下，3 部材マクロモデルと呼ぶ）および等価な RC 梁とした 1 部材モデル（以
下，1 部材マクロモデルと呼ぶ）について，復元力特性の設定方法に関して考察する。 
 
 
 
図 5.1.1 RC 梁の材端剛塑性ばねモデルと曲げに対するスケルトンカーブ 
 
 
 
 
RC 梁 
My 
Mc 
θc θy 
αy・K1 
K1 
◎ 
◎：材端ばね 
◎ 
回転角 
曲
げ
モ
ー
メ
ン
ト
 
Mc ：曲げ終局モーメント  
Mc ：曲げひび割れモーメント  
K1 ：弾性剛性  
αy ：降伏点剛性低下率  
柱 柱 
第 5 章 非埋込み型 RC・S 複合梁の部材モデル 
- 141 - 
5.2  非埋込み型 RC・S 複合梁の 3 部材マクロモデル 
 
5.2.1 3 部材マクロモデル 
 ここでは，端部 RC と中央部 S をそれぞれ材端剛塑性ばねモデルとし，非埋込み型 RC・
S 複合梁を置換した 3 部材マクロモデルに関して検討する。3 部材マクロモデルの概要を
図 5.2.1 に示す。非埋込み型 RC・S 複合梁は端部 RC の先行降伏を条件としているため，
中央部 S の復元力特性は弾性とする。3 部材マクロモデルにおける端部 RC は，台形の曲
げモーメント分布となるため,降伏点剛性低下率(αy)の算定に菅野式は用いないこととして，
2 次元 FEM によりαy を評価する。 
 
 
図 5.2.1 3 部材マクロモデル 
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5.2.2 2 次元 FEM 解析 
 2 次元 FEM 解析を実施し，2 次元 FEM の解析精度を検討する。ここでは，RC・S 複合
梁の曲げせん断実験試験体を対象に，スラブがない NRCS6 試験体およびスラブが取り付
く NRCS7 試験体を対象とする。 
 2 次元 FEM モデルの概要および要素分割図を図 5.2.2 に示す。要素モデルには，平面応
力要素を用いる。本解析の目的は，3 部材マクロモデルにおけるαy を評価することである
ため，境界プレートの補剛リブおよび頭付きスタッドのモデル化は省略する。RC・S 接合
部は剛接合とする。コンクリートおよび鉄筋の材料特性は第 3 章における 3 次元 FEM モ
デルと同じとする。境界条件においても 3 次元 FEM モデルと同様に固定スタブ底面の節
点を固定とする。また，鉄筋とコンクリート間の付着特性は，完全付着とする。解析モデ
ルの載荷方法については，曲げせん断実験試験体と同様の載荷位置に単調載荷として強制
変位を与える。図 5.2.2 おける左側から右側に向かう加力を正方向加力とする。変位制御
による増分解析も同様に， Newton-Raphson 法により行う。 
 
          
         (a) NRCS6                              (b) NRCS7 
図 5.2.2 2 次元 FEM 解析モデル 
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 2 次元 FEM 解析から得られたせん断力(Qb) と部材角(Rb)との関係を図 5.2.3 および図
5.2.4 に示す。図中に，実験結果を併せて示す。。NRCS7 試験体の負曲げ方向加力時の曲
げ終局モーメント時のせん断力は NRCS6 試験体とほぼ同じであるが，スラブが取り付く
ことにより，降伏時変位が大きくなる。いずれのケースも FEM 解析による降伏までの水
平剛性は実験結果に比べてやや小さいが，FEM 解析結果の降伏時せん断力および降伏時
変形は実験結果と概ね対応したスラブの有無にかかわらず 2 次元 FEM 解析により非埋込
み型 RC・S 複合梁の降伏時変位を評価できると考えられる。 
 
 
 
図 5.2.3 2 次元 FEM による Qb - Rb 関係（NRCS6） 
 
 
  
(a)  負方向載荷（正曲げ方向）             (b) 正方向載荷（負曲げ方向）              
図 5.2.4 2 次元 FEM による Qb - Rb 関係（NRCS7） 
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5.2.3 降伏点剛性の評価 
 ここでは，3 部材マクロモデルの復元力特性の設定について，一般的なスラブ付き梁で
ある NRCS7 試験体の実験結果および解析結果に基づき評価する。 
端部 RC のスケルトンカーブの設定は，弾性理論解と 2 次元 FEM 解析結果を用いてト
リリニア型に置換する。まず，端部 RC の初期剛性（K1rc）を(2.5.2)式により求める。次に，
(5.2.1)式による曲げひび割れ応力度から曲げひび割れモーメントを求め第 1 折れ点とする。
次に，2 次元 FEM 解析から得られた端部 RC の Qb - δrc 関係から，端部 RC の降伏点剛性
（Kyrc）を求め，端部 RC の初期剛性（K1rc）と Kyrc との比を端部 RC の降伏点剛性低下率
（rcαy）とする。降伏時変位に曲げ終局モーメントが生じるとして，第 2 折れ点を求める。
スラブ付き梁のため，正曲げ時の曲げ終局モーメント（rcMy）は圧縮ひずみを 0.003 とし
た時点での値を用いる。負曲げ時の曲げ終局モーメントは(5.2.2)式により求める。主筋降
伏後は曲げ剛性は零とする。上記の方法にて求めたスケルトンカーブを CASE1 として図
5.2.5 に示す。CASE1 のスケルトンカーブは，FEM 解析結果に比べ第 2 剛性が小さい。
この他，ひび割れ点を変えず，FEM 解析結果における降伏時変位までのエネルギー吸収
量が FEM 解析結果のエネルギー吸収量と同じとなるように第 2 折れ点を定めたスケルト
ンカーブを CASE2 として図 5.2.6 に示す。中央部 S においてもスラブ付きの断面となる
ため，中央部 S の剛性については，正曲げ剛性と負曲げ剛性の平均値とした弾性剛性とし
て評価する。中央部 S の曲げ剛性を表 5.2.1 に示す。 
 
  σcr=0.56√σB  
   記号 
  σcr ：コンクリートの曲げひび割れ応力度  (N/mm2) 
 σB ：コンクリートの圧縮強度  (N/mm2) 
 
   My=0.9∙at∙ft∙d 
   記号 
  at ：引張側主筋の断面積 (mm2) 
 ft ：主筋の降伏強度 (N/mm2) 
 d ：端部 RC の有効せい (mm) 
 
（5.2.1）
（5.2.2）
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 2 次元 FEM 解析から得られた端部 RC の Qb - δrc 関係を図 5.2.6 に示す。図中に rcαy の
値を併せて示す。 
 
  
(a) 負方向載荷（正曲げ方向）             (b) 正方向載荷（負曲げ方向） 
図 5.2.5 端部 RC のスケルトンカーブ (CASE1) 
 
 
(a) 負方向載荷（正曲げ方向）             (b) 正方向載荷（負曲げ方向） 
図 5.2.6 端部 RC のスケルトンカーブ(CASE2) 
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5.2.4 正負交番載荷時の復元力特性 
 3 部材マクロモデルの端部 RC に 2 次元 FEM 解析結果を基に求めたトリリニアカーブ
を適用した場合の正負交番載荷時の復元力特性について考察する。端部 RC の復元力特性
には図 5.2.7 に示す TAKEDA モデル 2）を用いる。図 5.2.8 に 3 部材マクロモデルを示す。 
 端部 RC に CASE1 のスケルトンカーブを適用した解析から得られた Qb - δb 関係を図
5.2.9 に，CASE2 のスケルトンカーブを適用した解析から得られた Qb - δb 関係を図 5.2.10
に実線で示す。図中には実験結果を併せて点線で示す。両者とも実験結果に対応した履歴
ループが得られている。小変形時の履歴曲線は CASE1 がより実験結果とよい対応を示し
た。図 5.2.11 に等価粘性減衰定数の推移を示す。Rb=1/50 時点では，CASE1 の解析結果
が実験結果とよく対応した。Rb=1/33 時点では初回載荷時は CASE2 の解析結果，2 回目の
繰り返し載荷時は CASE1 の解析結果と実験結果がよく対応した。1/33 を超える変形時は，
CASE2 の解析結果が実験結果と近い結果となった。 
 
 
  
図 5.2.7 TAKEDA モデル 2）        図 5.2.8 試験体の解析モデル 
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(a) 大変形時の履歴ループ        (b) 小変形時の履歴ループ 
図 5.2.9  3 部材マクロモデルの Qb - δb 関係(NRCS7：CASE1) 
 
   
(a) 大変形時の履歴ループ        (b) 小変形時の履歴ループ 
図 5.2.10  3 部材マクロモデルの Qb - δb 関係(NRCS7：CASE2) 
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5.2.5 RC・S 接合部の境界条件 
 3 部材マクロモデルの中央部 S と端部 RC の接合条件は剛接合としている。この点に関
して，第 2 章で用いた 3 次元 FEM モデルにより，その影響を確認する。第 3 章で用いた
FEM モデルとインターフェイス要素の配置と要素特性を図 5.2.12 に示す。ここでは，イ
ンターフェイス要素を配置せず中央部 S（境界プレート）と端部 RC を剛接合とした場合
の解析を行い，RC・S 接合部の境界条件設定が RC・S 複合梁の復元力特性に及ぼす影響
を確認する。図 5.2.13 に NRCS6 モデルにおける FEM 解析結果から得られたせん断力(Qb)
と部材角(Rb)との関係の比較を示す。インターフェイス要素を配置した境界プレートと端
部 RC の離間を考慮したモデルと剛接合としたモデルの差はほとんどなく，RC・S 複合梁
の復元力特性の評価を行う場合には剛接合として評価できることが分かる。 
 
 
図 5.2.12 FEM 解析における中央部 S（境界プレート）と端部 RC の接合面 
 
 
図 5.2.13 Qb-Rb 関係の比較 
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5.3  非埋込み型 RC・S 梁の 1 部材マクロモデル 
 
5.3.1 1 部材マクロモデル 
 ここでは非埋込み型 RC・S 複合梁を，図 5.3.1 に示す 1 つの材端剛塑性ばねモデルに置
換した 1 部材マクロモデルに関して検討する。端部 RC の先行降伏条件のため，1 部材マ
クロモデルでは，ひび割れモーメントおよび曲げ終局モーメントに関しては端部 RC の断
面と材料特性から評価する。しかしながら，弾性剛性および降伏時剛性低下率に関しては，
別途評価が必要となる。そこで，1 部材マクロモデルの弾性剛性（RCSK1）の評価に対して
は，(5.3.1)式に示すように，同じ長さの RC 梁との曲げ剛性比を乗じることで評価し，降
伏時剛性低下率（RCSαy）に関しては著者らが文献 3)に示す方法にて評価する。文献 3)では，
非埋込み型 RC・S 複合梁を端部 RC 断面による一部材として評価した場合に適用する RCSαy
について，菅野式を非埋込み型 RC・S 複合梁の端部 RC に適用できるよう修正した(5.3.2)
式を提示している。(5.3.2)式における等価シアスパン(a')は非埋込み型 RC・S 複合梁を RC
梁として評価する場合のシアスパンである。文献 3）では，a'は非埋込み型 RC・S 複合梁
の弾性剛性(K1)と,端部 RC と同断面で非埋込み型 RC・S 複合梁と同じ長さの RC 梁の弾性
剛性(RCK1)からなる(5.3.3)式として与えている。(5.3.3)式は，種々のスパンに応じた非埋込
み型 RC・S 複合梁について FEM 解析を実施し，その解析結果から求めている。また，(5.3.2)
式および(5.3.3)式の適用範囲について，著者らは文献 4)にて端部 RC 長さが端部 RC 梁せ
い D の 1.0 倍～2.0 倍の領域で精度よく算定できることを示している。なお，スラブが取
付く梁の負曲げ方向に対する降伏時剛性低下率 RCSαy' は文献 1)を参考に(5.3.4)式により
修正する。 
 
図 5.3.1 1 部材マクロモデル 
◎ ◎：材端ばね 
●：剛接合 
◎ 
端部 RC 断面の 1 部材で評価 
[弾性剛性は RC・S 複合梁の剛性とする，式(5.3.1)] 
柱 柱 
 
RC・S 複合梁 
端部 RC 端部 RC 中央部 S 
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   K1= γ∙ K1RC RCS
 
 
 
 
    記号 
    K1  ：非埋込み型 RC・S 複合梁の弾性剛性 
    RCK1  ：非埋込み型 RC・S 複合梁と同じ長さの RC 梁の弾性剛性 
    RCSγ  ：RC 梁の曲げ剛性低減率 
 
 
   αyRCS =൛0.043+1.64∙n∙pt∙0.043ሺa' D⁄ ሻൟ∙ሺd/Dሻ2 
    記号 
    RCSα1 ：1 部材マクロモデルの降伏時剛性低減率 
    n   ：ヤング係数比 
    pt   ：引張鉄筋比 
    a’   ：降伏時剛性低減率を算定するための等価シアスパン 
    D   ：端部 RC の梁せい 
    d   ：端部 RC の有効せい 
 
   ሺa' a⁄ ሻ=2.17∙൫ KRC 1 K  1⁄ ൯-2.06 
記号 
a   ：非埋込み型 RC・S 梁のシアスパン長さ 
 
   αyRCS '= αRCS y×ሺI0/ITሻ 
記号 
RCSαy' ：スラブが取り付く非埋込み型 RC・S 複合梁の負曲げ方向の降伏点剛性 
低下率 
Ι0   ：スラブを考慮しない端部 RC の断面 2 次モーメント 
ΙT   ：スラブを考慮した端部 RC の断面 2 次モーメント 
  
（5.3.1）
（5.3.2）
（5.3.3）
（5.3.4）
第 5 章 非埋込み型 RC・S 複合梁の部材モデル 
- 151 - 
5.3.2 降伏点剛性の評価 
 ここでは，1 部材マクロモデルの復元力特性の設定について，3 部材マクロモデルと同
様にスラブ付き梁である NRCS7 試験体の実験結果および解析結果に基づき評価する。 
1 部材マクロモデルの曲げ剛性低減率（RCSγ ）を算定するための初期剛性 K1 は，弾性剛
性とする。この際の中央部 S の曲げ剛性は正曲げの剛性を用いる。次に，(5.2.1)式による
曲げひび割れ応力度から曲げひび割れモーメントを求め，第 1 折れ点とする。降伏時剛性
低下率（正曲げ方向：RCSα1，負曲げ方向：RCSα1’）は， (5.3.2)式～(5.3.4)式を用いて算定
する。この際に用いる等価せん断スパン(a’)を求めるため中央部 S の曲げ剛性は，負曲げ
の剛性を用いる。RCSα1’を求める際に用いる端部 RC の T 型断面の協力幅は，スラブの全
幅(775mm)として断面 2 次モーメント(IT)を算定する。得られた降伏時変位の時点で曲げ
終局モーメントが生じるとして，第 2 折れ点を求める。スラブ付き梁のため，正曲げ時の
曲げ終局モーメント（rcMy）は圧縮ひずみを 0.003 とした時点での値を用いる。負曲げ時
の曲げ終局モーメントは(5.2.2)式により求める。主筋降伏後は曲げ剛性は零とする。
NRCS7 試験体について，1 部材マクロモデルのせん断力(Qb )と載荷点変位(δb)との関係を
図 5.3.2 に示す。図中には実験から得られた Qb - δb 関係を併せて示す。1 部材マクロモデ
ルのスケルトンカーブは，実験結果とよく対応している。 
 
 
 
    (a) 負方向載荷（正曲げ方向）      (b) 正方向載荷（負曲げ方向） 
図 5.3.2 1 部材マクロモデルの Qb - δb 関係(NRCS7) 
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5.3.3 正負交番載荷時の復元力特性  
 1 部材マクロモデルのトリリニアカーブを用いて，正負交番載荷時の復元力特性につい
て考察する。復元力特性には 3 部材マクロモデルの端部 RC と同様に，TAKEDA モデルを
用いる。1 部材マクロモデルによる解析から得られた Qb - δb 関係を図 5.3.3 に実線で示す。
図中には実験結果を併せて点線で示す。両載荷方向において，大変形時の履歴ループおよ
び小変形時の履歴ループとも解析結果と実験結果は良く対応している。図 5.3.4 に等価粘
性減衰定数の推移を示す。Rb=1/50 時点では，解析結果は実験結果とよく対応した。Rb=1/33
以降では，解析値は実験値よりやや低い値となった。 
 
 
(a) 大変形時の履歴ループ        (b) 小変形時の履歴ループ 
図 5.3.3 1 部材マクロモデルの Qb - δb 関係 
 
 
図 5.3.4 等価粘性減衰定数(NRCS7) 
 
-150
-100
-50
0
50
100
150
-200 -150 -100 -50 0 50 100 150 200Q
b
(k
N
)
δb (mm)
1部材マクロモデル
実験
-150
-100
-50
0
50
100
150
-60 -40 -20 0 20 40 60Q
b
(k
N
)
δb (mm)
1部材マクロモデル
実験
0.00
0.10
0.20
0.30
0    1/100    1/50    3/100    1/25    1/20    3/50
h e
q
Rb (rad.)
実験(NRCS7)
1部材マクロモデル
1 33 1/15
第 5 章 非埋込み型 RC・S 複合梁の部材モデル 
- 153 - 
5.4  まとめ 
 
本章では，非埋込み型 RC・S 複合梁の設計用解析モデルとして，材端剛塑性ばねモデ
ルを用いた 3 部材マクロモデルおよび 1 部材マクロモデルに関して考察した。本解析の範
囲であるが以下の知見が得られた。 
 
1) RC・S 接合部を剛接とした 2 次元 FEM 解析は，非埋込み型 RC・S 複合梁の曲げ
せん断実験試験体のスケルトンカーブを評価できた。 
2) 3 部材マクロモデルの端部 RC のスケルトンカーブの設定には，2 次元 FEM 解析か
ら得られた端部 RC のせん断力と部材角との関係を用いることができた。 
3) 3 部材マクロモデルにおいて端部 RC の材端剛塑性ばねの復元力特性に TAKEDA
モデルを適用した場合，解析結果は実験結果とよく対応した。 
4) 1 部材マクロモデルのスケルトンカーブは，著者らが文献 2)に提示した方法を用い
て設定した場合，スラブが取り付いた非埋込み型 RC・S 複合梁についても実験結
果と比較的よく対応した。 
5) 1 部材マクロモデルの復元力特性に TAKEDA モデルを適用した場合，解析結果は
実験結果とよく対応した。 
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第 6章 非埋込み型 RC・S複合梁の耐震設計法 
 
6.1  はじめに 
本章では， 非埋込み型 RC・S複合梁の実験および解析から得られた知見に基づき耐震
設計法を示す。ここで示す非埋込み型 RC・S複合梁の耐震設計法は，端部 RCが中央部 S
より先行して曲げ降伏し，中央部 S および RC・S 接合部は大変形時まで曲げ破壊および
せん断破壊が生じないことを目標とする。この目標を実現するための端部 RC，中央部 S
および RC・S 接合部の設計法を提示し，必要な構造規定を示す。さらに，本耐震設計法
を用いた設計例を参考として末尾に提示する。 
耐震設計法では端部 RC の先行降伏を保証するため，建築基準法で定める耐震設計ルー
ト 1)におけるルート 3による耐震設計が可能となる。また，免震構造に非埋込み型 RC・S
複合梁を適用する場合は，本耐震設計法の適用を適宜判断することとなる。 
 
6.2  非埋込み型 RC・S複合梁の設計方針 
 非埋込み型 RC・S複合梁の耐震設計は，稀に発生する地震動に対する 1次設計および
極めて稀に発生する地震動に対する 2次設計に大別する。 
1次設計（許容応力度設計）は，1次設計用応力に対して，それぞれの部位は許容応力
度以内であることとする。 
 2次設計用の設計用応力の図を図 6.2.1に示す。図 6.2.1(a)に示す地震時の設計用曲げモ
ーメントは，RC・S複合梁の両端ヒンジを仮定した曲げモーメントである。この応力分布
に長期応力を加えたものを 2次設計用応力とする。端部 RCの曲げ終局モーメント(rcMy)
は(6.2.1)式により算定する。(6.2.1)式における主筋の材料強度(σy) の値は表 6.2.1の値 1)
とする。この設計用応力に対して，端部 RCはせん断破壊しないことを確認する。また，
中央部 Sおよび RC・S接合部の 2次設計用応力に対して，それぞれの部位は曲げ破壊お
よびせん断破壊が生じないこととする。主筋の降伏点等のばらつきを考慮した余裕度を確
保するため，2次設計時の地震時の設計用応力には表 6.2.2に示す係数を乗じる。曲げ設
計に対しては 1.2以上，せん断設計に対しては 1.3以上と設定し，RC・S接合部に関して
は重要度が高いため曲げ設計に対しては 1.4以上，せん断設計に対しては 1.5以上する。
保有水平耐力計算における必要保有水平耐力(Qun)の算定では，端部 RCの曲げ破壊を保証
しているため，文献 2)で規定される RC梁の構造特性係数(Ds値)を用いることとする。 
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図 6.2.1 2次設計における設計用応力 
 
   𝑀𝑀rc y=0.9∙at∙𝜎𝜎y∙d 
  記号 
 at ：引張側主筋の断面積 (mm2) 
 σy ：主筋の材料強度 (N/mm2) 
 d ：端部 RCの有効せい (mm) 
 
表 6.2.1 主筋の材料強度 
材種 材料強度(σy) 
SD345 1.1 ft 
SD390 1.1 ft 
SD490 1.05 ft 
 
 
表 6.2.2 2次設計における地震時応力への割増係数 
 曲げ余裕度 せん断余裕度 
端部 RC ―※ 1.3 
中央部 S 1.2 1.3 
RC・S接合部 1.4 1.5 
※ 曲げ先行破壊のため規定しない 
rcMy 
柱 柱 
端部 RC 
端部 RC 
中央部 S 
(a) 曲げモーメント 
rcMy 
柱 柱 
端部 RC 
端部 RC 中央部 S 
長期 地震時 
柱 柱 
端部 RC 
端部 RC 
中央部 S 
柱 柱 
端部 RC 中央部 S 
Qy 
Qy 
(b) せん断力 
地震時 長期 
（6.2.1） 
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6.3  端部 RCの設計 
 
6.3.1 曲げに対する設計  
(1) 1次設計 
 端部 RCの設計用曲げモーメント(rcMd)として，地震時に生じる曲げモーメントを採用し，
部材の危険断面位置において主筋が短期許容応力度以内にあることを確認する。端部 RC
の許容曲げモーメント(rcMa)は，引張鉄筋比が釣合い鉄筋比以下のとき，(6.3.1)式 3)により
算定する。 
   Mrc a＝at∙ft∙j (N･mm) 
    記号 
at ：引張鉄筋の総断面積 (mm2) 
    ft ：主筋の短期許容引張応力度 (N/mm2) 
    j ：応力中心距離 (mm) 
(2) 2次設計 
 端部 RCの曲げ降伏を許容する。曲げ終局モーメントは(6.2.1)式により算定する。ただ
し，スラブ付きの梁の正曲げ方向の曲げ終局モーメントに対しては，コンクリートの圧縮
ひずみが 0.003に達した時点を曲げ降伏時として断面分割法等により曲げ終局モーメント
を算定する。 
 
6.3.2 せん断に対する設計 
(1) 1次設計 
 端部 RCの設計用せん断力(rcQd)は，(6.3.2)式に示す地震時に部材に生じる最大のせん断
力(rcQ)を採用し，部材が短期許容せん断力(Qa)以下であることを確認する。Qaは(6.3.3)式
3)により算定する。 
   Qrc d= Qrc  (N) 
   Qa＝b∙j∙ �α∙(2 3⁄ )∙fs+0.5∙ fw s∙�pw-0.002�� (N) 
    α = 4/ �
Mrc   
Qrc
  ∙d +1�   ただし，1≦α≦2 
    記号 
    b ：端部 RCの梁幅 (mm) 
（6.3.1） 
（6.3.2） 
（6.3.3） 
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    j ：応力中心距離 (mm) 
 fs ：コンクリートの短期許容せん断応力度 (N/mm2) 
    wfs ：せん断補強筋の短期許容引張応力度 (N/mm2) 
      390N/mm2を超える場合は，390N/mm2として許容せん断力を計算する。 
 pw ：せん断補強筋比， 
      1.2%を超える場合は，1.2%として許容せん断力を計算する。 
 rcM：設計する端部 RCの最大曲げモーメント (N･mm) 
 rcQ：設計する端部 RCの最大せん断力 (N) 
(2) 2次設計 
 2次設計用の設計用せん断力(rcQd2)がせん断終局耐力(rcQu)を超えないことを確認する。
rcQd2は(6.3.4)式により算定する。rcQuは(6.3.5)式 3)により算定する。 
Qrc
 
d2
=QLd+1.3Qyd (N) 
記号 
    QLd  ：長期設計用せん断力 (N) 
Qyd  ：2次設計用の地震時せん断力 (N) 
Qurc =�0.068pt0.23(Fc+18)Mrc  � Qrc  ∙d�+0.12� +0.85�pw∙ σyw � ∙b∙j 
    記号 
    b ：端部 RCの梁幅 (mm) 
    j ：応力中心距離 (mm) 
    pt  ：引張鉄筋比 
    Fc  ：コンクリートの設計基準強度 (N/mm2) 
    wσy ：せん断補強筋の材料強度 (N/mm2) 
 rcM ：設計する端部 RCの最大曲げモーメント (N･mm) 
 rcQ ：設計する端部 RCの最大せん断力 (N) 
 d  ：端部 RCの有効せい (mm) 
 pw  ：せん断補強筋比， 
        1.2%を超える場合は，1.2%としてせん断終局耐力を計算する。 
 
 
（6.3.5） 
（6.3.4） 
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6.4  中央部 Sの設計 
 
6.4.1 曲げに対する設計  
(1) 1次設計 
 中央部 Sの設計用曲げモーメント(sMd)は，地震時に生じる曲げモーメントとし，部材が
短期許容応力度以内にあることを確認する。中央部 S の短期許容曲げモーメント(sMa)は，
(6.4.1)式により算定する。sMaの算定において，ウェブの寄与は期待しない。 
   Ms a＝ fafr ∙ Zfr  (N･mm) 
  記号 
    frfa ：フランジの短期許容引張応力度  (N/mm2) 
    frZ ：フランジのみを考慮した中央部 Sの断面係数 (mm3) 
(2) 2次設計 
 2次設計用の設計用曲げモーメント(sMd2)が，中央部 Sが弾性限となる曲げモーメント
(sMy)を超えないことを確認する。sMd2は，(6.4.2)式により算定する。sMyは(6.4.3)式により
算定する。sMyの算定において，1次設計時と同様にウェブは曲げに寄与しないものとする。 
    Ms d2= MLd+1.2Myd (N･mm) 
     記号 
     MLd  ：長期設計用曲げモーメント (N･mm) 
     Myd  ：2次設計用の地震時曲げモーメント (N･mm) 
   Ms
 
y＝1.1∙ 𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓
 
a· 𝑍𝑍 fr  (N･mm) 
    frfa ：フランジの短期許容引張応力度  (N/mm2) 
    frZ ：フランジのみを考慮した中央部 Sの断面係数 (mm3) 
 
6.4.2 せん断に対する設計  
(1) 1次設計 
 中央部 Sの設計用せん断力(sQd)は，地震時に部材に生じるせん断力をとし，sQdが短期
許容せん断力(sQa)以下であることを確認する。中央部 Sの sQaは， (6.4.4)式により算定す
る。 
 記号 
   QS
 
a
＝ � fw
 √3� � ∙ Aw
  (kN) （6.4.4） 
 
（6.4.1） 
（6.4.3） 
（6.4.2） 
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    wf  ：ウェブの許容引張応力度 (N/mm2) 
    wA ：ウェブの断面積 (mm2) 
(2) 2次設計 
 2次設計用の設計用せん断力(sQd2)が，中央部 Sが弾性限となるせん断力(sQy)を超えない
ことを確認する。sQd2は，(6.4.5)式により算定する。中央部 Sの sQyは(6.4.6)式により算定
する。 
Qs d2=QLd+1.3Qyd (N) 
記号 
    QLd ：長期設計用せん断力 (N) 
    Qyd ：2次設計用の地震時せん断力 (N) 
   Qs
 
y
＝1.1∙ � 𝑓𝑓𝑤𝑤
 
√3� � ∙ Aw  (kN) 
  記号 
    wf  ：ウェブの短期許容引張応力度 (N/mm2) 
    wA ：ウェブの断面積 (mm2) 
 
 
6.5  RC・S接合部の設計 
 
6.5.1 曲げに対する設計  
(1) 1次設計 
 RC・S 接合部の設計用曲げモーメント(jMd)は，地震時に生じる曲げモーメントとし，
RC・S 接合部の各部位が短期許容応力度以内にあることを確認する。RC・S 接合部の各
部位に生じるモーメントは，3.4 で示した曲げ伝達モデルにより算出する。以下に曲げ伝
達モデル構築の諸条件を示す。 
解析手法 
図 6.5.1に示すように RC・S接合部の境界プレートおよび補剛リブを 4節点シェル要素
にてモデル化した線形 FEM解析を用いる。図中の Wplは解析における境界プレート幅，ω
は単位幅あたりの中央部 S の梁フランジに生じる軸方向力を示す。ωは各接合方式に応じ
た位置に配置する。図 6.5.1 は対称性を考慮したモデルを示しており，図中の CL は対称
となるラインを示す。 
（6.4.6） 
（6.4.5） 
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図 6.5.1 曲げ伝達モデル 
 
材料特性 
 弾性材料として，鉄骨のヤング係数は 205800N/mm2とする。 
境界条件 
 圧縮力のみ伝達する線形の境界ばね（圧縮側境界ばね）を境界プレート全面に面分布ば
ね（境界プレートのすべての節点に配置）として配置する。また，引張側主筋位置には引
張力が伝達できる線形ばね（引張側境界ばね）を配置する。 
 引張側境界ばね(Kt)の単位長さ当たりの軸剛性は(6.5.1)式により求める。圧縮側境界ばね
(Kc)の単位長さ当たりの軸剛性は(6.5.2)式により求める。コンクリートの圧縮域長さ(Lxn)
は，図 6.5.3 に示す圧縮側 1 段筋位置のコンクリートの圧縮応力度が 2/3σBとなる時に引
張力と釣り合うコンクリートの圧縮応力度が三角形分布となるように求めた長さとする。 
   Kt= ArEr Lre
 ⁄   (N/mm) 
   記号 
    Ar  ：主筋の面積(mm2) 
Er  ：主筋のヤング係数(=205800 N/mm2) 
(b) 補剛リブ付きモデル 
[全ナット接合方式] 
(a) 補剛リブなしモデル 
[溶接ナット併用接合方式] 
引張側境界ばね 
（主筋位置に配置） 
ω 
h 
ω 
jMd 
Wpl 
ω 
ω 
CL 
h 
jMd ω 
ω 
Wpl CL 
2 段筋位置に
配置 
2 段筋位置に
配置 
圧縮側境界ばね 
（境界プレート全面に配置） 
引張側境界ばね 
（主筋位置に配置） 
ω 
ω 
1 段筋と 2 段筋間の
中央に配置 
圧縮側境界ばね 
（境界プレート全面に配置） 
1 段筋と 2 段筋間の
中央に配置 
（6.5.1） 
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eLr  ：主筋の等価変形長さ(=20d，dは主筋径) 
   Kc= AcEc Lce ⁄   (N/mm) 
  記号 
  Ac  ：圧縮領域の面積(mm2，図 6.5.2) 
       溶接ナット併用接合形式：2段筋位置から境界プレート厚さと同距離分内 
側に入った位置から 1段筋外縁部までの幅を用いる。 
全ナット接合方式：2段筋外縁部から 1段筋外縁部までの幅を用いる。 
Ec  ：コンクリートのヤング係数 
=3.35×104×(γ 24⁄ )×(Fc 60⁄ )1/3 (N/mm2) 
eLc ：コンクリートの等価変形深さ(=0.8Lxn, mm) 
Lxn ：コンクリートの圧縮域長さ（図 6.5.3） 
 
 
図 6.5.2 コンクリートの圧縮領域 
 
 
図 6.5.3 コンクリートの圧縮域長さ(Lxn) 
       
(a) 溶接ナット併用接合方式 (b) 全ナット接合方式 
t 
t 
圧縮領域の幅  圧縮領域の幅  
Ac Ac b b 
Lxn 
2/
3σ
b 
（6.5.2） 
第 6章 非埋込み型 RC・S複合梁の耐震設計法 
- 163 - 
荷重条件 
 RC・S接合部の梁フランジ位置に生じる 1次設計用曲げモーメントに相当する偶力を等
分布荷重として載荷する（図 6.5.1 中のω）。 
(2) 2次設計 
 2 次設計用の設計用曲げモーメント(jMd2)が，RC・S 接合部の曲げ終局モーメント(jMy)
を超えないことを確認する。sMd2は(6.5.3)式により算定する。jMyは曲げ伝達モデルを用い
て算出する。 
曲げ伝達モデルは 1次設計時と同様のモデルを用いるが，鉄骨材料は完全弾塑性のバイ
リニア型とした材料非線形解析を行い算出する。曲げ伝達モデルの引張側フランジ位置に
おける軸方向変形(δvt)とフランジの軸方向力(frP)の関係は，図 6.5.4 に示すように RC・S
接合部の塑性化とともに，軸方向変形が大きくなる。図 6.5.4における A点は初期降伏点，
B点は引張側変形が初期降伏点の変形の 1.5倍に達した点である。RC・S接合部の曲げ降
伏点は，初期剛性と B 点の接線剛性の交点として定義する。B点の変形の A点の変形に対
する割合は，曲げ降伏点に達した場合の残留ひずみが 0.2mm 以下となる値として設定し
た値である。RC・S接合部の曲げ終局モーメント(jMy)は曲げ降伏点における荷重(frPy)にフ
ランジ中心間距離(h)を乗じた値として求める。 
    Mj d2= MLd+1.4Myd (N･mm) 
     記号 
     MLd  ：長期設計用曲げモーメント (N･mm) 
     Myd  ：2次設計用の地震時曲げモーメント (N･mm) 
 
 
図 6.5.4  RC・S接合部の frP－δvt関係と曲げ降伏点の例 
0
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jMy=frPy・h
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6.5.2 せん断に対する設計  
(1) 1次設計 
 RC・S接合部のせん断耐力は図 6.5.5に示す鉄骨シアキー2の負担が大きいため，1次
設計時は鉄骨シアキー2のみでせん断力を負担できることを確認する。設計用せん断力
(jQd)は，地震時に部材に生じるせん断力とする。鉄骨シアキー2の短期許容せん断力(jQa)
は， (6.5.4)式~(6.5.7)式により算定する。 
   Qj a＝= 𝐴𝐴sk2 w∙ � fsk2  t √3⁄ �+ γsk2 ∙ Ask2f∙ � fsk2  t √3⁄ � (N) 
    記号 
    sk2Aw ：鉄骨シアキー2のウェブせん断断面積 (mm2) 
sk2Af ：鉄骨シアキー2のフランジせん断断面積 (mm2) 
γsk2 ：鉄骨シアキー2に生じる曲げ応力によるせん断耐力低減係数(0<γsk2<1) 
    𝛾𝛾sk2 =1- Msk21 Mask2⁄    
     記号 
     Msk2 ：鉄骨シアキー2に生じる曲げモーメント(N･mm) 
Mask2：鉄骨シアキー2 の短期許容曲げモーメント(N･mm) 
(図6.5.5の 字断面のシアキーフランジ側の降伏時とする) 
      Msk21=ωsk21∙hsk22 2⁄   (N･mm) 
      記号 
       ωsk21 ：鉄骨シアキー2の前面に生じる設計用面分布荷重 (N/mm2) 
      ωsk21= Qds
 Ab2⁄  
記号 
Ab2：鉄骨シアキー2の前面面積  (mm2) 
hsk2：鉄骨シアキー2の高さ(mm) 
     sk2ft ：鉄骨シアキー2のフランジの短期許容引張応力度 (N/mm2) 
 
図 6.5.5 せん断伝達要素の配置と名称 
鉄骨シアキー2 鉄骨シアキー1 シアキーウェブ 
シアキーフランジ 
加力方向 
（6.5.6） 
（6.5.7） 
（6.5.5） 
（6.5.4） 
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(2) 2次設計 
 2次設計用の設計用せん断力(jQd2)が，RC・S接合部のせん断終局耐力(jQu)を超えないこ
とを確認する。 jQd2は(6.5.8)式により算定する。RC・S接合部の jQuは(6.5.9)式~(6.5.17)
式により算定する。なお，4章においては，(6.5.15)式におけるωsk22を FEM解析結果によ
る部材の降伏状況を考慮し，シアキーウェブがせん断降伏する時点の応力としていたが，
ここでは終局時のせん断力が定まっているため，この値を用いることとした。 
Qj d2=QLd+1.5Qyd (N) 
記号 
    QLd ：長期設計用せん断力 (N) 
    Qyd ：2次設計用の地震時せん断力 (N) 
   Qj u=qsk+ qst u (N) 
  記号 
  qsk ：鉄骨シアキーのせん断終局耐力 (N) 
  stqu ：頭付きスタッドのせん断終局耐力 (N) 
𝑞𝑞sk=𝛼𝛼 ∙ 𝑞𝑞sk1 + 𝛽𝛽 ∙ 𝑞𝑞sk2 (N) 
 記号 
   qsk1 ： 鉄骨シアキー1のせん断耐力 (N) 
   qsk2 ： 鉄骨シアキー2のせん断耐力 (N) 
   α,β：耐力累加係数 
      qsk1=Fc∙Ab1 (N) 
      記号 
      Ab1 ：鉄骨シアキー1の前面面積 (mm2，図 6.5.6) 
Fc  ：コンクリートの設計基準強度 (N/mm2) 
 𝑞𝑞𝑠𝑠𝑠𝑠2=Ask2w∙ � σysk2
 √3⁄ �+ γsk2 ∙ Ask2f∙ � σysk2 √3⁄ � 
       記号 
       γsk2  ：鉄骨シアキー2に生じる曲げ応力によるせん断耐力低減係数 
      γsk2 =1- Msk22 Mask2⁄  (0<γ2<1) 
      記号 
      Msk22 ： 2次設計時に鉄骨シアキー2に生じる曲げモーメント(N･mm) 
      Msk22=ωsk22∙hsk22 2⁄  (N･mm) 
（6.5.9） 
（6.5.10） 
（6.5.12） 
（6.5.11） 
（6.5.13） 
（6.5.14） 
（6.5.8） 
（N） 
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        記号 
   ωsk22 ：鉄骨シアキー2の前面に生じる設計用面分布荷重 (N/mm2) 
        ωsk22= Quds Ab2⁄  (N/mm2) 
a = (3/720)∙(Fc-24)+0.40 (21≦Fc≦60) 
     β = 1.00 
    qSt u = n∙ Ast ∙ σy/√3st  (N) 
    記号 
    stA ：頭付きスタッドの断面積 (mm2) 
    stσy ：頭付きスタッドの降伏強度 (N/mm2) 
 端部 RC の RC・S 接合部の際に配置する接合部せん断補強筋量は，(6.5.18)式を満たす
量とする。 
    Qrc≥ Qdj
 j  
     記号 
    jQrc ： 接合部せん断補強筋の短期許容せん断力 (N) 
     Qrc= ft· aw w j  
      記号 
      wf t：接合部せん断補強筋の短期許容引張応力度 (N) 
wa ：接合部せん断補強筋の総断面積 (mm2) 
 
 
 
図 6.5.6 鉄骨シアキー1の前面面積(Ab1) 
  
加力方向 
A 
A 矢視 
Ab1 
補剛リブ 
中央部 S 
フランジ 
境界プレート 
（6.5.19） 
（6.5.15） 
（6.5.16） 
（6.5.17） 
（6.5.18） 
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6.6  構造規定 
 
 非埋込み型 RC・S複合梁の耐震設計法を適用するための構造規定を示す。 
(1) 端部 RC 
・端部 RCの長さは，梁せい(D)の 1.7倍以上かつ 2.0倍以下とする。 
・コンクリート設計基準強度は，21N/mm2以上かつ 60N/mm2以下とする。 
・主筋は，345N/mm2級以上かつ 490N/mm2級以下とする。 
・せん断補強筋は，295N/mm2級以上かつ 1275 N/mm2級以下とする。 
・端部 RCの固定端から 1.0Dの範囲のせん断補強筋比(pw)は，0.2%以上とする。 
・端部 RCの接合部端から 0.7Dの範囲のせん断補強筋比(pw)は，0.4%以上とする。 
・端部 RCの接合部端から 0.7Dの範囲で主筋に機械式接合を設けることができる。 
 
図 6.6.1 端部 RCの構造規定 
 
(2) 中央部 S 
・鋼材は，400N/mm2級以上かつ 590N/mm2級以下とする。 
・境界プレートに接合されるフランジ幅は，境界プレートと同幅とする。 
・中央部 S と境界プレートとの接合は，フランジ材はノンスカラップ工法による完全
溶込み溶接，ウェブ材は隅肉溶接とする。 
図 6.6.2 中央部 Sの構造規定 
D 
1.0D 0.7D 
端部 RC 中央部 S 
Pw≧0.2% Pw≧0.4% 
機械式接合 
1.7D 
中央部 S フランジの形状 
境界プレート 
と同幅 
端部 RC 端部 RC 中央部 S 
ノンスカラップ工法 
ノンスカラップ工法 溶接要領 
第 6章 非埋込み型 RC・S複合梁の耐震設計法 
- 168 - 
(3) RC・S接合部 
・鋼材は 400N/mm2級以上かつ 590N/mm2級以下とする。 
・境界プレートの厚さは中央部 Sフランジの厚さ以上とする。 
・境界プレートの主筋孔の直径は，溶接ナット併用接合方式では主筋の最大径+5mm，
全ナット接合方式ではねじの呼び径+1mmとする。 
・鉄骨シアキーは，隅肉溶接にて境界プレートと接合する。 
・2つの鉄骨シアキーフランジ間の距離は，鉄骨シアキー高さの 5倍以上とする。 
・溶接ナット併用接合方式においては，2段筋主筋の梁せい方向の中心位置は，中央部
S フランジの梁せい方向の中心位置と同じとし，境界プレートとエンクローズ溶接
にて接合する。 
・ナット接合の端部 RC 側には，溶接ナット併用接合方式ではねじ節筋用のロックナ
ット，全ナット接合方式では JISナットを配置する。 
 
 
図 6.6.3 RC・S接合部の構造規定 
 
  
A矢視 A 5hsk hsk 
鉄骨シアキー 
鉄骨シアキー配置 
溶接ナット併用接合方式の 2段筋の位置 
2段筋の中心位置＝フランジ中心位置 エンクローズ溶接 
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6.7  まとめ 
 
本章では， 端部 RCが先行降伏し，中央部 Sおよび RC・S接合部は大変形時まで曲げ
破壊およびせん断破壊が生じないことを目標とした耐震設計法を提示した。設計法として，
非埋込み型 RC・S 複合梁の端部 RC，中央部 S および RC・S 接合部の 1 次設計および 2
次設計の設計法および構造規定を示した。さらに，本耐震設計法を用いた非埋込み型 RC・
S複合梁の設計例を参考として示した。 
 
 
【第 6章 参考文献】 
 
1) 国土交通省他：2015年版 建築物の構造関係技術基準解説書 
2) 日本建築学会：鉄筋コンクリート構造保有水平耐力規準（案）・同解説, 2016 
3) 日本建築学会：鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説, 2018 
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【参考】 非埋込み型 RC・S複合梁を有する構造フレームの設計例 
 
(1) 検討モデル  
 ここでは，図 6.7.1 に示す非埋込み型 RC・S 複合梁を有する 12m スパンの構造フレー
ムの設計例を示す。この設計例で採用する RC・S 接合部方式は，全ナット接合方式とす
る。図 6.7.2に非埋込み型 RC・S複合梁の仕様を示す。ここでは，耐震設計において特に
重要となる 2次設計の設計例を示す。 
 
図 6.7.1 検討モデル 
 
図 6.7.2 非埋込み型 RC・S複合梁の仕様 
柱面
端部RC 中央部S
断面図
A断面
B断面
C断面
柱 柱 
端部 RC 端部 RC 中央部 S 
12.0m 
端部 RC:梁せい 900mm 
中央部 S：梁成 600mm  
柱せい：900mm 
コンクリート Fc=27N/mm2 
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(2) 設計用応力  
・負曲げ方向 
端部 RCの曲げ終局モーメントを(6.2.1)式により算定する。 
𝑀𝑀rc
 
y（負）=0.9∙at∙𝜎𝜎y∙d 
 =0.9･(12×507)･(1.1×345)･(900-157.5)=1.543×109 (N･mm) 
・正曲げ方向 
  圧縮側ひずみが 0.003となる時点を曲げ終局モーメントとする 
 rcMy（正）=1.578×109 (N･mm) 
2次設計における設計用応力を図 6.7.3 に示す。長期時の設計用応力を図 6.7.4 に示す。 
 
 
図 6.7.3 2次設計における設計用応力 
 
 
図 6.7.4 長期時の設計用応力 
 
(3) 端部 RCのせん断設計 
端部 RCの 2次設計用せん断力を(6.3.4)式により算定する。 
Qrc
 
d2
=QLd+1.3Qyd  
      = 265.7×103 + 1.3×281.1×103 = 631.1×103 (N) 
端部 RCのせん断終局耐力を(6.3.5)式により算定する。 
M=1543(kN･m) 
柱 柱 
端部 RC 
端部 RC 
中央部 S 
12.0m 
L0=11.1m 
M=1578(kN･m) 
Q=281.1(kN) 
M=491.4(kN･m) 
柱 柱 
端部 RC 端部 RC 
中央部 S 
12.0m 
L0=11.1m 
M=246.0(kN･m) 
Q=265.7(kN) 
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Qurc =�0.068pt0.23(Fc+18)Mrc  � Qrc  ∙d�+0.12� +0.85�pw∙ σyw � ∙b∙j 
     = 744.5×103 (N) 
 端部 RCのせん断余裕度 
   rcQu / rcQd2 = 744.5×103 / 631.1×103 = 1.18 >1.0 ・・・ OK 
 
(4) 中央部 Sの曲げ設計 
中央部 Sの 2次設計用曲げモーメント 
1) RC・S接合部端 
  2次設計用の設計用曲げモーメントは(6.4.2)式より算定する 
   Ms d2= MLd+1.2Myd 
  sMd2 = 6.628×107 + 1.2×1.128×109 = 1.419×109 (N･mm) 
弾性限となる曲げモーメントを(6.4.3)式により算定する。 
   Ms
 
y＝1.1∙ ffr
 
a
· 𝑍𝑍 fr   
   = 1.1×325×7727300 = 2.763×109 (N･mm) 
 中央部 S（RC・S接合部端）の曲げ余裕度 
  sMy / sMd2 = 2.763×109 / 1.419×109 = 1.95>1.0 
2) 中央部 Sハンチ端 
  2次設計用の設計用曲げモーメントは(6.4.2)式より算定する 
   Ms d2= MLd+1.2Myd 
  sMd2 = 1.994×108 + 1.2×8.471×108 = 1.216×109 (N･mm) 
弾性限となる曲げモーメントを(6.4.3)式により算定する。 
   Ms
 
y＝1.1∙ ffr
 · 𝑍𝑍 fr   
   = 1.1×325×4259232 = 1.523×109 (N･mm) 
 中央部 S（ハンチ端）の曲げ余裕度 
  sMy / sMd2 = 1.523×109 / 1.216×109 = 1.25>1.0 
 
(5) 中央部 Sのせん断設計 
中央部 Sの 2次設計用せん断力を(6.4.5)式により算定する。 
Qs d2=QLd+1.3Qyd  
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     = 265.7×103 + 1.3×281.1×103 = 6.311×105 (N) 
中央部 Sの弾性限となるせん断力を(6.4.6)式により算定する。 
   Qs y＝1.1∙ � 𝑓𝑓𝑤𝑤 √3� � ∙ Aw  
   = 1.1×(325/√3) × (16×562) = 1.856×106 (N) 
 中央部 Sのせん断余裕度 
  sQy / sQd2 = 1.856×106 / 6.311×105 = 2.94>1.0 
 
(6) RC・S接合部の曲げ設計 
2次設計用の設計用曲げモーメントは(6.5.3)式より算定する 
    Mj d2= MLd+1.4Myd (N･mm) 
  sMd2 = 6.628×107 + 1.4×1.128×109 = 1.645×109 (N･mm) 
 RC・S接合部の曲げ終局モーメントは曲げ伝達モデルにより求める。曲げ伝達モデルは，
4節点シェル要素にて構成される。曲げ伝達モデルのモデル図を図 6.7.5に示す。 
 
 
図 6.7.5 曲げ伝達モデル 
 
引張側境界ばね 
  引張側境界ばねは主筋位置に配置し，(6.5.1)式により値を算定する。 
   Kt= ArEr Lre
 ⁄   (N/mm) 
    = 507×205800 / (20×25) = 208681 N/mm 
圧縮側境界ばね 
  圧縮側境界ばねは境界プレート全面に配置し，(6.5.2)式により値を算定する。 
   Kc= AcEc Lce ⁄   (N/mm) 
    = 98000×25671 / 267= 9438812 N/mm 
 
ω 
ω 220 
800 
引張側主筋 
境界プレート 
補剛リブ 
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 梁フランジ位置に等分布荷重を与え，荷重制御にて非線形増分解析を行う。この際，境
界プレートおよび補剛リブは完全弾塑性（σy=1.1F）とする。解析から得られた引張側フラ
ンジ位置の frP－δvt関係を図 6.7.6に示す。 
 
図 6.7.6 RC・S接合部の frP－δvt関係 
 
 曲げ降伏時の frPより，RC・S接合部の曲げ終局モーメントは， 
    jMy = 3.083×106×(600-19) = 1.791×109 (N･mm) 
 RC・S接合部の曲げ余裕度 
    jMy / jMd2 = 1.791×109 / 1.645×109 = 1.09 >1.0 ・・・ OK 
  
(7) RC・S接合部のせん断設計 
RC・S接合部の 2次設計用せん断力を(6.5.8)式により算定する。 
Qj d2=QLd+1.5Qyd  
     = 265.7×103 + 1.5×281.1×103 = 6.874×105 (N) 
RC・S接合部の終局せん断耐力を(6.5.9)式~(6.5.17)式により算定する。 
 対象とする鉄骨シアキーを併せて示す。 
   Qj u=qsk+ qC s 
𝑞𝑞sk=𝛼𝛼 ∙ 𝑞𝑞sk1 + 𝛽𝛽 ∙ 𝑞𝑞sk2 
     qsk1=σB∙Ab1 
     =27×(104×50) =1.404×105(N) 
  𝑞𝑞𝑠𝑠𝑠𝑠2=Ask2w∙ � σysk2
 √3⁄ �+ γ2 ∙ Ask2f∙ � σysk2 √3⁄ � 
    γ2 =1- Msk22 Mask2⁄  
0
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frP
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N
)
δvt (mm)
①
②
③ ④(1.65,3083)
①Qma時
②初期降伏時
③曲げ降伏時
④初期降伏時変形ｘ1.5を超えた時点
検討部位  
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    Msk22=ωsk22∙hsk22 2⁄  
    ωsk22 = 361400 / (520×50) = 13.9(N/mm2) 
      鉄骨シアキーの断面係数 Zsk = 9220(mm3) 
    Msk22 = 13.9×502 / 2 = 1.738×104 (N･mm) 
    Mask2 = (1.1×325)× 9220= 3.296×106 (N･mm) 
   γ2 = 1 – 1.738×104/3.296×106  = 0.995 
   qsk2 = (9×51)×(1.1×325/√3) + 0.995×(12×104) ×(1.1×325/√3)  
     = 3.510×105 (N) 
    α = (3/720)×(27-24) + 0.40 = 0.4125 
        β = 1.00 
  qsk = (520/104)×(0.4125×140400+1.00×351041) = 2.045×106 (N) 
   qC
 
s
 = n∙ Asc ∙ σy/√3st  
         = 8×283.5×(1.1×235/√3) = 3.385×105 (N) 
      jQu = 2.045 + 3.385×105 = 2.384×106 (kN) 
 RC・S接合部のせん断余裕度 
   jQu / jQd2 =  2.384×106 / 6.874×105 = 3.47 >1.0 ・・・ OK 
 
 接合部せん断補強筋量は(6.5.18)式~(6.5.19)式を満たす量とする。 
   Qrc= ft· aw
 
w
 
j
  
     = 785×(6×199) = 9.373×105 (N) 
 接合部せん断補強筋の余裕度 
   9.373×105 / 6.874×105 = 1.36 >1.0 ・・・ OK 
 
(8) 主な構造規定の確認 
 端部 RCの長さ 1600㎜ > 1.7D(=1530mm) ・・・OK 
 端部 RCのせん断補強筋量 
  端部 RC固定端から 1.0 Dの範囲 0.36% > 0.2%  ・・・OK 
  端部 RC接合部端から 0.7 D の範囲 0.73% > 0.4% ・・・OK 
 鉄骨シアキーフランジ間の距離 584㎜ > 5hsk(=250mm) ・・・OK 
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第 7章 結論 
 
7.1  本研究の成果 
本研究では，梁の端部を鉄筋コンクリート造（以下，RC），中央部を鉄骨造（以下，S）
とした非埋込み型ロングスパン複合梁（以下，非埋込み型 RC・S複合梁）を対象として，
構造実験および FEM解析を実施して耐震性能を評価し，基に耐震設計法を示した。 
まず端部 RC と中央部 S の確実な応力伝達を図ることができる 2 種類の RC・S 接合部
を考案した。次に，曲げせん断実験により，考案した RC・S 接合部を用いた非埋込み型
RC・S 複合梁の耐震性能を評価した。この際に，埋込み型 RC・S 複合梁との挙動の違い
について実験的に検討した。さらに RC・S 接合部の曲げ伝達およびせん断伝達に関する
FEM 解析を実施し，RC・S 接合部の設計に用いる曲げ終局モーメントおよびせん断終局
耐力について検討した。これらの考察を踏まえ，非埋込み型 RC・S複合梁の耐震設計法を
示した。また，耐震設計では，部材の復元力特性の評価が必要なため，非線形フレーム解
析に用いる非埋込み型 RC・S 複合梁の部材モデルを提示した。最後に非埋込み型 RC・S
複合梁の設計例を参考に示した。 
 
 本論文は，全 7章で構成されている。以下に各章の概要および得られた主な知見を記す。 
 
 第 1章では，本研究の背景・目的，本論文の構成，研究対象とする RC・S複合梁の概要
および既往の研究について示した。既往の研究では，本研究に関連した RC・S複合梁に関
する研究を整理した。RC・S複合梁の研究は 1980年代から行われており，その多くが埋
込み型 RC・S複合梁の研究であり，非埋込み型 RC・S複合梁の研究はほとんど実施され
ていない。本研究では，非埋込み型 RC・S複合梁の耐震性能の評価を目的とした。本研究
における非埋込み型 RC・S複合梁は長さ 10m~20m程度のロングスパン梁を対象とした。
考案した RC・S 接合部を採用した非埋込み型 RC・S 複合梁は，既に 10 棟の建築物に適
用され，RC構造にロングスパン梁を構築する構法であることを実証した。 
 
 第 2章では，まず確実な応力伝達の観点から，非埋込み型 RC・S複合梁の 2種類の RC・
S接合部方式について考案した。次に，考案した RC・S接合部を用いた繰り返し載荷を受
ける非埋込み型 RC・S複合梁を対象とした 1/2スケールの曲げせん断実験を実施し，その
構造性能を把握した。試験体は計 8体であり，そのうち 1体は性能比較用の埋込み型 RC・
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S複合梁とした。曲げせん断実験により，考案した RC・S接合部方式を用いた非埋込み型
RC・S複合梁は，大変形時までエネルギー吸収性能の良い紡錘型の履歴特性を有する梁で
あることを示した。さらに，耐震設計上で重要であるせん断力と部材角との関係，主筋の
応力分担，降伏点剛性低下率および等価粘性減衰定数について考察した。 
 
 第 3 章では，RC・S 接合部の曲げ伝達要素を検討するために，非埋込み型 RC・S 複合
梁の曲げせん断実験試験体を対象に FEM解析を実施し，RC・S接合部の曲げ伝達モデル
および曲げ終局モーメントについて考察した。まず，曲げせん断実験結果とよく対応する
FEM解析モデルを構築した。次に，構造設計に用いることができる曲げ伝達モデルを検討
した。曲げ伝達モデルにおいて，特に重要となる境界ばねは，FEM解析結果を用いて評価
した。検討した曲げ伝達モデルにより，RC・S接合部の応力が実験結果と対応し，かつ安
全側に評価できることを示した。さらに曲げ伝達モデルを用いた RC・S接合部の曲げ終局
モーメントの評価方法を示した。 
 
 第 4章では，RC・S接合部実験のせん断力伝達要素を検討し，せん断終局耐力を評価し
た。まず，鉄骨シアキーと頭付きスタッドを併用した RC・S 接合部実験試験体を対象に
FEM解析を実施した。次に，FEM解析結果に基づき，各せん断伝達要素の負担せん断力
の推移を検討した。さらに RC・S接合部のせん断終局耐力は各せん断伝達要素の和として
評価できることを示し，その累加方法を提示した。 
 
 第 5 章では，非線形フレーム解析に用いる非埋込み型 RC・S 複合梁の部材モデルを示
した。まず，RC・S複合梁の曲げせん断試験体を対象に 2次元 FEM 解析を実施し，実験
結果と比較的よく対応することを示した。次に，解析モデルとして非埋込み型 RC・S複合
梁を端部 RCと中央部 Sの 3部材に分割して接続した 3部材マクロモデルに関して，各パ
ラメータの設定方法を示した。さらに，設計プログラムの適用を容易にするために非埋込
み型 RC・S 複合梁を 1 部材に集約した 1 部材マクロモデルに関して，各パラメータの設
定方法を示した。これらの解析モデルの復元力特性が実験結果に対応することを示し，設
計用の解析モデルとして有用であることを示した。 
 
 第 6章では，RC構造の構造設計に用いる非埋込み型 RC・S複合梁の耐震設計法を提示
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した。まず，非埋込み型 RC・S複合梁の設計方針を示した。次に，実験および FEM解析
に基づき，端部 RC および中央部 S および RC・S 接合部の設計要領および構造規定を具
体的に示した。最後に，提示した耐震設計法を用いた非埋込み型 RC・S複合梁の設計例を
参考に示した。 
 
 第 7章では，各章で得られた知見をまとめ，今後の課題について記した。 
 
 
7.2 今後の課題 
 本研究の結果から，今後の残された研究課題について以下に示す。 
(1) 中央部 S先行降伏型の非埋込み型 RC・S複合梁に関する検討 
本研究では，端部 RC 固定端部が先行降伏し，終局時に至るまで中央部 Sおよび RC・S
接合部は曲げ破壊およびせん断破壊が生じないことを目標とした。近年，柱梁接合部の損
傷制御等の観点から，ヒンジ位置を RC 端から意図的に梁中央部にシフトさせるヒンジリ
ロケーションが注目されており，非埋込み型 RC・S複合梁にヒンジリロケーションを適用
することもできる。中央部 S 先行降伏型の非埋込み型 RC・S 複合梁は柱梁接合部だけで
なく，端部 RC までの損傷制御が可能となる。本研究にて示した耐震設計法の部材耐力評
価を適用することで中央部 S先行降伏型の設計も可能となるが，RC・S複合梁の復元力特
性の評価は今後の課題である。 
(2) RC・S複合梁に対する軸方向力の影響 
 本研究では梁に軸方向力が生じないことを条件にしているが，実際の架構では床スラブ
が取り付かない梁に無視できないレベルの軸方向力が生じる場合がある。RC・S複合梁の
復元力特性に対する軸方向力の影響およびその対応については，今後の課題である。 
(3) RC・S接合部の鉄骨シアキーの耐力累加係数 
 第 4 章にて RC・S 接合部のせん断終局耐力に関して，各鉄骨シアキーの耐力に乗じる
耐力累加係数を導入している。本研究で示した耐力累加係数はコンクリートの設計基準強
度に応じて実験値と計算値が対応することを示しているものの，実験で用いた鉄骨シアキ
ー配置をある程度前提にしているといえる。そのため，耐震設計法の構造規定として，2か
所の鉄骨シアキー間の距離は実験の条件に合わせ，鉄骨シアキー高さの 5 倍以上とした。
この点についての精査は今後の課題である。 
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付録 A  非埋込み型 RC・S 接合部のせん断実験 
 
A-1 はじめに 
本研究で扱った非埋込み型 RC・S複合梁の RC・S接合部のせん断伝達要素は，鉄骨シ
アキー，頭付きスタッドおよび主筋である。鉄骨シアキーは，RC・S 接合部のずれ変形が
極力生じないようにするために配置し，主たるせん断伝達を期待している。頭付きスタッ
ドは，鉄骨シアキーによりコンクリートに脆性的な破壊が生じた場合のフェールセーフの
役割を期待している。主筋は曲げ伝達用の要素であり，耐震設計上のせん断力負担の期待
はしていないが，RC・S 接合部のせん断破壊による終局時にはダウエル抵抗によるせん断
伝達がなされる。 
本研究における非埋込み型 RC・S 複合梁は，中央部 S は弾性範囲に留まり，地震時に
端部 RC の固定端部に塑性ヒンジが生じるものとしているため，実施した曲げせん断実験
は全て端部 RC の固定端部の曲げ終局モーメント時のせん断力が最大せん断力となる。 
そのため，RC・S 接合部のせん断耐力評価ができない。 
ここでは，せん断伝達要素の組み合わせおよびコンクリート強度をパラメータとした
RC・S接合部のせん断実験を行い，せん断終局耐力を評価する。 
 
A-2  RC・S 接合部のせん断実験 
A.2.1 試験体概要 
RC・S接合部のせん断試験体を図 A.2.1に，試験体パラメータを表 A.2.1に示す。試験
体は，境界プレートから端部 RC へのせん断伝達要素およびコンクリート強度の組み合わ
せを変化させた 7 体の 1/2 縮尺試験体とした。端部 RC の断面寸法は曲げせん断実験にお
ける RC・S梁の端部 RC と同じ寸法とした。試験体は，固定スタブ上の左右に，それぞれ
1箇所ずつの試験部位を設けた形状とした。また，非埋込み型の RC・S接合部の特徴を反
映して，本試験体には端部 RC を設け，その長さは RC 梁せいの 1/2 とした。そのため，
加力により端部 RC にはせん断力とともに曲げモーメントが作用することになる。 
試験体のせん断伝達要素の配置を図 A.2.2 に示す。せん断伝達要素は，全ナット接合方
式の曲げせん断試験体の RC・S 接合部から補剛リブを除いた部分とし，同様の配置とし
た。個々のせん断耐力を評価するため，スタッド型（S1試験体）およびシアキー型（S2，
S3 試験体）については，境界プレートに設けた主筋のねじ部用の孔をルーズホールとし，
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小変形における主筋のねじ部のせん断耐力に及ぼす影響を少なくした。主筋型（S4 試験体）
は境界プレートの主筋のねじ部用の孔をφ21の円孔とし，せん断型ボルトに設けるボルト
孔のあき寸法と同様に，主筋とのあき寸法を 0.5 ㎜とした。複合型-1（S5，S6 試験体)に
は，スタッド型とシアキー型の 2 つのせん断伝達要素を配置し，境界プレートに設けた主
筋のねじ部用の孔はルーズホールとした。複合型-2（S7試験体）はスタッド型，シアキー
型，主筋型の 3つのせん断伝達要素を配置した。 
RC 部は，RC・S接合部にて破壊するよう，文献 1)による曲げ終局モーメント算定式お
よび文献 2)によるせん断終局耐力算定式を用いて，曲げ終局モーメント，せん断終局耐力
とも RC・S接合部以上の耐力を確保できる主筋量およびせん断補強筋量としている。実験
に使用した材料の試験結果を表 A.2.2 に示す。 
 
図 A.2.1 RC・S 接合部のせん断試験体 
 
表 A.2.1 試験体のパラメータ 
試験体名 S1 S2 S3 S4 S5 S6 S7 
スタッド※1 あり なし なし なし あり あり あり 
シアキー※2 なし あり あり なし あり あり あり 
主筋※3 スライド スライド スライド 固定 スライド スライド 固定 
Fc(N/mm2) 24 24 60 60 60 24 24 
せん断補強筋※5 □-
D6@50 
□-
D6@50 
□-
D6@50 
□-
D6@50 
2□- 
D6@50 
2□- 
D6@50 
2□- 
D6@50 
接合部せん断補強筋※6 2□- 
U10.7 
2□- 
U10.7 
2□- 
U10.7 
2□- 
U10.7 
3□- 
U10.7 
4□-
U10.7 
4□-
U10.7 
注)※1 頭付きスタッド 4-φ13（L=80mm），※2 鉄骨シアキー PL-6（h=50mm）,※3 D19
（SD390），※4 主筋は共通で片側 8-D19，うち 2 本は境界プレート貫通し，貫通部は M20 メー
トルねじを主筋に摩擦圧接しボルト接合，※5 せん断補強筋は共通で UHY685（表中 D 表記），
※6 集中せん断補強筋は共通で SBPD1275/1480（表中 U 表記） 
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図 A.2.2 各試験体のせん断伝達要素 
  
 
表 A.2.2 材料試験結果 
 ヤング係数 
(N/mm2) 
圧縮強度 
(N/mm2) 
割裂強度 
(N/mm2) 
Fc24 28900 27.3 2.26 
Fc60 34500 65.6 4.47 
 
 ヤング係数 
(N/mm2) 
降伏強度 
(N/mm2) 
引張強度 
(N/mm2) 
D19(SD390) 193700 437 627 
D6(UHY685) 194200 692 925 
U10.7 193400 1298 1372 
PL28(SN490B) 211400 323 519 
PL6(SS400) 209800 309 434 
        ※頭付きスタッドの材料試験は未実施 
  
頭付きスタッド 
鉄骨シアキー 
ルーズホール 
S1 S2, S3 S4 S5, S6 S7 
スタッド型 シアキー型 主筋型 複合型-1 複合型-2 
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A.2.2 加力計画 
 加力装置を図 A.2.3 に示す。S1～S6 試験体については片側に単調載荷とした。S7 試験
体については，2mm までのずれ変形までは載荷と除荷の繰り返し載荷とし,その後は単調
載荷とした。S7試験体の加力スケジュールを図 A.2.4に示す。 
 
 
 
図 A.2.3 加力装置 
 
 
 
図 A.2.4 S7試験体の加力スケジュール 
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A-3 実験結果 
 
A.3.1 破壊状況 
 図 A.3.1 に水平変形が 20 ㎜に達した時点における試験体の特徴的な破壊状況がわかる
写真を示す。写真右側がジャッキ方向である。スタッド型の S1 試験体では，頭付きスタ
ッドの基端部および中間部に塑性変形が生じた。端部 RC には，はしあきの小さいジャッ
キ側の主筋間にひび割れが生じた。シアキー型の S2,S3試験体では，鉄骨シアキーに囲ま
れた範囲の境界面の破壊が生じた。端部 RC では，ジャッキ側の主筋が押され，はしあき
破壊が生じた。S1試験体と比べ，ジャッキ側の主筋の変形量が大きく，主筋周辺の破壊が
明瞭であった。主筋型の S4試験体では，ジャッキ側の主筋が S2 試験体と同じようにはし
あき部で破壊した後に，反対側の主筋のねじ部が破断した。スタッド型とシアキー型の複
合型である S5,S6 試験体では，鉄骨シアキーに囲まれた範囲の境界面が S2,S3試験体と同
様の破壊状況であった。頭付きスタッドでは，基端部にのみ塑性変形が生じ S1 試験体の
頭付きスタッドとは塑性変形が大きく異なり，頭付きスタッドの耐力が小さいことが示唆
される。スタッド型，シアキー型および主筋型の複合型である S7 試験体は，S6 試験体と
ほぼ同じ終局状況となった。 
 
 
図 A.3.1 各試験体の破壊状況 
 
(a) S1 試験体 
（境界プレートの下面） 
(b) S1 試験体 
（端部 RC） 
(c) S2 試験体 
（境界プレートの下面） 
 
(d) S2 試験体 
（端部 RC） 
 
(e) S4 試験体 
（端部 RC） 
 
(f) S5 試験体 
（境界プレートの下面） 
 
(g) S6 試験体 
（境界プレートの下面） 
 
(h) S7 試験体 
（端部 RC） 
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A.3.2 せん断力と水平変形との関係 
RC・S接合部のせん断力(Qs)と水平変形(δs)との関係を図 A.3.2に示す。δsは境界プレー
ト部の水平変形を示す。図 A.3.2 (e),(f)および(g)中には，単独のせん断伝達要素による試
験体の実験結果を累加した Qs -δs関係およびシアキー型試験体の Qs -δs関係を併せて示す。 
各試験体における最大耐力(Qsmax)と最大耐力時の変形(δsQmax)を表 A.3.1 に示す。スタッ
ド型の S1 試験体および主筋型の S4試験体は，変形の増加に伴い耐力が増大した。シアキ
ー型の試験体は 3.7 ㎜で最大耐力を発揮した。スタッド型とシアキー型の複合型は，3.0㎜
最大耐力を発揮した。スタッド型，シアキー型および主筋型の複合型は 5.9 ㎜で最大耐力
を発揮した。 
     
(a) S1試験体        (b) S2試験体              (c) S3試験体 
    
(d) S4試験体        (e) S5 試験体              (f) S6試験体 
 
(g) S7試験体 
図 A.3.2 せん断試験体の Qs -δs関係 
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表 A.3.1 せん断試験体の最大耐力と最大耐力時の水平変形 
試験体 S1 S2 S3 S4 S5 S6 S7 
Qsmax(kN) 261 399 717 471 792 453 591 
δsQmax(mm) 16.8 3.7 3.7 9.3 3.0 3.0 5.9 
 
A-4 耐力の累加 
 文献 3)では，プレキャスト RC 部材が一体打ちと同等な構造性能を発揮する時に観察さ
れる接合部のずれ変形量が 2mm 程度までの範囲であるとしていることを参考に，2mm 変
形時のおける耐力評価を行う。表 A.3.2 に 2 ㎜変形時における各耐力と累加耐力を示す。
2mm 変形時における複合型の耐力は，複合型-1 の耐力は，単独のせん断伝達要素による
試験体の耐力の累加値の 0.75～0.87倍，複合型-2 の耐力は 0.57倍の値である。また，図
A.3.2 (e),(f)および(g)より，複合型の耐力は，水平変形量に関わらず，単独のせん断伝達要
素による試験体の耐力の累加値より小さい。複合型の荷重－変形関係は鉄骨シアキーによ
る影響が大きいことが分かる。 
 
表 A.3.2 2㎜変形時における耐力と累加耐力 
試験体 S1 S2 S3 S4 S5 S6 S7 
Qs (kN) 172 374 609 229 682 412 455 
累加 Qs(kN) - - - - 781 546 775 
Qs/累加 Qs - - - - 0.87 0.75 0.57 
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付録 B-1 論文要旨（英文） 
 
Study on Seismic Design of Non-embedded Long Span RC-S Beam 
 
Summary 
 
 This paper describes a seismic design method for non-embedded long-span composite beams 
(hereinafter referred to as non-embedded RC-S beams) with reinforced concrete (RC) beam 
ends and steel (S) at midsection. 
 In recent years, architectural uses have diversified, and many cases require a structural RC 
plan using long-span beams. The conventional method using prestressed beams for the long span 
of RC structures involves many issues, in terms of construction period and cost. To resolve this 
issue, the long-span RC-S beam composed of RC beam (hereinafter referred to as the RC beam-
end) and (S at midsection) has been developed in recent years. 
 In RC-S beams, stress transmission between the RC beam-end and the S at midsection is 
extremely important. The stress transmission is roughly divided into a type in which the S at 
midsection is embedded in the RC beam-end (hereinafter referred to as embedded RC-S beam) 
and a type in which the S at midsection is not embedded in the RC beam-end (hereinafter referred 
to as non-embedded RC-S beam).  
 The embedded RC-S beam bears a large reverse shear force due to the lever action of 
embedded S part at the RC beam-end. The RC beam-end requires strict design support, such as 
increase concrete strength and increase amount of shear reinforcement, in order to suppress 
crack width and secure shear strength. In addition, the embedded RC-S beam has a larger beam 
width at the RC beam-end due to embedded S. On the other hand, the load of shearing force at 
the RC beam-end in a non-embedded RC-S beam is smaller than that of the embedded RC-S 
beam, and the beam width can be designed to be of small size. However, the non-embedded 
RC-S beam transmits all stress at the joint between the RC beam-end and the S at midsection. 
Thus, there is a requirement of a reliable joining method, but its design is extremely difficult. 
Hence, although many studies have been conducted on embedded RC-S beams, the research on 
non-embedded RC-S composite beams has not progressed.  
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  With this background, the present study highlights two types of RC-S joints that can reliably 
transmit stress between the RC beam-end and S midsection. The study also shows the structural 
performance of non-embedded RC-S beam using the proposed RC-S joints by bending shear 
experiments. The difference in behavior compared to the embedded RC-S beam is also shown. 
Moreover, the bending and shear transmission of RC- S joints were analyzed using finite 
element method (FEM), and based on the results, the bending ultimate moment and shear 
ultimate strength for RC-S joint were evaluated. Finally, a seismic design method for non-
embedded RC-S beams was presented. Furthermore, when performing seismic design, it is 
necessary to evaluate the rigidity of members and the hysteresis characteristics. For this reason, 
a modeling method for non-embedded RC-S beam member models in frame analysis was 
presented, and a series of design examples from frame analysis to member design was presented. 
  This paper is composed of 7 chapters. The following is an overview of each chapter and the 
main obtained findings. 
 In Chapter 1, the background and purpose of this study, the structure of this paper, and past 
studies were presented. Although research on RC-S beams has been conducted since 1987, most 
of these research works have focused on embedded RC-S beams. Hence, there is a lack of 
sufficient research on non-embedded RC-S beams. The purpose of this study was to establish 
a seismic design method for non-embedded RC-S beams. The non-embedded RC-S beam in this 
study was a long span beam of 10_20_m in length. Non-embedded RC-S beams using the 
proposed RC-S joint method have been applied to 10 buildings over the past six years, 
confirming that constructing long-span beams with presented details could withstand practical 
use. 
 Chapter 2 presents two types of RC-S joints for non-embedded RC-S beams that enable 
reliable stress transmission. Next, 1/2-scale bending shear experiment using the two types of 
RC-S joints was conducted to examine their structural performance. A total of 8 specimens 
were used, including an embedded RC-S beam, for performance comparison. A beam with a 
spindle-type hysteresis curve with good energy absorption performance until large deformation 
was designed by bending shear experiments. In addition, the relationships between shear force 
and member angle, stress sharing of main bars, yield point stiffness reduction rate, and 
equivalent viscous damping constant, which are important in building an earthquake-resistant 
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design method, were considered. 
 In Chapter 3, an FEM analysis simulating a bending shear experiment was conducted to 
determine the bending transmission of RC-S joints. Based on the results of the analysis, a 
bending transmission model of RC-S joints was constructed and bending ultimate moment was 
evaluated. First, an FEM analysis model that can reproduce the results of bending shear 
experiment results was constructed. Next, a bending transmission model useful for actual 
design was constructed. The boundary spring, which is particularly important in the bending 
transmission model, was evaluated using the FEM analysis results. This chapter shows that the 
stress at the RC-S joint can be obtained in line with the actual situation and can be evaluated 
on the safe side by the proposed bending transmission model using the boundary spring. 
Furthermore, the evaluation method of the bending ultimate moment of RC-S joint by the 
proposed bending transmission model was presented. 
 In Chapter 4, the shear force transmission mechanism of the RC-S joint experiment was 
considered, and the shear ultimate strength was evaluated. First, the FEM analysis was 
performed simulating experiments of RC-S joint using S shear key and headed stud. Next, the 
shear transmission mechanism was considered based on the results obtained from the FEM 
analysis. Then, the shear ultimate strength of RC-S joints was evaluated as the sum of each 
shear transfer element, and the method of accumulation was presented.  
  In Chapter 5, the member model of the non-embedded RC-S beam used for frame analysis 
was shown. First, the behavior of the experimental results was shown to be reproduced by the 
2D FEM analysis results. Next, the parameter setting method for the three-member macro 
model in which the non-embedded RC-S beam is divided into three members, the RC beam-
end and the S at midsection was shown. Furthermore, a method for setting each parameter was 
presented for a one-member macro model in which non-embedded RC-S beams were combined 
into one member for simple design. The repeated loading behavior of these analytical models 
corresponded to the experimental results, and it was applicable to the actual design. 
  In chapter 6, the seismic design method for non-embedded RC-S composite beams applicable 
to the actual design was shown. First, the design policy of the non-embedded RC-S beam was 
shown. Next, based on the experimental results and FEM analysis results, the seismic design 
method for the RC beam end, S at midsection and RC-S joints was shown. In addition, a design 
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example of a non-embedded RC-S beam using the proposed seismic design method was 
presented. Moreover, the structural rules for applying the proposed seismic design method are 
presented. 
 In Chapter 7, the findings obtained in each chapter were summarized, and further studies 
were described. 
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付録 B-2 論文要旨（独文） 
 
Studie zum seismischen Design 
 eines nicht eingebetteten weitgespannten Stahl-Verbund-Trägers 
 
Zusammenfassung der Abhandlung 
 
 Die vorliegende Studie beschreibt ein seismisches Bemessungsverfahren für nicht 
eingebettete, weit gespannte Verbundträger (im Folgenden „nicht eingebetteter RC-S-Träger“) 
mit Stahlbeton (RC) und Stahl (S) im Mittelteil. 
 In den letzten Jahren hat die Diversifizierung der architektonischen Nutzung Fortschritte 
gemacht und es gibt viele Fälle, in denen eine Tragwerksplanung unter Verwendung von 
weitgespannten Trägern erforderlich ist, die jedoch nur eine schlaffe, unbewehrte 
Betonkonstruktion vorsieht. Obwohl es ein herkömmliches Verfahren gibt, bei dem 
vorgespannte Träger für die lange Spannweite von RC-Strukturen verwendet werden, gibt es 
viele Probleme, die hinsichtlich der Bauzeit und der Kosten gelöst werden müssen. Dafür wurde 
in den letzten Jahren ein weitgespannter RC-S Träger entwickelt, der aus einem bewehrtem 
Betonteil (im Folgenden „RC-Trägerende“) und einem zentralen Stahlträger (im Folgenden „S 
im Mittelabschnitt“) besteht. 
 Bei der Entwicklung von RC-S-Trägeren ist die Spannungsübertragung zwischen dem RC-
Trägerende und dem S im Mittelabschnitt äußerst wichtig. Die Spannungsübertragung wird 
grob unterteilt in einen Typ, bei dem das S im Mittelabschnitt in das RC-Trägerende eingebettet 
ist (im Folgenden „eingebetteter RC-S-Träger“), und einen Typ, bei dem das S im 
Mittelabschnitt nicht in das RC-Trägerende eingebettet ist (im Folgenden „nicht eingebetteter 
RC-S-Träger“). 
Der eingebettete RC-S-Träger übt aufgrund der Hebelwirkung des eingebetteten Stahlteils 
am RC-Trägerende eine große Gegenscherkraft aus. Das RC-Trägerende erfordert ein hohes 
Maß an Konstruktionsunterstützung, z.B. durch Erhöhung der Betonfestigkeit und der 
Schubbewehrung, um die Rissbreite zu unterdrücken und die Schubfestigkeit sicherzustellen. 
Darüber hinaus hat der eingebettete RC-S-Träger am RC-Trägerende aufgrund des 
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eingebetteten Stahls eine größere Trägerbreite. Andererseits ist im Fall eines nicht 
eingebetteten RC-S-Trägers die Last der Scherkraft am RC-Trägerende kleiner als die des 
eingebetteten RC-S-Trägers, und die Trägerbreite kann daher klein ausgelegt werden. Der nicht 
eingebettete RC-S-Träger überträgt jedoch alle Spannungen an der Verbindungsstelle zwischen 
dem RC-Trägerende und dem S im Mittelabschnitt (im Folgenden „RC-S-Joint“), sodass ein 
zuverlässiges Verbindungsverfahren erforderlich ist. Dessen Design ist extrem schwierig. Aus 
diesem Grund wurden frühere viele Studien zu eingebetteten RC-S-Trägeren durchgeführt, die 
Forschung an nicht eingebetteten RC-S-Trägeren kam jedoch nicht voran, und es gibt keine 
Beispiele für eine seismische Designmethode. 
Vor diesem Hintergrund wurden für die vorliegende Studie zwei Arten von RC-S-Joints 
untersucht, die zuverlässig Spannungen zwischen dem RC-Trägerende und dem S im 
Mittelabschnitt übertragen können. Als nächstes wurde die strukturelle Leistung des nicht 
eingebetteten RC-S-Trägers unter Verwendung des vorgeschlagenen RC-S-Joints durch Biege-
Scherexperimente gezeigt. In diesem Fall wird der Unterschied im Verhalten mit dem 
eingebetteten RC-S-Träger demonstriert. Darüber hinaus wurde eine FEM-Analyse zur Biege- 
und Scherübertragung des RC-S-Joints durchgeführt. Basierend auf den Ergebnissen wurde die 
Bewertung des Biege-Endmoments und der Scherungs-Endfestigkeit durchgeführt, die für die 
RC-S-Joints verwendet wurden. Basierend auf den Ergebnissen verschiedener Überlegungen 
wurde schließlich eine seismische Designmethode für nicht eingebettete RC-S-Trägeren 
vorgestellt. Darüber hinaus ist es bei der Durchführung einer seismischen Auslegung 
erforderlich, die Steifigkeit der Bauteile und die Hysterese-Kennlinien zu bewerten. Aus 
diesem Grund wurden eine Modellierungsmethode für nicht eingebettete RC-S-
Trägerelementmodelle in der Rahmenanalyse und eine Reihe von Konstruktionsbeispielen von 
der Rahmenanalyse bis zur Elementkonstruktion vorgestellt. 
 Die vorliegende Arbeit besteht aus sieben Kapiteln. In der folgenden Übersicht werden jedes 
Kapitel und die wichtigsten Ergebnisse vorgestellt. 
 In Kapitel 1 werden Hintergrund, Zweck und Struktur der vorliegenden Arbeit und frühere 
Studien dargelegt. Obwohl seit 1987 Forschungsarbeiten zu RC-S-Trägeren durchgeführt 
werden, befassen sich die meisten mit eingebetteten RC-S-Trägeren, und es liegen nur wenige 
Forschungsarbeiten zu nicht eingebetteten RC-S-Trägeren vor. Darüber hinaus gibt es keine 
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Forschung zu nicht eingebetteten RC-S-Trägeren, die nicht auf experimentelle Forschung 
beschränkt ist, sondern eine seismische Designmethode verwendet. Der Zweck der 
vorliegenden Studie ist, eine Methode für die seismisch Designmethode von nicht eingebetteten 
RC-S-Trägeren zu etablieren. Der nicht eingebettete RC-S-Träger in dieser Studie ist ein 
Weitspannträger von etwa 10_20 m. Nicht eingebettete RC-S-Trägeren mit dem 
vorgeschlagenen RC-S-Joint wurden bereits in den letzten sechs Jahren auf zehn Gebäude 
angewendet, und es wurde gezeigt, dass es sich um eine Methode handelt, mit der 
Weitspannträgeren mit Details hergestellt werden können, die praktisch eingesetzt werden 
können. 
 In Kapitel 2 werden zwei Arten von RC-S-Joint für nicht eingebettete RC-S-Trägeren gezeigt, 
die eine zuverlässige Spannungsübertragung ermöglichen. Als nächstes wird ein 1/2-Biege-
Scherversuch unter Verwendung der beiden Arten von RC-S-Joints vorgestellt und deren 
strukturelle Leistung erfasst. Insgesamt wurden acht Proben verwendet, darunter ein 
eingebetteter RC-S-Träger zum Leistungsvergleich. Es wird gezeigt, dass der nicht eingebettete 
RC-S-Joints unter Verwendung der beiden Arten von RC-S-Joints als Träger mit einer 
Hysteresekurve vom Spindeltyp mit gutem Energieabsorptionsverhalten bis zu einer großen 
Verformung durch Biege-Scherversuche ausgelegt werden kann. Darüber hinaus werden die 
Beziehung zwischen Scherkraft und Stabwinkel, die Spannungsverteilung der Hauptstäbe, die 
Streckgrenzen-Steifigkeitsreduzierungsrate und die äquivalente viskose Dämpfungskonstante 
berücksichtigt, die beim Aufbau einer erdbebensicheren Konstruktionsmethode wichtig sind. 
 In Kapitel 3 wird eine FEM-Analyse durchgeführt, die ein Biege-Scherexperiment simuliert, 
um die Biegeübertragung des RC-S-Joints zu ermitteln. Basierend auf den Ergebnissen der 
FEM-Analyse wird ein Modell für die Biegeübertragung des RC-S-Joints erstellt, und das 
ermittelte Biege-Endmoment wird bewertet. Zunächst wird ein FEM-Analysemodell erstellt, 
das die Ergebnisse von Biege-Scherexperimenten reproduzieren kann. Als nächstes wird ein 
Biegeübertragungsmodell konstruiert, das für die tatsächliche Konstruktion nützlich ist. Die 
Grenzfeder, die im Biegeübertragungsmodell von besonderer Bedeutung ist, wird anhand der 
Ergebnisse der FEM-Analyse bewertet. Es wird gezeigt, dass die Spannung am RC-S-Joints 
situationsgerecht ermittelt und durch das vorgeschlagene Biegeübertragungsmodell unter 
Verwendung der Begrenzungsfeder sicherheitshalber bewertet werden kann. Darüber hinaus 
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wird die Bewertungsmethode des Biege-Endmoments der RC-S-Joints anhand des 
vorgeschlagenen Biegeübertragungsmodells vorgestellt. 
 In Kapitel 4 wird der Mechanismus der Scherkraftübertragung des RC-S-Joints betrachtet 
und die Scherendfestigkeit bewertet. Zunächst wird eine FEM-Analyse durchgeführt, in der 
Experimente mit einem RC-S-Joints unter Verwendung eines Stahlscherhakens und eines 
Kopfbolzens simuliert werden. Als nächstes wird der Mechanismus der Scherübertragung auf 
der Grundlage der Ergebnisse der FEM-Analyse betrachtet. Darüber hinaus kann die 
Scherfestigkeit des RC-S-Joints als die Summe der einzelnen Scherübertragungselemente 
bewertet werden, und es wird die Akkumulationsmethode vorgestellt. 
In Kapitel 5 wird das Stabmodell des nicht eingebetteten RC-S-Trägers gezeigt, der für die 
Rahmenanalyse verwendet wird. Zunächst wird gezeigt, dass das Verhalten der 
Versuchsergebnisse durch die 2D-FEM-Analyseergebnisse reproduziert werden kann. Als 
nächstes wird die Parametereinstellungsmethode für das dreiköpfige Makromodell gezeigt, bei 
dem der nicht eingebettete RC-S-Träger in drei Glieder, das RC-Trägerende und das S im 
Mittelteil, unterteilt ist. Darüber hinaus wird eine Methode zum Einstellen der einzelnen 
Parameter für ein Ein-Element-Makromodell vorgestellt, bei dem nicht eingebettete RC-S-
Trägeren zur Vereinfachung der Konstruktion zu einem Element kombiniert werden. Es wird 
gezeigt, dass das wiederholte Belastungsverhalten dieser analytischen Modelle den 
experimentellen Ergebnissen entspricht und auf das tatsächliche Design anwendbar ist. 
In Kapitel 6 wird die seismische Designmethode für nicht eingebettete RC-S-Trägeren 
entwickelt, die für den tatsächlichen Entwurf anwendbar ist. Zunächst wird die Entwurfspolitik 
des nicht eingebetteten RC-S-Trägers vorgestellt. Als nächstes wird, basierend auf den 
experimentellen Ergebnissen sowie den Ergebnissen der FEM-Analyse und weiteren 
Überlegungen, das seismische Entwurfsverfahren für das RC-Trägerende, S am Mittelabschnitt 
und RC-S-Joints demonstriert. Darüber hinaus wird ein Entwurfsbeispiel eines nicht 
eingebetteten RC-S-Trägers unter Verwendung der vorgeschlagenen seismischen 
Entwurfsmethode vorgestellt. Zusätzlich werden die strukturellen Regeln für die Anwendung 
der vorgeschlagenen Methode zur Bemessung von Erdbeben dargelegt. 
 In Kapitel 7 werden die in den zuvor in den einzelnen Kapiteln gewonnenen Erkenntnisse 
zusammengefasst und weitere Studien beschrieben. 
